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風にきく 土にふれる
そしてはるかな時をおもい

環境をまもる

Conserve the environment

by listening to wind, observing soil

and thinking of our future

ロゴマークの背景にある薄青色の部分は空、白い部分は雲あるいは水、緑色の部分は生物をそれぞれ

イメージしている。また、NIAESという当所の英語略称を茶色で描くことで土をイメージしている。

あわせて、農業環境研究の対象領域を表している。



は し が き

地球温暖化問題に立ち向かうために、ポスト京都の枠組みを取り決めることを目的に COP１５が昨年１２月

にコペンハーゲンで開催されました。京都プロトコールから脱退した米国も参加して会期終了間際まで白熱

した議論が展開されたことをマスコミ各社は報道していました。しかし、新たな枠組みを提示することなく

散会しました。

とはいえ、この会期中には農業分野に関わる新たな活動が始動することになりました。温室効果ガスに関

する国際研究ネットワーク「農業分野における温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンス

（GRA）」の設立がニュージーランド政府から提案され、閣僚宣言によってそれは設立され、日本もそれに

参加しました。本年４月にニュージーランドで最初の高級事務レベルの会合が持たれ、その中で、３つの研

究グループの１つである水田研究グループについて日本がコーディネート国となり、私たちの研究所がコー

ディネート研究機関として登録されました。これまでの年報をお読み頂いているみなさんにはご案内のよう

に、私たちの研究所は、水田からのメタンの排出抑制に関する研究実績が豊富であること、MARCOのネッ

トワークを基盤にモンスーンアジアの国々における研究機関および研究者などとの研究交流を密に行ってき

ていることなど、こうしたこれまでの実績によって、GRAにおける重要な役割を担うに至ったものと理解

しています。

このことは、これまでの研究実績や研究活動の積み重ねが次なるステージへと展開したほんの１例ですが、

国内においても、農耕地からの温室効果ガス排出の抑制技術、農耕地土壌における炭素貯留技術、カドミウ

ムで汚染された農耕地土壌を植物の活用によって修復する技術（ファイトレメディエーション）の実証試験

への展開などがあります。このファイトレメディエーションについては、「カドミウム高吸収イネ品種によ

るカドミウム汚染水田の浄化技術（ファイトレメディエーション）を開発－新たな低コスト土壌浄化対策技

術として期待－」が平成２１年農林水産研究成果１０大トピックスに選ばれる栄誉に浴しました。数々の研究所

から毎年数多くの研究成果が挙げられている中にあって、平成１７年以降引き続き農林水産研究成果１０大トピ

ックスに選定されていることを誇りに思います。

そのほか、私たちの研究所に蓄積された農耕地土壌に関する情報、農業環境中の放射能レベルに関する情

報などをデータベース化し公開しました。これまでに構築した数々のデータベースをインターネット上で公

開していますので、研究所ホームページ http://www.niaes.affrc.go.jp/を開いてみて頂き、ご活用頂くことをお

勧めいたします。

この年報は、平成２１年度における１年間の活動実績の報告です。みなさんに有用な情報を提供し役立つこ

とを願っています。ご一読いただき、みなさんから忌憚のないご意見、ご提言などをいただくことができま

すれば幸いに存じます。

私たちは、基本理念に掲げる自然、社会、人間の調和と共存を目指す高い水準の研究を推進し、世界の食

料問題と環境問題の克服に貢献するという農業環境技術研究所の究極の目標に向けて怠ることなく邁進する

所存です。

平成２２年１０月

独立行政法人 農業環境技術研究所理事長

佐藤 洋平



基本理念

農業環境技術研究所は、自然、社会、人間の調和と共存を目指す高い水準の研究を推進し、世界の食料問題と環境問題

の克服に貢献する。

行動憲章

行動理念
安全・安心な社会の構築と、次世代に継承すべき農業環境の保全に向けて、高い倫理観と社会的良識のもとに行動

し、活動による成果を広く社会に還元する。

行動指針
・環境研究の推進

農業環境技術研究所は国内外の農業環境研究を先導する研究所として、農業生産に関連した環境問題を解決するた

め、高い水準の研究活動を積極的に推進する。

・法令遵守

関係法令、社会的規範を遵守して健全で安全な職場環境を確保し、社会の構成員として倫理、良識に従って事業活

動に取り組む。特に、研究活動を通じた不正はあってはならない。さらに、社会との連携を図り、公明、公正、中

立を堅持して透明性を確保し、信頼性を高める。

・技術移転

創出された研究成果を知的財産として保護、活用するために、特許情報等の提供と技術の国内外への移転に向けて

環境を整備する。

・広報・情報の公開

調査・研究の成果を出版、講演会などを通じ積極的に発信し広報・啓発することにより、安全な食料と農業環境の

確保にむけた技術の普及を図るとともに、事業活動に関わる情報の公開に努める。

・協力・連携・国際貢献

産学官との連携・協働を強化し共同研究や研究協力を推進するとともに、その成果を広く社会に還元する。また、

行政や国際機関における農業環境政策に貢献する。

環境憲章

環境理念
農業環境問題にかかわる研究活動を強力に推進するとともに、環境の保全・改善と持続可能な循環型社会の構築に

寄与するため積極的に行動する。

環境行動指針
・環境への意識向上

環境管理のため組織・制度を整備するとともに、環境に対する意識の向上を図る。

・環境への配慮

環境負荷をより低減するために、省エネルギー、リユース、リサイクル、グリーン調達などをはじめとする日常的

な活動を徹底する。

・活動の公開

事業活動における環境保全や安全衛生の向上を目指し、環境報告書の作成やWebへの掲載などにより、環境保全

活動の成果を広く公開する。

・社会との共生

地域社会および国際社会の一員として、社会との協力・共生関係を築くとともに、環境保全活動を積極的に推進す

る。
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農業環境技術研究所では、農業生産環境の安全性を確

保するための基礎的な調査及び研究への特化・重点化を

図りつつ、中期目標期間（２００６～２０１０年）において、３

つの研究領域において次の研究課題を重点的に実施す

る。

Ａ 農業環境のリスクの評価及び管理技術の開発

Ｂ 自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造・

機能の解明と管理技術の開発

Ｃ 農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究

以下に、５年間の中期目標期間中の中期計画と平成２１

年度の研究実施の概要を紹介する。

Ａ 農業環境のリスクの評価及び管理技術の開発

１）農業生態系における有害化学物質のリスク管理技術

の開発

（１）農業環境中における有害化学物質のリスク評価手法

及びリスク管理技術の開発

中期計画：農業環境におけるカドミウム、ヒ素、放射性

物質、ドリン系を含む残留性有機汚染物質（POPs）

等の化学物質による汚染リスクを低減するため、それ

らの動態を解明するとともに、リスク低減技術を開発

する。農薬等の有機化学物質については、環境中挙動

予測モデルを開発するとともに、水生節足動物等への

暴露試験等により、環境リスク評価手法を開発する。

また、有害化学物質で汚染された土壌を化学洗浄、バ

イオレメディエーション等の手法で修復する技術や、

これらの物質に対する低吸収性品種の利用技術等を開

発する。

研究の概要：

ア 農薬等の環境リスク評価手法及びリスク低減技術

の開発

�有機化学物質のリスク低減技術の開発

（普及に移しうる成果：水浄化を目的とした微粉末

活性炭タブレット）

５０％メタノール・水による土壌抽出法（平成２０年

度普及に移しうる成果）について、土性の異なるデ

ィルドリン残留５ほ場（灰色低地土、褐色森林土、

黒ボク土）で栽培した４品種のキュウリで妥当性を

検証したところ、土壌抽出濃度と果実中濃度との間

に品種毎で高い相関が得られ、その有用性を実証す

るとともに、品種・作型・着果節位の違いによる濃

度の変動幅を明らかにした。

ディルドリンを好気的に分解する糸状菌を、殺虫

剤エンドスルファン（POPsの１種であるディルド

リンと類似の構造を持つ化合物）を連用したさつま

いも畑土壌から単離した。この菌は、Mucorracemosus

の近縁種であった。ディルドリンを添加した模擬汚

染土壌に、この菌を混和すると、培養７日間で土壌

中のディルドリンは検出限界以下まで減少するな

ど、農耕地のバイオレメディエーションへの応用が

期待される。

また、研究シーズが発展し、水浄化を目的とした

微粉末活性炭タブレットが開発された。（図１、２）

�有機化学物質のリスク評価手法の開発

水稲用殺虫剤およびその分解物の水生動物に対す

る半数影響濃度を調査し、殺虫によっては分解物の

毒性が必ずしも低下しないことを明らかにした。ま

た、水生生物に対する農薬の毒性の生物種毎のバラ

ツキや、農薬の河川水中濃度の地域的なバラツキを

解析し、農薬による環境リスクの大きさを計算する

ための手法を確立した。

イ 重金属汚染リスク評価手法及び汚染土壌修復技術

の開発

�カドミウム高吸収イネ品種によるカドミウム汚染

水田の浄化技術（ファイトレメディエーション）

（普及に移しうる成果）

カドミウム高吸収イネを「早期落水法（移植後最

高分げつ期まで湛水、以後収穫時まで落水）」で２

～３作栽培することにより、土壌のカドミウム濃度

を２０～４０％低減することに成功した。その後に栽培

した食用イネの玄米中のカドミウム濃度は、未処理

の隣接圃場に比べて４０～５０％低減した。また、イネ

地上部のうち、最初にもみだけを収穫し、その後天

日乾燥した稲わらをロール状にまるめて収穫する

「もみ・わら分別収穫法・現地乾燥法」によるカド

ミウム吸収イネの低コスト処理方法を開発した。本

成果は、本研究所が第１期に開発した基本技術を高

度化したものであり、安価で広範囲に適用できるカ

ドミウム汚染土壌浄化技術として期待される。また、

世界中で研究が行われているファイトレメディエー

Ｉ．研究実施の概要

１



ションの中で最も実用化に近いものと考えられ、国

際誌に発表後、プレスリリースし、２００９年農林水産

研究１０大トピックスに選定されている。（図３、４）

�カドミウム、ヒ素の吸収機構の解明

地上部のカドミウム濃度が異なる稲品種間および

ナス属植物について、その集積の違いを決定する生

理的要因を解析し、導管のカドミウムを輸送する能

力に差があることを発見した。また、玄米のカドミ

ウム集積に関わる量的形質遺伝子座（QTL）を、新

たに第７染色体の短腕側に同定した。また、この

QTLが銅、鉄、マンガン、亜鉛の必須重金属の玄

米集積には関与せず、カドミウム濃度のみを特異的

に高めることを明らかにした。これらの成果は、作

物のカドミウム蓄積の遺伝・生理学的解明を通じ

て、新たなリスク低減対策の開発に寄与するもので

ある。

稲の出穂前後に水田を湛水管理することで玄米中

のカドミウムを低減する対策が行われているが、こ

のような場合の玄米中ヒ素濃度への影響は明らかで

はない。そこで、水稲及び土壌中に存在するヒ素を

化学形態別に分析し、水管理が水稲中のヒ素・カド

ミウム濃度に及ぼす影響について解析した。その結

果、出穂期の水管理は玄米ヒ素濃度にも大きく影響

し、出穂前後３週間湛水により有機ヒ素（ジメチル

アルシン酸）濃度が高くなること、玄米総ヒ素濃度

と総カドミウム濃度の間には負の相関があること等

を明らかにした。本成果は、カドミウムとヒ素の両

方の汚染リスクがある地域の対策を検討する上で重

要である。

２）農業生態系における外来生物及び遺伝子組換え生物

のリスク管理技術の開発

（１）外来生物及び遺伝子組換え生物の生態系影響評価と

リスク管理技術の開発

中期計画：外来生物（侵入・導入生物）による農業生態

系のかく乱と被害を防止するため、外来生物の生育・

繁殖特性、他感作用等を明らかにするとともに、外来

生物による被害の実態把握並びにその定着・拡散及び

被害予測を行う。また、外来生物の原産地域の特定及

び侵入確率の推定を行う。さらに、外来天敵昆虫等の

外来生物の近縁在来種に及ぼす影響を競争・交雑性等

の面から解析し、外来生物が農業生態系に及ぼすリス

クを評価するとともに、種同定が困難な外来生物を分

子マーカー等により早期検出・監視するための技術を

開発する。遺伝子組換え生物が生態系に与える影響を

適正に評価するため、DNAマーカー等により組換え

ダイズとツルマメ等、組換え作物と近縁種との交雑を

水浄化を目的とした微粉末活性炭タブレット（錠剤）の開発

図１ 微粉末活性炭タブレット
（製品名「まいて環炭」）

図２ 微粉末活性炭タブレットによる１４種の残留性有機
汚染物質（POPs）の吸着性保持

微粉末活性炭を使用用途に合わせて様々
な形や大きさに整形ができます。

微粉末活性炭タブレットを使用後、半年以上、吸着性能を保
持しています。

水中の有害な有機化学物質（POPs、農薬等）に対して優れた吸着性能を持つものの、水表面に浮遊し水中に拡散しない
ことや粉塵が舞いやすいこと等利用面の課題が多かった微粉末活性炭をタブレット（錠剤）化し、簡単・迅速・安全に水
を浄化する技術を開発しました。このタブレットは、重金属やヒ素を含まない安全な素材で作られ、水をかきまぜること
なく短時間で水中に分散し有害な化学物質を強く吸着するため、農業・畜産排水をはじめ、河川、池、井戸などの水を浄
化できる技術としての活用が期待されます。
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検出する技術を開発し、交雑による生態系影響を解明

する。また、組換え作物と非組換え作物との共存に向

けて、交雑率予測モデルや隔離距離の確保等の耕種法

による交雑抑制技術を開発する。

研究の概要：

ア 外来生物の生態系影響評価とリスク管理技術の開

発

�外来植物の特性解明と農業生態系のかく乱防止

西日本のミカン園などで草生管理法として使われ

る外来種ナギナタガヤについて、種子が多産で、農

耕地や空地等で雑草化する恐れがあることを明らか

にした。また、ナギナタガヤがアレロパシー活性を

持つことを示し、アレロケミカルとして（－）－３－

hydroxy－β－iononeと（＋）－３－oxo－α－ionolを検出した。

（図５）

近年、道路沿いに急速に広がり、農地への侵入も

みられる外来植物のナガミヒナゲシの化学生態的特

性と雑草性リスクを調べ、アレロパシー活性が強く、

改良 FAO方式で評価した侵入後の雑草化リスクが

大きいこと、未熟な種子からの再生が可能であり、

防除には開花前の駆除が重要であることを明らかに

した。（図６）

カドミウム高吸収イネ品種によるカドミウム汚染水田の浄化技術
（ファイトレメディエーション）

カドミウム高吸収イネ品種を栽培した後
に食用イネ品種を栽培したところ、玄米
中のカドミウム濃度は、４０～５０％減少し
ました。

（注）間断かんがいに比べカドミウム吸
収が抑制される

図３ 浄化跡地に栽培した食用イネ玄米のカドミウム濃度

稲わらを数日間水田に放置して天日乾燥させます。その後、
稲わらをロール状にして収穫し、パレットに載せて上部を透
湿防水シートでおおって約２ヶ月間水田に置くことにより、
収穫直後には７０～８０％あった水分が２０～４０％にまで低減しま
した。このように収穫物の水分を低減させることにより、コ
ストを低減することができます。

図４ もみわら分別収穫・現場乾燥の様子とわら水分含量およびコストの変化
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�外来昆虫のリスク管理技術

侵略的外来昆虫の様々な防除法の効果について、

昆虫の交尾探索行動を組み込んだシミュレーション

モデルにより検討を行った。その結果、侵入初期の

低密度条件下では、従来使われてきた理論予測より

簡単に根絶できること、交尾能力や寿命の違いによ

り効果的な防除法が異なることなどを解明した。本

成果は、侵略的外来昆虫を根絶する技術的戦略の検

討につながることが期待される。

クリの侵入害虫クリタマバチを防除するために導

入された外来天敵チュウゴクオナガコバチについて

は、近縁の土着天敵クリマモリオナガコバチとの交

雑による生態影響が懸念されている。その解明のた

め、DNA塩基配列の僅差を識別するアリル特異的

PCR法を用いて、侵入害虫クリタマバチの外来天

敵チュウゴクオナガコバチと近縁土着天敵クリマモ

リオナガコバチの交雑個体を検出する方法を開発し

た。

イ 遺伝子組換え生物の生態影響評価とリスク管理技

術の開発

�生物多様性影響評価研究（野生化、交雑性研究）

遺伝子組換え作物の生物多様性への影響を評価す

るため、推移行列モデルを使って、野外での個体群

存続性により影響を評価する方法を構築した。平成

２１年度は、推移行列モデルの妥当性をコムギを例に

検討し、このモデルが通常のコムギ個体群の現状を

おおむね反映していることを確認した。

茨城県鹿島港周辺でのナタネ個体群の分布調査で

は、こぼれ落ち種子に由来するナタネが他の植物を

駆逐して分布域を拡大する様子は見られなかった。

これを検証するため、圃場でナタネと雑草の競合実

験を行い、ナタネ発生個体数および繁殖個体数の増

減と環境要因（他種の繁茂程度、発芽有効温度）と

の関係を一般化線形混合モデルを用いて解析した結

果、発生個体数および繁殖個体数は、他種の繁茂程

度に大きく影響を受けることが明らかとなった。

�共存研究（交雑抑制研究）

水田ほ場において、花粉親区（日本晴：ウルチ品

種）と種子親区（へいせいもち：モチ系統）の間に

防風植生として極晩生の飼料イネ（リーフスター：

ウルチ品種）を栽培し、交雑への影響を調べたとこ

ろ、防風植生の設置により交雑率が約１／３程度に低

下する可能性が示された。また、防風ネットの設置

位置と交雑抑制との関係を評価するために数値実験

を行ったところ、花粉親の面積が小さい場合、防風

ネットを花粉親の中央に置く方が、花粉親と種子親

の境界に置くより抑制効果が大きかった。これは、

防風ネットの風速低減効果は風上側にも働くため、

花粉親群落中央部に防風ネットを設置することによ

りネットの風下側ばかりでなく風上側の風速も抑え

ることが出来、その結果、最も効果的な交雑抑制が

できたものと考えられる。

Ｂ 自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造・機

能の解明と管理技術の開発

１）農業生態系の構造・機能の解明と評価

ナギナタガヤのアレロパシーと
そのアレロケミカルの同定

アレロパシー活性が強く、
雑草化リスクが大きいナガミヒナゲシ

（－）－３－ヒドロキシ－β－イオノン （＋）－３－オキソ－α－イオノール

図５ （－）－３－ヒドロキシ－β－イオノンと
（＋）－３－オキソ－α－イオノールの構造式

図６ ナガミヒナゲシのロゼット葉、花、未熟な鞘
両物質ともスミレの香り成分として知られるイオノ
ンの誘導体であり，レチノール（ビタミンＡ）やカ
ロテノイドと類似した構造を持っています。

１個体から１５万粒の種子を生産し、未熟な鞘に含ま
れる種子にも発芽力があります。
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（１）農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性

の解明

中期計画：農業が育む生物相とその多様性を保全するた

め、農地とその周辺域に生息する植物、鳥類、昆虫類、

線虫類、微生物等の動態を調査し、農地における耕起

や化学資材の使用及び転作・休耕、周辺植生やため池

の管理方法の変化並びに水田とその周辺域の景観構造

の変動がそれらの種構成や多様性に及ぼす影響を解明

する。また、得られた成果から、土地利用等の農業活

動の変化に伴う指標昆虫等の生物個体群の動態予測モ

デルを構築することにより、個体群の安定化要因を解

明する。

研究の概要：

�調査情報システムの構築と活用、景観構造と生物

多様性の関係解明

水田の栽培管理および周辺の景観が水生昆虫の種

構成・個体数に及ぼす影響を評価するため、栃木県

４地区、福島県２地区の栽培管理の異なる水田にお

いて、水生昆虫の種類・個体数を調査した。水生昆

虫の種数は、慣行水田よりも有機・減農薬水田で多

い傾向があり、違いの程度は地域によって異なった。

また、主要種の一つであるアカネ属トンボは、水田

の栽培管理の違いを表す指標となる可能性が示され

た。本調査と同様の調査結果を全国で比較するため

地点データの収集・格納機能を RuLISに整備した。

水田周辺の景観構造が鳥類生息に及ぼす影響を評

価するため、鳥類の空間分布に影響を及ぼす空間ス

ケールの抽出を行うとともに、鳥類の個体数変化傾

向を定量化する手法を開発し、RuLISモニタリング

地区周辺の土地利用データを用い鳥類グループ数の

出現種数を説明する一般化線形モデルにおいて解析

した結果、グループや時期によって環境要素が影響

を及ぼす空間スケールが大きく異なっていることを

解明した。

�農法及び農地周辺の管理が植物群落に及ぼす影響

東海地方の茶産地では、良質茶の栽培を目的とし

て茶園にススキの敷草を施す農法が行われており、

その資材源としての茶草場が大面積で存在してい

る。この茶草場の植生調査を行い、茶草場が草原性

植物や絶滅危惧種が多く生育する貴重な半自然草地

であり、在来植物の多様性には、土地改変や管理履

歴等の歴史性が強く影響を及ぼしていることを明ら

かにした。わが国では、かつて国土面積の１０％以上

を占めていた半自然草地の減少が著しく、草原に依

存する動植物が絶滅の危機に瀕しているが、本成果

は、茶草場を生物多様性の核として将来にわたり維

持するための知見を提供するものである。（図７）

除草剤利用等の農法が水田周辺の水生植物に及ぼ

茶生産のために維持される茶草場は貴重な二次的自然の宝庫です

図７ 茶草場の分布把握

茶園面積：１６９．２５ha
茶草場面積：１１０．９７ha

研究対象地における茶草
場の面積は茶園の約６５％
に達します。
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す影響を解明するため、茨城県南部において異なる

景観構造（谷津景観、平場景観）の農業水路に調査

地点を拡張して水生植物群集と除草剤濃度の季節変

動を把握した。水路の植物群集に最も影響を与えた

環境要因は除草剤強度と刈取り除草であり、除草剤

強度は沈水植物に、刈取り除草は抽水植物に強く影

響を及ぼしていることが明らかになった。

（２）農業生態系機能の発現に関与する情報化学物質の解

明

中期計画：農業生態系機能の維持・向上に資するため、

バラ科植物等が産生する生理活性物質、ノメイガ類等

昆虫の増殖に関わる情報化学物質等の生物間の相互作

用に関与している物質や、Burkholderia属等の細菌グ

ループにおける難分解性芳香族塩素化合物等の分解遺

伝子の発現を制御している物質等を明らかにし、その

機能を解明する。

研究の概要：

�バラ科植物等が産生する生理活性物質の機能解明

平成２０年度までに１００種類以上のバラ科植物から

選抜を行い、ユキヤナギに含まれるシス－ケイ皮酸

グルコシドが非常に高い植物生育阻害活性を示すこ

とが明らかとなったため、その類縁化合物の検討を

行った。シス－ケイ皮酸のベンゼン環上に置換基を

導入し、その活性変化を解析し、置換基の位置（オ

ルト、メタ、パラ位）による活性発現の違いを明ら

かにするとともに、シス－ケイ皮酸よりも高いアレ

ロパシー活性を示す化合物を発見した（特許出願）。

また、日本在来の被覆植物であるシランのアレロパ

シー活性の原因物質としてミリタリンを単離し、そ

の構造を明らかにした。

�ノメイガ類等昆虫の増殖に関わる情報化学物質の

機能解明

実験室内での交雑実験および野外採集個体の形態

学的検証から、フキノメイガとツワブキノメイガが

高い頻度で交雑しており、交雑体の性フェロモンは、

両者の産生する性フェロモンの中間的な形質を示す

ことを明らかにした。他種との交雑によって、性フ

ェロモンによる害虫防除の効率が低下する可能性が

示唆された。

�生分解性プラスチック分解微生物の機能解明

高い生分解性プラスチック（以下、「生プラ」と

略）分解活性を持つカビ（菌株名４７－９）で、大量の

酵素が安定して生産される条件を検討し、同じ菌体

を再生利用して１０回以上の反復培養が可能になっ

た。本酵素は液体状態と凍結乾燥粉末両方で、室温

で長時間活性が維持されることを明らかにした（特

許出願）。さらに、実用化を念頭においた実験にも

着手し、水分条件が分解速度に与える影響が大きい

ことを明らかにした。

なお、シーズ研究から発展した成果として以下の

成果が得られている。

�バイオエタノールを生産する固体発酵法

セルロース系バイオマスを収穫後、低水分のまま

貯蔵している間に糖化とエタノール発酵を行う、新

しいバイオエタノール生産方法「固体発酵法」を実

験室規模で開発した。この方法により、サイレージ

と同様に刈り取り直後の材料草を容器に圧密／密閉

する際に、バイオマス糖化酵素とエタノール発酵用

酵母を添加することで、飼料イネホールクロップ（穂

と茎葉を含んだ植物体全体）からバイオエタノール

と飼料生産の可能性が示唆される。

２）農業生態系の変動メカニズムの解明と対策技術の開

発

（１）地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産

に対するリスク評価

中期計画：温暖化や異常気象に対する稲収量の変動をほ

場スケールで評価するため、水、土壌、稲品種及び栽

培管理条件を含む包括的な水田生態系応答モデルを開

発する。また、地域スケールの簡易収量モデルを開発

して、収量と水資源からみた今世紀半ば頃の日本及び

アジアを中心とした稲収量の変動を予測し、稲収量の

低下のリスクを地域スケールで広域に評価する手法を

開発する。さらに、それら結果を基に気候変動が食料

生産に及ぼす影響予測シナリオを構築する。

研究の概要：

�ほ場スケールでの影響評価（水田生態系応答モデ

ルの開発）

（普及に移しうる成果：低コストで高精度の気温測

定を可能にする強制通風筒）

温度・CO２濃度への生理、生育応答の遺伝的変異

に関する研究では、これまでに実施した FACE（開

放系大気 CO２増加実験）及びチャンバー実験の結果

を解析し、コシヒカリ、あきたこまち、秋田６３号、

タカナリ等の品種について、CO２増加に対する収量

応答、高 CO２条件での光合成の窒素利用効率、光合

成の応答低下の程度に顕著な品種間差があることを

明らかにした。

影響予測モデルの開発・改良研究では、高温によ
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る登熟不良を再現するために、粒の成長期間、成長

速度、開花時系列パターンを温度の関数とする簡易

な登熟モデルを開発した。環境制御チャンバーを用

いて広範囲の温度条件から得られた登熟結果を用い

て登熟モデルの検証を行ったところ、気温上昇に伴

う粒重分布の変化を概ね再現できることがわかっ

た。また、研究の一環として、低コストで高精度に

気温を測定できる強制通風筒が開発された。（図８）

�地域スケールでの影響評価

（普及に移しうる成果：時別日射量の高精度推定法

の開発と日本全域におけるデータセットの作成）

平成１９年度の成果であるモデル結合型作物気象

データベース（MeteoCrop DB）を用いて、平成２１

年夏の気象条件が水稲作況に与えた影響の解析を行

い、特に低日照となった本州日本海側で作況が低下

したこと、低日照に加え７月の冷却が強かった北海

道で、障害型冷害により作況不良となったことを示

した。平成２１年は、過去の冷害年と異なり、冷夏を

伴わない記録的低日照の夏であり、このような年の

作況解析は今後の地球温暖化など気候変動の影響を

評価する上で重要である。また、研究の一環として、

時別日射量の高精度測定法が開発され、データセッ

トとして公開に向け準備が進められている。（図９）

（２）農業活動等が物質循環に及ぼす影響の解明

中期計画：農業活動由来の温室効果ガス、窒素等に関す

る地域・地球規模での環境問題の解決に貢献するた

め、農業活動が物質循環に及ぼす影響を解明し、負荷

軽減策を確立する。温室効果ガスについては、栽培・

土壌管理技術による温室効果ガス発生抑制効果を定量

的に評価することによって、効率的な負荷軽減技術体

系を提示する。同時に、土壌関連データベースを活用

し、土壌炭素の動態を記述するモデルを検証・改良し

て、日本の農耕地土壌における気候変化、人為的管理

変化に伴う土壌炭素蓄積量の変化を予測する。また、

食料生産・輸出入等に伴う窒素のフロー・ストック

を、酸性化物質動態モデルや統計データ等に基づいて

推定し、東アジアの流域又は国のスケールで窒素の広

域循環及び環境への負荷を解明し、将来予測を行う。

流域レベルでは、浅層地下水を含む土壌圏における硝

酸性窒素・リン等の栄養塩類の流出動態を解明し、水

質汚染に対する脆弱性を評価するための手法を開発す

る。

低コストで高精度の気温測定を可能にする強制通風筒

圃場の気温を正確に測定するため、既製の大量生産資材を組み合わせる
ことで、低コストで卓越した性能を備えた強制通風筒（日射や風雨の影
響を低減して正確な気温の測定を行う装置）を開発しました。本装置は、
市販されている高価な強制通風筒と比較して遜色ない性能を有してお
り、広く活用が期待されます。

５５４４
６６

図８ NIAES-09型強制通風筒の外観と構造３３
７７ １：吸気口

２：ステンレス二重管（φ１１０×φ７５×３００mm直管）
３：塩ビ管（ＶＵ管）およびソケット（呼び径１００mm）
４：トイレ用換気扇（風量１００ｍ３／ｈ程度）
５：排気口
６：BS/CSアンテナ用Ｌ字型固定金具
７：フェンス用アンテナマスト固定金具

２２

１１

Ｉ．研究実施の概要 ７



研究の概要：

ア 温室効果ガス発生抑制、土壌炭素蓄積を含む総合

的な温暖化緩和策の定量的評価

�農耕地からの温室効果ガス発生量の推計と抑制技

術の定量的評価

（普及に移しうる成果：世界の水田からのメタン発

生量とその削減可能量の推定）

水田は温室効果ガスであるメタンの重大な人為的

発生源である。世界各国の温室効果ガス発生量の算

定に用いられている IPCCガイドラインが２００６年に

改訂され、本研究所の成果も反映され、水田からの

メタン発生量の算定方法は、より精度の高いものと

なっている。この方法と世界の水田耕作に関する統

計データを用いて、世界の水田からのメタン発生量

時別日射量の高精度推定法の開発と日本全域におけるデータセットの作成

日射量は、作物の生育において最も重要な気象要素の一つであるが、全国で６７地点の地上気象観測所でしかデータが
取得されていません。そこで、多くの地点で測定されている毎時の日照時間から時別日射量を高精度で推定する方法
を開発し、１９９１年以降の日本全国のアメダス地点における時別日射量のデータセットを作成しました。これにより、
作物の生産環境を地域ごとに高精度で評価することができます。

Ｓ：日射量（１時間積算）の推定値、Ｓ０：大気上端日射量、ｎ：日照時間の測定値（０～６０分）、Ｎ：可照時間（０～６０分）
ｈ：太陽高度角（０～π／２）、Ａ１～Ａ６：日降水量、積雪の有無、日照時間（日積算値と前後１時間の値）に依存した係数
（注）大気中の汚れと水蒸気量を考慮する場合には、Ｓ０の代わりに快晴時日射量Ｓｆを使用する。

図９ 札幌、松本、那覇における日射量の推定値と測定値の比較
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を算定し２，５６０万トンであることを明らかにした。

また、間断灌漑の導入と稲わらの管理の改善により、

それぞれ、４１０万トンのメタンが削減可能であるこ

とを示した。本成果は、水田からのメタン発生が地

球温暖化に及ぼす影響の再評価と、地球温暖化を緩

和する稲作技術の開発に大きく貢献するものであ

る。（図１０、１１、１２）

農耕地から発生する亜酸化窒素の削減技術に関す

る圃場試験の文献値を収集し、統計解析を行うこと

で、慣行肥料と比較した平均的な削減効果は硝化抑

制剤入り肥料で３８％、被覆肥料で３５％であることを

明らかにした。本研究は、農耕地における亜酸化窒

素の全体的な削減ポテンシャルについて世界で初め

て定量的に評価したものである。

�土壌有機物動態モデルの広域検証と土壌炭素蓄積

量変化の全国推定

土壌中の炭素動態を計算するローザムステッド・

カーボン・モデル（RothC）を日本の全農耕地に１

�解像度で適用することにより、堆肥の施用や二毛

作による作物残渣のすき込みを増やす仮想的なシナ

リオに基づき、土壌への炭素蓄積効果を、全国レベ

ルで推定した。県・地目別１９７０～２０２０年の現実的な

有機物投入量シナリオ２種類（すう勢シナリオ及び

緩和策シナリオ）を作成し、土地利用別、都道府県

別のシナリオ別炭素投入量データを整備した。さら

に、空間解像精度を高めるため、最大面積の土壌と

地目で代表させていた１�メッシュ内を、土壌と地

目の組み合わせで細分化してモデルに入力出来るよ

うに改良した。これらの研究は、現実的なシナリオ

に基づきわが国の農耕地土壌炭素量の変動を精度良

く全国推定するために重要である。（図１３）

イ 土壌圏から水域への栄養塩類の流出動態の解明に

基づく流域水質汚染リスク評価手法の開発

�硝酸性窒素による地下水汚染に対する環境脆弱性

評価

硝酸性窒素による水質汚染に対する環境脆弱性

（気象・地形及び土壌的要因の違いによる水質汚染

の生じやすさ）を評価するために、霞ヶ浦流域内の

土壌・地形的条件の異なる１０４地点について、標準

的な営農条件の下での硝酸性窒素の地下水流出濃

度・流出量およびそれらに対する年間降水量の変動

の影響のモデル予測を行った。得られた値を補完し、

地下水流動過程や水辺域における脱窒による濃度減

衰を土壌類型別に考慮した地下水中硝酸性窒素濃度

の面的分布を予測することにより、硝酸性窒素によ

る地下水汚染に対する環境脆弱性評価図を作成し

た。地下水中 NO３－N濃度は、有機物含量が低い淡

色黒ボク土の分布地域や、地下水位が比較的深い鹿

行台地で低い傾向が見られた。また、地域によらず、

水辺域（河川・湖沼周辺などの湿性土壌分布地帯）

では顕著な濃度減衰がみられた。

Ｃ 農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究

１）農業に関わる環境の長期モニタリング

（１）農業環境の長期モニタリングと簡易・高精度測定手

法の開発

中期計画：農業環境資源の変動を早期に検知するため、

農業生態系におけるベースラインとなる物理環境や二

酸化炭素・メタン等温室効果ガスフラックス及び作

物・土壌中の１３７Cs、２１０Pb等についての長期モニタリン

グを行う。また、作物を含む環境中の有機ヒ素等微量

化学物質の分析法及びモニタリングのための簡易・高

精度測定手法の開発を行う。

研究の概要：

ア 地球温暖化に関する物理環境・ガスフラックスの

変動の検知とモニタリング技術の高度化

�温室効果ガスフラックスのモニタリング

国内・海外の研究機関と連携して、既往のフラッ

クス観測サイトでモニタリングを継続した。平成２１

年は、全体としては、おおむね順調に新規データを

収集した。

水田各サイトでは、生態系炭素収支の評価や炭素

動態モデルで重要となる、収穫による炭素持ち出し

量、イネ－ムギ二毛作地帯で一般的に行われている

作物残渣の焼却に伴う炭素の流出量を調査し、これ

らのガスフラックス以外の要素を含めて、単作田サ

イトと二毛作田サイトの炭素収支を推定した。年間

の CO２収支を比較すると、単作田と二毛作田の違い

は生態系呼吸量（植物呼吸量と有機物分解量）より

も総光合成量で顕著であり、後者が正味の CO２固定

量（純生態系生産量、NEP）のサイト間差の大半を

占めていることがわかった。単作田では、作付け期

間の NEPのおよそ半分が収穫時に持ち出され、残

りの半分は非作付け期間に有機物分解により大気中

に還元され、結果として収支がほぼ均衡している。

一方、二毛作田では、二つの作期を合わせた NEP

は単作田の約１．５～１．７倍だが、収穫残渣が焼却され

るため、土壌への鋤き込み量は単作田と大差はなか

Ｉ．研究実施の概要 ９



世界の水田からのメタン発生量とその削減可能量の推定

図１０ 世界の水田からのメタン発生量地理分布（モンスーンアジアのみを示す）

各国、各地域について算定された水田からのメタン発生量について、緯度経度５分の解像度にて地理分布を表しました。
水稲栽培面積が多く、二（三）期作の行われている大河川のデルタ地域などで発生量の多いことが示されました。

図１２ 緩和策による発生量削減ポテンシャル

（Ａ）常時湛水の潅漑水田への間断潅漑の導入、
（Ｂ）稲わらすき込み時期の改善（次の水稲耕
作の３０日前以前にすき込み）、および（Ａ）と（Ｂ）
の併用による削減ポテンシャルが推定されまし
た。

図１１ 水田からのメタン発生量の国別内訳

各国の水田からのメタン発生量が算定され、中国とイン
ドで世界の約半分を占めることが明らかになりました。
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った。

観測で得られる CO２フラックスを総光合成量と生

態系呼吸量に分離する処理などの欠測値補完法の改

良を行った。また、フラックスのオンライン監視用

ソフトウエアを開発した。このソフトウエアは、圃

場での CO２吸収量と水消費量を迅速に評価でき、ネ

ットワークを利用した作物生育の監視や土壌水分の

管理等への活用が期待される。

イ 作物・土壌中における放射性物質等の長期モニタ

リングと微量化学物質の簡易・高精度測定手法の開

発

�農業環境中の放射性物質の長期モニタリング

（普及に移しうる成果：主要穀類および農耕地土壌

の人工放射性核種（９０Sr、１３７Cs）分析データベー

スのインターネット上への公開）

本研究所では、原水爆実験や原子炉事故等によっ

て環境に放出された放射性物質が作物や土壌に蓄

積・残存する状況や、土壌から作物に移行する程度

を明らかにするために、１９５０年代から全国規模で人

工放射性核種のモニタリングを行ってきた。これら、

日本各地に設けた放射能の定点調査ほ場で栽培され

た米・麦とその栽培土壌における放射性ストロンチ

ウム（９０Sr）、放射性セシウム（１３７Cs）の濃度につい

てデータベースを作成しインターネット上に公開し

た。これらのモニタリング情報は、問題が起こった

時に、過去からの変化の様子をたどることができ、

将来の不測な事態に備える上でも重要である。（図

１４、１５）

畜産関係の放射能分析業務引き継ぎのため、牛乳

試料の９０Srについて、畜産草地研究所とのクロスチ

ェック分析を行い、相関係数０．９９以上を得た。

�農業環境における微量化学物質の簡易、高精度分

析法の開発

（普及に移しうる成果：水中の有害な有機化学物質

を対象とした分析マニュアル）

水系における微量分析のニーズが高い有機リン系

農薬のオキソン体（１０種）に対して、簡単かつ迅速

に抽出および精製ができる GC／MSによる分析方法

を開発した。この研究及び平成２０年度に実施した残

留性有機汚染物質（POPs）の多成分分析法の開発

は、水系における有害化学物質（農薬、医薬品、ホ

ルモン類など）の効率的な微量分析法を開発するた

めに、米国の Orange County Water District（OCWD）、

ドイツの Technology Center for Water（TZW）、韓国

の水資源公社（K water）、国立環境科学院（NIER）

と２年間の国際共同研究を行う中で実施したもので

ある。この４カ国共同研究の成果を英文の分析マニ

ュアルとして世界に発信した。本成果は、関連分野

の研究者の活用が期待される。（図１６、１７）

２）環境資源の収集・保存・情報化と活用

（１）農業環境資源インベントリーの構築と活用手法の開

発

中期計画：農業環境を総合的に評価するため、マイクロ

波計測や高時間分解能衛星センサMODIS等のリモー

トセンシングデータの解析技術を開発するとともに、

地理情報システム（GIS）等を活用して農業的土地利

用状況の新たな把握手法や生物生息域に関する指標を

開発する。また、GISを共通のプラットフォームに個

別データベースを連携する手法や新たな情報の登録・

収集システムを開発し、農業環境指標の策定に資する。

また、環境資源の個別データベースを拡充するととも

に、深層土壌の機能評価を含む土壌分類試案を公開し、

耕地・非耕地の包括的土壌データベースを構築する。

さらに、インベントリーデータ等を効率的に活用する

ため、基盤的な統計手法及びその結果の視覚化手法等

を開発する。独立行政法人農業生物資源研究所が行う

ジーンバンク事業について、サブバンクとして協力を

有機物施用が及ぼす農地土壌への
炭素蓄積効果を全国推定

図１３ １km解像度全国計算の方法

1kmメッシュごとに、水田用、黒ボク土畑用、非
黒ボク土畑用の3つのRothC モデルを使い分けて計
算を行い、全国集計しました。
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主要穀類および農耕地土壌の人工放射性各種（９０Sr，１３７Cs）
分析データベースのインターネット上への公開

コーデックス委員会のガイドライン値
輸入食品の放射能暫定限度

日本海側 ●

太平洋側 ●

全 国 ●

図１４ グラフ出力例（玄麦中１３７Cs） 図１５ グラフ出力例（白米中９０Sr）

１９６０年代前半の原水爆実験時や１９８６年のチェルノブイリ原子力発
電所の事故時に玄麦中１３７Cs の濃度ピークが現れましたが、輸入
食品の暫定限度値よりもかなり低かったことを示しています。

１９６０年代前半に現れた濃度ピーク以降、９０Sr 濃度は
日本海側＞太平洋側の傾向が続いていました。２０００
年を超えると、明らかな差はなくなってきています。

水中の有害な有機化学物質を対象とした分析マニュアル

図１６ マニュアル第２巻の表紙・目次 図17 有機リン農薬オキソン体

社会的に緊急性が高い有機リン農薬類、SCCPs、PCNs、医
薬品類の微量分析方法を平易に解説しています。

構造式、分子量、化学名、ＣAS番号などを付記して分
析対象化学物質の特性を理解し易いようにしています。
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行う。

研究の概要：

ア リモートセンシング・地理情報システムを用いた

農業環境資源の情報化と活用

�農業生態系情報抽出評価のためのリモートセンシ

ング・GIS 手法の開発

群落スケールの生育監視等に活用できる可視・近

赤外域数波長の分光画像を野外計測する簡易システ

ムを開発した。（図１８、１９）

ハイパースペクトラ解析に基づき高精度で汎用性

が高い群落窒素量の評価指数を見出した。新規 X

バンド SAR衛星による後方散乱信号とイネ穂重と

の間に密接な関係を見出し、収量の直接評価の可能

性を得た。新規 Cバンド SAR衛星の全偏波データ

に散乱成分分解モデルを適用することにより、１時

期データのみで水稲作付域を抽出できる見通しを得

た。また、高精度観測衛星アーカイブの時系列デー

タから、土地利用変化の大きい中国黒竜江省の水田

作付分布履歴図を作成した。

�生物生息域評価のための空間構造指標の開発

生物生息域としての機能面から土地利用分布や異

種地目の配置の空間構造的特徴を評価するため、生

物の移動の難易度を示す指標である累積コスト指数

を用いて、土地利用のモザイク性を考慮して生息地

の連続性を評価する手法（累積コスト法）を確立し

た。スケールの異なる地域を対象に、森林棲生物等

を想定した広葉樹林からの累積コスト図と、水生生

物や水鳥等を想定した水域からの累積コスト図を作

成した。この手法により様々な場合の生息地連続性

を可視化することが可能となった。また、関東全域

を対象に水田域の幅を１００ｍごとに区分化抽出し、

傾斜度、天空開度、樹林地との隣接性を比較するこ

とにより、谷津田景観の分布状態と立地条件、消失

危険性を明らかにした。

イ 総合的なインベントリーの構築と利用法の開発

�農耕地土壌情報システムの構築と公開

（普及に移しうる成果：農耕地土壌に関する情報を

WEB上で閲覧するシステムの構築と公開）

２００１年の土地利用に対応した新しい農耕地土壌図

を作成し、さらに本研究所に長期に渡り蓄積されて

いる全国の農耕地土壌に関する情報を、体系化し

Web上で閲覧するシステムとして構築し、平成２２

年４月に公開した（http://www.niaes.affrc.go.jp/）。本

システムには、デジタル農耕地土壌図（縮尺：１／５

万）、土壌の種類毎の説明と土壌の写真や模式図（土

壌解説資料）、および土壌を現地で調査する際に記

入する断面記載表と理化学性分析データ（基準土壌

断面データベース：全国で７１１５の調査地点が収録）

を収録している。本システムは誰でも利用可能であ

り、土壌図は農業生産力評価、農耕地土壌の炭素貯

留機能や水質浄化機能の評価などといった農業生

産・地域環境の両側面での利活用が期待され、基準

作物からの分光反射率画像を長期間自動的に記録し生育状態を追跡するシステム

図18 開発した全天候反射率画像撮影装置 図19 成熟期イネの推定反射率と太陽光強度

カメラヘッドは２ないし３波長バンドの
分光反射率画像を捉えることができます。

明るさが３倍程度変化しても両バンドともほぼ
一定の反射率を推定しています。
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土壌断面データベースは土壌の多面的機能の評価、

大学等での土壌学の教育素材、調査事業等で土壌調

査のための調査支援ツール等への利活用が期待され

る。（図２０）

�包括的土壌分類試案の策定

包括的土壌分類試案策定のため、外部研究者１１名

（大学５名、農研機構６名）、内部（農環研）研究

者６名でワーキンググループを組織した。農耕地土

壌分類第３次改訂版（１９９５）と「日本の統一的土壌

分類体系－第二次案（２００２）－」を融合する方式で、

包括的土壌分類体系試案を策定する基本方針の下、

特徴層位、識別特徴、および検索表からなる第１次

素案を作成し、ワーキンググループで検討した。

�都道府県別農地の窒素・リン酸収支算定データ

ベースの構築

我が国の農地における窒素・リン酸の収支は、

OECD加盟国中それぞれ４番目、１番目に多いこと

から、経年的な変化、地域的なバラツキ、作物別や

畜種別の特徴を明らかにし、収支を改善する必要が

ある。そこで、肥培管理に関する調査結果、肥料生

産量、作物栽培・家畜飼養に関する農業統計などか

ら、１９８５年から２００５年までの５年ごとに、都道府県

別、作目別、畜種別に窒素・リン酸収支を算定した

データベースを構築した。また、これを用いて解析

を行い、我が国全体で収支は逓減しているが、野菜

での窒素収支の過剰や未利用となる家畜ふん尿が増

加していることを明らかにした。本データベースを

農業環境リスク指標の一つとしてとらえ、我が国の

農業分野における窒素・リン酸収支を改善するた

め、また、都道府県別の一酸化二窒素発生量の推計

や、地下水・河川・湖沼の水質の改善に利用するこ

とができる。

�昆虫インベントリーの拡充

明治時代から昭和２０年代後半にかけて我が国で行

われた昆虫研究に関する文献情報をほぼ網羅した貴

重な資料である「三橋ノート」のうち、多数の害虫

や益虫を含み農林学的な重要性がに高いグループで

あるコウチュウ目に関係する全１３５冊、１９，９９２頁の

画像を取得し、公開した。このデータベースは、各

種の分布や害虫種の発生状況、益虫の利用状況など、

農耕地土壌に関する情報をWEB上で閲覧するシステムの公開

地域の田畑にはどのような土壌が分布しているのかを、WEB上で調べることができるシステムを公開しました。このシステム
では誰でも土壌図と土壌の種類毎の写真やその性質などを見ることができ、全国の農耕地土壌を調べることができます。

図２０ 農耕地土壌情報システム

（このシステムでできること）
①土壌分類解説の表示、②最新のデジタル農耕地土壌図（１／５万）の表示、③土壌断面データベースの閲覧（全国７，１１５地点）
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過去のコウチュウ目に関する文献を検索する上で、

貴重な情報源となると期待される。

アジア地域のガ類標本では国内屈指の杉 繁郎コ

レクションのタイプ標本を公開した。１７８点のタイ

プ標本を中心とする合計３７９点の標本の画像、種名、

ラベルデータ、文献情報などが閲覧できる。タイプ

標本は、新種を報告する時に１個体指定する模式標

本で、国際動物命名規約により、相応の研究機関で

の管理が勧告されている。本コレクションは、最近、

杉 繁郎氏から寄贈されたものであり、侵入害虫や

生物多様性の評価などにおける分類学的研究への活

用が期待される。

�ジーンバンク事業

平成２１年度事業計画に基づき、微生物ジーンバン

クについては、新規MAFF登録株を２０株、特性４２０

点を登録した。昆虫ジーンバンクについては、新規

１系統（タバココナジラミ（バイオタイプ Q））を

導入し、２種９項目の特性評価を実施した。
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１．受託事業一覧

II．平成２１年度研究課題

委託先 委託事業名

農林水産省 平成２１年度「遺伝子組換え生物の産業利用における安全性確保総合研究」
平成２１年度「地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響の評価と高度対策技術の開発」
平成２１年度「生産・流通・加工工程における体系的な危害要因の特性解明とリスク低

減技術の開発」
平成２１年度「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」
平成２１年度「農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法の開発」
平成２１年度放射能調査研究委託事業
平成２１年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業
平成２１年度食と農の安全確保のための多国間研究交流ネットワーク事業

環境省 平成２１年度「公害防止等試験研究」
平成２１年度「地球環境研究総合推進費」
平成２１年度「地球環境保全試験研究」

文部科学省 平成２１年度地球観測技術等調査研究委託事業

（独）農業生物資源研究所 平成２１年度農業生物資源ジーンバンク事業
平成２１年度新農業展開ゲノムプロジェクト
平成２１年度「農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法の開発」

（独）森林総合研究所 平成２１年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

（独）農業・食品産業技術総合研究機構 平成２１年度「食品・農産物の表示の信頼性確保と機能性解析のための基盤技術の開発」
平成２１年度「生産・流通・加工工程における体系的な危害要因の特性解明とリスク低

減技術の開発」
平成２１年度イノベーション創出基礎的研究推進事業「技術シーズ開発型」
平成２１年度新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業
平成２１年度「地域内資源を循環利用する省資源型農業確立のための研究開発」
平成２１年度農研機構プロジェクト研究「飼料イネ活用型周年放牧モデルの開発（飼料

イネ周年放牧）」

（独）国立環境研究所 平成２１年度農薬による生物多様性への影響調査委託業務

（独）科学技術振興機構 平成２１年度「戦略的国際科学技術協力推進事業」

（独）海洋研究開発機構 平成２１年度科学技術試験研究委託事業

（国）東京大学 平成２１年度地球観測技術等調査研究委託事業
平成２１年度新農業展開ゲノムプロジェクト

（財）日本きのこセンター 平成２１年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

（株）オークニー 平成２１年度地球観測技術等調査研究委託事業
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２．法人プロジェクト研究課題一覧

課題代表者 所属 研究課題名

堀尾 剛 有機化学物質研究領域 育苗箱施用農薬の水田内における挙動解明と挙動予測モデルの開発

殷 熙 洙 有機化学物質研究領域 機能性活性炭タブレットを用いた水浄化手法の開発

清家 伸康 有機化学物質研究領域 土壌残留農薬の作物移行に関する評価技術の開発

渡辺 栄喜 有機化学物質研究領域 分子インプリティング法による農薬の選択的捕捉技術の開発

小原 裕三 有機化学物質研究領域 パッシブサンプリング法を用いた POPs等候補物質の汚染源と大気経
由広域移動拡散の解明と年次間比較に関する研究

米村正一郎 大気環境研究領域 水田からの揮発性有機化合物発生に関する研究

坂西 研二 物質循環研究領域 嬬母キャベツ栽培傾斜圃場における表面流出発生過程の解明およびリ
ンの表面流出の動態解明

林 健太郎 物質循環研究領域 土壌マトリクス中の還元ガス捕集システムの開発

中島 泰弘 物質循環研究領域 硝酸イオン安定同位体比分析キットの開発

桑形 恒男 大気環境研究領域 地温環境がイネの通水性に及ぼす影響と概念モデルの構築

デイビッド・
スプレイグ

生態系計測研究領域 GPS・電気柵電圧データ通信システムの長期運用試験による検証

安田 耕司 生物多様性研究領域 湿地植生活用バイオジオフィルターの水質浄化機能の評価ならびにビ
オトープの管理手法の確立

望月 淳 生物多様性研究領域 ヤシを加害する外来昆虫キムネクロナガハムシの原産地及び侵入経路
の推定

堀田 光生 生物生態機能研究領域 固体発酵によるバイオエタノール生産技術の高度化

吉松 慎一 農業環境インベントリーセンター 昆虫・クモ類の DNAバーコードデータベースの構築

横山 淳史 有機化学物質研究領域 コガタシマトビケラ卵塊を用いた殺虫剤の毒性試験法の開発

永井 孝志 有機化学物質研究領域 農薬の生態リスク評価のための藻類個体群動態モデルの開発

II．平成２１年度研究課題 １７



III．研究成果の発表と広報

１．研究成果

（１）研究成果情報

研究成果情報第２６集：平成２１年度に掲載した研究成果は以下のとおりである。

１）普及に移しうる成果＊１

１．水浄化を目的とした微粉末活性炭タブレットの開発

２．カドミウム高吸収イネ品種によるカドミウム汚染水田の浄化技術（ファイトレメディエーション）

３．低コストで高精度の気温測定を可能にする強制通風筒

４．時別日射量の高精度推定法の開発と日本全域におけるデータセットの作成

５．世界の水田からのメタン発生量とその削減可能量の推定

６．主要穀類および農耕地土壌の人工放射性核種（９０Sr、１３７Cs）分析データのインターネット上への公開

７．水中の有害な有機性化学物質を対象とした分析マニュアル

８．農耕地土壌に関する情報をWEB上で閲覧するシステムの公開

２）主要成果＊２

１．ディルドリンを好気的に分解する糸状菌の単離

２．メラミン分解細菌を土壌中から発見

３．農薬による環境リスクの大きさを計算する確率論的評価法

４．殺虫剤の分解物は河川で水生節足動物に影響を及ぼしているのか？

５．玄米カドミウム濃度を制御する新規の遺伝子座の同定

６．稲やナスのカドミウム集積は導管にカドミウムを輸送する能力に支配される

７．侵入害虫クリタマバチ防除のために導入された外来天敵昆虫とそれに近縁な日本在来昆虫の交雑個体の検出法

８．ナギナタガヤのアレロパシーとそのアレロケミカルの同定

９．侵略的外来昆虫は、密度の低い侵入初期に根絶が容易－交尾探索行動を仮定した新しいモデルによる解析－

１０．ナガミヒナゲシはアレロパシー活性が強く、雑草化リスクが大きいので、広がらないようにする必要があります

１１．茶生産のために維持される茶草場は貴重な二次的自然の宝庫です

１２．飼料作物から牛の餌とバイオエタノールを作る

１３．２００９年夏の低日照が特に西日本の水稲作況低下に影響したことを農環研データベースMeteoCropで解明

１４．農耕地から発生する亜酸化窒素の削減効果を定量的に評価－硝化抑制剤入り肥料の平均的な削減率は－３８％－

１５．有機物施用が及ぼす農地土壌への炭素蓄積効果を全国推定

１６．露地野菜畑における土壌流亡や栄養塩流出を解析するためのモニタリングシステム

１７．耕地の水消費と CO２吸収のオンライン監視用ソフトウェア

１８．作物からの分光反射率画像を長期間自動的に記録し生育状態を追跡するシステム

１９．農耕地での窒素・リン酸収支を都道府県単位で算出したデータベース

２０．農業環境技術研究所に寄贈された昆虫タイプ標本３７９点の公開

２１．バイオエタノール生産に用いるバイオマス原料および発酵条件の簡便な評価方法

２２．昆虫文献目録「三橋ノート」コウチュウ目１３５冊の画像公開

＊１「普及に移しうる成果」とは、行政部局、検査機関、民間、他の試験研究機関（他独法、大学等）および農業現場等で活用されるこ

とが期待され、研究所として積極的に広報活動および普及活動を行うべき重要な成果を選定したもの。

＊２「主要成果」とは、研究所の成果として積極的に広報を行うべき成果。
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（２）査読論文一覧

中課題
番号 論文タイトル 著者名 掲載誌名 巻（号） ページ 発行年

Ａ１１ Aerobic mineralization of hexachlorobenzene by newly
isolated pentachloronitrobenzene-degrading Nocardioides sp.
strain PD653

Takagi K.
Iwasaki A.
Kamei I.
Satsuma K.
Yoshioka Y.
Harada N.

Applied and Environmental
Microbiology

７５（１３）４４５２―４４５８ ２００９

Ａ１１ A method for mass-rearing caddisfly, Cheumatopsyche
brevilineata (Iwata) (Trichoptera: Hydropsychidae), as a new
test organism for assessing the impact of insecticides on
riverine insects

Yokoyama A.
Hamaguchi K.
Ohtsu K.
Ishihara S.
Kobara Y.
Horio T.
Endo S.

Applied Entomology and Zoology ４４（２） １９５―２０１ ２００９

Ａ１１ Biodegradation of diphenylarsinic acid to arsenic acid by
novel soil bacteria isolated from contaminated soil

Harada N.
Takagi K.
Baba K.
Fujii K.
Iwasaki A.

Biodegradation doi：１０．１００７
／s１０５３２―
００９―９３１８―３

２００９

Ａ１１ Simulating the dissipation of two herbicides using micro
paddy lysimeters

Nhung D. T. T.
Phong T. K.
Watanabe H.
Iwafune T.
Thuyet D. Q.

Chemosphere ７７（１０）１３９３―１３９９ ２００９

Ａ１１ Behavior of sprayed tricyclazole in rice paddy lysimeters Phong T. K.
Nhung D. T. T.
Yamazaki K.
Takagi K.
Watanabe H.

Chemosphere ７４（８） １０８５―１０８９ ２００９

Ａ１１ Dieldrin uptake and translocation in plants growing in
hydroponic medium

Murano H.
Otani T.
Seike N.
Sakai M.

Environmental Toxicology and
Chemistry

２９（１） １４２―１４８ ２００９

Ａ１１ Article relationship between dieldrin uptake in cucumber and
solvent-extractable residue in soil

Sakai M.
Seike N.
Murano H.
Otani T.

Journal of Agricultural and Food
Chemistry

５７（２３）１１２６１ ―
１１２６６

２００９

Ａ１１ Improved PADDY model including photoisomerization and
metabolic pathways for predicting pesticide behavior in
paddy fields: Application to the herbicide pyriminobac-
methyl

Inao K.
Mizutani H.
Yogo Y.
Ikeda M.

Journal of Pesticide Science ３４（４） ２７３―２８２ ２００９

Ａ１１ Behavior of paddy pesticides and major metabolites in the
Sakura River, Ibaraki, Japan

Iwafune T.
Inao K.
Horio T.
Iwasaki N.
Yokoyama A.
Nagai T.

Journal of Pesticide Science ３５（２） １１４―１２３ ２００９

Ａ１１ Adsorption, desorption and dissipation of metolachlor in
surface and subsurface soils

Si Y.
Takagi K.
Iwasaki A.
Zhou D.

Pest Management Science ６５（９） ９５６―９６２ ２００９

Ａ１１ Effects of the application of carbonaceous adsorbents on
pumpkin (Cucurbita maxima) uptake of heptachlor epoxide
in soil

Murano H.
Otani T.
Makino T.
Seike N.
Sakai M.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（２） ３２５―３３２ ２００９

Ａ１１ 日本全域におけるパッシプエアーサンプリング法による
有機塩素系農薬類の広域同時モニタリング

小原裕三
清家伸康
西森基貴
益永茂樹
細見正明

環境科学会誌 ２３（１） ３―１７ ２０１０

Ａ１１ 異なる耕起体系におけるトリフルラリン，クロロプロフ
ァム処理がカラスムギの出芽と生残に及ぼす影響

浅井元朗
與語靖洋

雑草研究 ５４（４） ２２６―２３２ ２００９

Ａ１１ コムギ作のカラスムギ防除に及ぼす遅播とトリフルラリ
ン剤処理量の影響

浅井元朗
中村直紀
與語靖洋

雑草研究 ５５（１） ８―１５ ２０１０

Ａ１１ 出芽時期の異なるカラスムギに対するトリフルラリン,
クロロプロファム処理の効果

浅井元朗
與語靖洋

雑草研究 ５５（１） １―７ ２０１０

Ａ１１ Xylem loading process is a critical factor in determining Cd
accumulation in the shoots of Solanum melongena and
Solanum torvum

Mori S.
Uraguchi S.
Ishikawa S.
Arao T.

Environmental and Experimental
Botany

６７（１） １２７―１３２ ２００９
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Ａ１１ Phytoextraction by rice capable of accumulating Cd at high
levels: Reduction of Cd content of rice grain

Murakami M.
Nakagawa F.
Ae N.
Ito M.
Arao T.

Environmental Science and Tech-
nology

４３（１５）５８７８―５８８３ ２００９

Ａ１１ Effects of water management on cadmium and arsenic
accumulation and dimethylarsinic acid concentrations in
Japanese rice

Arao T.
Kawasaki A.
Baba K.
Mori S.
Matsumoto S.

Environmental Science and Tech-
nology

４３（２４）９３６１―９３６７ ２００９

Ａ１１ Inorganic iodine incorporation into soil organic matter:
evidence from iodine K-edge X-ray absorption near-edge
structure

Yamaguchi N.
Nakano M.
Takamatsu R.
Tanida H.

Journal of Environmental Radio-
activity

１０１（６）４５１―４５７ ２０１０

Ａ１１ Root-to-shoot Cd translocation via the xylem is the major
process determining shoot and grain cadmium accumulation
in rice

Uraguchi S.
Mori S.
Kuramata M.
Kawasaki A.
Arao T.
Ishikawa S.

Journal of Experimental Botany ６０（９） ２６７７―２６８８ ２００９

Ａ１１ Gene expression analysis in cadmium-stressed roots of a low
cadmium-accumulating solanaceous plant, Solanum torvum

Yamaguchi H.
Fukuoka H.
Arao T.
Ohyama A.
Nunome T.
Miyatake K.
Negoro S.

Journal of Experimental Botany ６１（２） ４２３―４３７ ２００９

Ａ１１ A major quantitative trait locus for increasing cadmium-
specific concentration in rice grain is located on the short
arm of chromosome 7

Ishikawa S.
Abe T.
Kuramata T.
Yamaguchi M.
Ando T.
Yamamoto T.
Yano M.

Journal of Experimental Botany ６１（３） ９２３―９３４ ２００９

Ａ１１ A new method for evaluating symplastic cadmium
absorption in the roots of Solanum melongena using
enriched isotopes 113Cd and 114Cd

Mori S.
Kawasaki A.
Ishikawa S.
Arao T.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（２） ２９４―２９９ ２００９

Ａ１１ Greater contribution of low-nutrient tolerance to sorghum
and maize growth under combined stress conditions with
high aluminum and low nutrients in solution culture
simulating the nutrient status of tropical acid soils

Akhter A.
Khan M. S. H.
Egashira H.
Tawaraya K.
Rao I. M.
Wenzl P.
Ishikawa S.
Wagatsuma T.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（３） ３９４―４０６ ２００９

Ａ１１ Effects of sterilization on the chemical forms of heavy
metals in soils

Suda A.
Makino T.
Maejima Y.
Akahane I.
Higashi T.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（５） ６２３―６２６ ２００９

Ａ１１ Practical phytoextraction in cadmium-polluted paddy fields
using a high cadmium accumulating rice plant cultured by
early drainage of irrigation water

Ibaraki T.
Kuroyanagi N.
Murakami M.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（３） ４２１―４２７ ２００９

Ａ１１ 低カドミウム汚染圃場におけるイネを用いた土壌浄化 本間利光
大峡広智
金子綾子
星野卓
村上政治
大山卓爾

日本土壌肥料学雑誌 ８０（２） １１６―１２２ ２００９

Ａ２１ Discrimination of Torymus sinensis Kamijo (Hymenoptera:
Torymidae) and T.beneficus Yasumatsu et Kamijo and their
hybirids by allele-specific PCR

Yara K.
Kunimi Y.

Applied Entomology and Zoology ４４（２） ２７５―２８０ ２００９

Ａ２１ Efficient bait for sampling the wireworm Melanotus
okinawensis (Coleoptera: Elateridae) in a sugarcane field

Arakaki N.
Hokama Y.
Yamamura K.

Applied Entomology and Zoology ４４（４） ５６１―５６８ ２００９

Ａ２１ Genetic structure of Japanese introduced populations of the
Golden Mussel, Limnoperna fortunei, and the estimation of
their range expansion process

Tominaga A.
Goka K.
Kimura T.
Ito K.

Biodiversity １０
（２＆３）

６１―６６ ２００９

Ａ２１ Developing a pre-entry weed risk assessment system for use
in Japan

Nishida T.
Yamashita N.
Asai M.
Kurokawa S.
Enomoto T.
Pheloung P. C.
Groves R. H.

Biological Invasions １１（６） １３１９―１３３３ ２００９
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Ａ２１ Oviposition and larval development of Neochrysocharis
formosa (Hymenoptera: Eulophidae) inside the host larvae,
Liriomyza trifolii

Osmankhil M. H.
Mochizuki A.
Hamasaki K.
Iwabuchi K.

JARQ-Japan Agricultural Research
Quarterly

４４（１） ３３―３６ ２０１０

Ａ２１ Optimal sample size for composite sampling with
subsampling, when estimating the proportion of pecky rice
grains in a field

Yamamura K.
Ishimoto M.

Journal of Agricultural Biological
and Environmental Statistics

１４（２） １３５―１５３ ２００９

Ａ２１ Chemotypic variations and phytotoxic studies of essential
oils of endemic medicinal plant, Seriphidium kurramense,
from Pakistan

Gilani S. A.
Fujii Y.
Sugano M.
Watanabe K. N.

Journal of Medicinal Plants
Research

４（４） ３０９―３１５ ２０１０

Ａ２１ Isolation and identification of potent allelopathic substances
in rattail fescue

Kato-Noguchi H.
Yamamoto M.
Tamura K.
Teruya T.
Suenaga K.
Fujii Y.

Plant Growth Regulation ６０（２） １２７―１３１ ２０１０

Ａ２１ Male rescue maintains low frequency parthenogenesis-
including Wolbachia infection in Trichogramma populations

Miura K.
Yamanaka T.
Suzuki Y.
Tagami Y.
Davies A. P.

Population Ecology ５１（２） ２４５―２５２ ２００９

Ａ２１ Mate-location failure, the Allee effect, and the establishment
of invading populations

Yamanaka T.
Liebhold A. M.

Population Ecology ５１（３） ３３７―３２０ ２００９

Ａ２１ Spatially implict approaches to understand the manipulation
of mating success for insect invasion management

Yamanaka T.
Liebhold A. M.

Population Ecology ５１（３） ４２７―４４４ ２００９

Ａ２１ Estimating number of families for an urban fox population
by using two public data sets

Uraguchi K.
Yamamura K.
Saitoh T.

Population Ecology ５１（２） ２７１―２７７ ２００９

Ａ２１ ［報文］ムクナ属マメ調理性に関する研究（第１報）
－煮豆としての浸漬・加熱条件－

飯島久美子
奥山綾子
早川和那
藤井義晴
香西みどり

日本調理科学会誌 ４２（２） ９３―１０１ ２００９

Ａ２１ 数値シミュレーションへの適用を目的とした風洞実験と
数値実験による防風ネットの防風特性調査

牛山朋来
井上聡
芝池博幸

農業気象 (Journal of Agricultural
Meteorology)

６５（３） ２７３―２８１ ２００９

Ｂ１１ Does land-use change affect biodiversity dynamics at a
macroecological scale? A case study of birds over the past
20 years in Japan

Yamaura Y.
Amano T.
Koizumi T.
Mitsuda Y.
Taki H.
Okabe K.

Animal Conservation １２（２） １１０―１１９ ２００９

Ｂ１１ Historical impacts on linear habitats: The present distribution
of grassland species in forest-edge vegetation

Koyanagi T.
Kusumoto Y.
Yamamoto S.
Okubo S.
Takeuchi K.

Biological Conservation １４２（８）１６７４―１６８４ ２００９

Ｂ１１ Conserving bird species in Japanese farmland:
Past achievements and future challenges

Amano T. Biological Conservation １４２（９）１９１３―１９２１ ２００９

Ｂ１１ Assessing the broad-scale impact of agriculturally
transformed and protected area landscapes on avian
taxonomic and functional richness

Child M. F.
Cumming G. S.
Amano T.

Biological Conservation １４２
（１１）

２５９３―２６０１ ２００９

Ｂ１１ Suppressed-priming PCR, a novel concept of DNA
quantification based on PCR kinetics

Takemoto S.
Okada H.

Bioscience Biotechnology and
Biochemistry

７３（９） ２１２１―２１２３ ２００９

Ｂ１１ Assessing population changes from disparate data sources:
the decline of the Twite Carduelis flavirostris in England

Raine A. F.
Brown A. F.
Amano T.
Sutherland W. J.

Bird Conservation International １９（４） ４０１―４１６ ２００９

Ｂ１１ Analysis of expressed sequence tags and identification of
genes encoding cell-wall-degrading enzymes from the
fungivorous nematode Aphelenchus avenae

Karim N.
Jones J. T.
Okada H.
Kikuchi T.

BMC Genomics １０
（５２５）

doi：１０．１１８６
／１４７１―２１６４
―１０―５２５

２００９

Ｂ１１ Relative importance of within-habitant environment, land use
and spatial autocorrelations for determinating odonate
assemblages in rural reservoir ponds in Japan

Hamasaki K.
Yamanaka T.
Tanaka K.
Nakatani Y.
Iwasaki N.
Sprague D. S.

Ecological Research ２４（３） ５９７―６０５ ２００９

Ｂ１１ Hierarchical movement decisions in predators: effects of
foraging experience at more than one spatial and temporal
scale

Amano T.
Katayama N.

Ecology ９０（１２）３５３６―３３４５ ２００９
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Ｂ１１ Collembolan fauna in arable land, including the first record
of Mesaphorura silvicola (Folsom) from Japan

Nakamori T.
Fujiwara N.
Matsumoto N.
Okada H.

Edaphologia ８４ ５―９ ２００９

Ｂ１１ Are community structures of soil nematodes different
between organic and conventional farming systems in
commercial tomato fields?

Okada H.
Hasegawa H.
Hashimoto T.
Sekiguchi H.
Urashima Y.

Nematological Research（日本線
虫学会誌）

３９（２） ６３―７１ ２００９

Ｂ１１ 有機農業実践圃場と慣行栽培圃場のリン脂質脂肪酸の実
態

浦嶋泰文
中嶋美幸
金田哲
岡田浩明
長谷川浩
村上敏文

土と微生物 ６３（２） ５５―６３ ２００９

Ｂ１１ 除草剤（グリホサート系）散布が不耕起畑のヨコハラト
ガリミミズの生息密度及び糞排排泄速度に及ぼす影響

金田哲
岡野正豪
浦嶋泰文
村上敏文
中嶋美幸

日本土壌肥料学雑誌 ８０（５） ４６９―４７６ ２００９

Ｂ１２ A new approach to retrieve full lengths of functional genes
from soil by PCR-DGGE and metagenome walking

Morimoto S.
Fujii T.

Applied Microbiology and
Biotechnology

８３（２） ３８９―３９６ ２００９

Ｂ１２ Jasmonate-dependent plant defense restricts thrips
performance and preference

Abe H.
Shimoda T.
Ohnishi J.
Kugimiya S.
Narusaka M.
Seo S.
Narusaka Y.
Tsuda S.
Kobayashi M.

BMC Plant Biology ９（９７） doi：１０．１１８６
／１４７１―２２２９
―９―９７

２００９

Ｂ１２ Synthesis of (-)-epicatechin 3-(3-O-methylgallate) and (+)-
catechin 3-(3-O-methylgallate), and their anti-inflammatory
activity

Iijima T.
Mohri Y.
Hattori Y.
Kashima A.
Kamo T.
Hirota M.
Kiyota H.
Makabe H.

Chemistry and Biodiversity ６（４） ５２０―５２６ ２００９

Ｂ１２ Accumulation of H2O2 in xylem fluids of cucumber stems
during ASM-induced systemic acquired resistance (SAR)
involves increased LOX activity and transient accumulation
of shikimic acid

Lin T. C.
Ishii H.

European Journal of Plant
Pathology

１２５（１）１１９―１３０ ２００９

Ｂ１２ An efficient synthesis of procyanidins using equimolar
condensation of catechin and/or epicatechin cotalyzed by
ytterbium triflate

Mohri Y.
Sagehashi M.
Yamada T.
Hattori Y.
Morimura K.
Hamauzu Y.
Kamo T.
Hirota M.
Makabe H.

Heterocycles ７９ ５４９―５６３ ２００９

Ｂ１２ Inhibitory effects of permethrin on flight responses, host-
searching, and foraging behaviour of Cotesia vestalis
(Hymenoptera: Braconidae), a larval parasitoid of Plutella
xylostella (Lepidoptera: Plutellidae)

Kawazu K.
Shimoda K.
Kobori Y.
Kugimiya S.
Mukawa S.
Suzuki Y.

Journal of Applied Entomology １３４（４）３１３―３２２ ２００９

Ｂ１２ An improved method to extract RNA from soil with efficient
removal of humic acids

Wang Y.
Morimoto S.
Ogawa N.
Oomori T.
Fujii T.

Journal of Applied Microbiology １０７（４）１１６８―１１７７ ２００９

Ｂ１２ Mannosylinositol phosphorylceramide is a major sphingolipid
component and is required for proper localization of plasma
membrane proteins in Schizosaccharomyces pombe

Nakase M.
Tani M.
Morita T.
Kitamoto H.
Kashiwazaki J.
Nakamura T.
Hosomi A.
Tanaka N.
Takegawa K.

Journal of Cell Science １２３ １５７８―１５８７ ２０１０
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Ｂ１２ Sex pheromone components of the pear fruit moth,
Acrobasis pyrivorella (Matsumura)

Tabata J.
Minamishima M.
Sugie H.
Fukumoto T.
Mochizuki F.
Yoshiyasu Y.

Journal of Chemical Ecology ３５（２） ２４３―２４９ ２００９

Ｂ１２ Effect of azoxystrobin on activities of antioxidant enzymes
and alternative oxidase in wheat head blight pathogens
Fusarium graminearum and Microdochium nivale

Kanedo I.
Ishii H.

Journal of General Plant Pathology ７５（５） ３８８―３９８ ２００９

Ｂ１２ Volatile compounds from young peach shoots attract males
of oriental fruit moth in the field

Il A. L.
Kugimiya S.
Williams D. G.
Takabayashi J.

Journal of Plant Interactions ４（４） ２８９―２９４ ２００９

Ｂ１２ Characterisation of QoI-resistant field isolates of Botrytis
cinerea from citrus and strawberry

Ishii H.
Fountaine J.
Chung W. H.
Kansako M.
Nishimura K.
Takahashi K.
Oshima M.

Pest Management Science ６５（８） ９１６―９２２ ２００９

Ｂ１２ Site-directed mutagenesis of the cytochrome b gene and
development of diagnostic methods for identifying QoI
resistance of rice blast fungus

Wei C. Z.
Katoh H.
Nishimura K.
Ishii H.

Pest Management Science ６５（１２）１３４４―１３５１ ２００９

Ｂ１２ Can herbivore-induced plant volatiles inform predatory
insect about the most suitable stage of its prey?

Yoneya K.
Kugimiya S.
Takabayashi J.

Physiological Entomology ３４（４） ３７９―３８６ ２００９

Ｂ１２ Occurrence of Corynespora cassiicola isolates resistant to
boscalid on cucumber in Ibaraki Prefecture, Japan

Miyamoto T.
Ishii H.
Seko T.
Kobori S.
Tomita Y.

Plant Pathology ５８（６） １１４４―１１５１ ２００９

Ｂ１２ Biosynthetic origin of the nitrogen atom in cyanamide in
Vicia villosa subsp. varia

Kamo T.
Kato K.
Abe S.
Hirota M.
Yamaya H.
Hiradate S.
Fujii Y.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（２） ２３５―２４２ ２００９

Ｂ１２ Identification and activity of ethyl gallate as an antimicrobial
compound produced by Geranium carolinianum

Ooshiro A.
Hiradate S.
Kawano S.
Takushi T.
Fujii Y.
Natsume M.
Abe H.

Weed Research ９（２） １６９―１７２ ２００９

Ｂ１２ Cellular and transcriptional responses of yeast to the
cleavage of cytosolic tRNAs induced by colicin D.

Shigematsu M.
Ogawa T.
Kido A.
Kitamoto H.
Hidaka M.
Masaki H.

Yeast ２６（１２）６６３―６７３ ２００９

Ｂ１２ フジコナカイガラムシ Planococcus kraunhiae（Kuwana）
（カメムシ目：コナカイガラムシ科）に対する性フェロ
モン成分による交信攪乱効果

手柴真弓
清水信孝
澤村信生
奈良井祐隆
杉江元
佐々木力也
田端純
堤隆文

日本応用動物昆虫学会誌 ５３（４） １７３―１８０ ２００９

Ｂ１２ ウコンノメイガ（ツトガ科：ノメイガ亜科）の性誘引物質 望月文昭
青木由美
杉江元
田端純
高橋明彦
樋口博也

日本応用動物昆虫学会誌 ５３（２） ５３―５６ ２００９

Ｂ２１ Modelling the impacts of weather and climate variability on
crop productivity over a large area: A new super-ensemble-
based probabilistic projection

Tao F.
Zhang Z.
Liu J.
Yokozawa M.

Agricultural and Forest Meteorology １４９（８）１２６６―１２７８ ２００９

Ｂ２１ Genetic improvements for high yield and low soil nitrogen
tolerance in rice (Oryza Sativa L.) under a cold environment

Kossonou G. A.
Kashiwagi J.
Hasegawa T.
Iwama K.
Jitsuyama Y.

Field Crops Research １１６
（１―２）

３８―４５ ２０１０
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Ｂ２１ 都市化の影響を考慮した近年の日本における気温変化傾
向とその地域的・季節的な特性について

西森基貴
桑形恒男
石郷岡康史
村上雅則

農業気象 (Journal of Agricultural
Meteorology)

６５（２） ２２１―２２７ ２００９

Ｂ２１ Development of impact functions on regional paddy rice
yield in Japan for integrated impact assessment models

Iizumi T.
Yokozawa M.
Nishimori M.

Journal of Agricultural Meteorology
（農業気象）

６５（２） １７９―１９０ ２００９

Ｂ２１ A climatological analysis on the recent declining trend of
rice quality in Japan

Okada M.
Iizumi T.
Hayashi Y.
Yokozawa M.

Journal of Agricultural Meteorology
（農業気象）

６５（４） ３２７―３３７ ２００９

Ｂ２１ Validation of revised DNDC model for methane emissions
from irrigated rice fields in Thailand and sensitivity analysis
of key factors

Smakgahn K.
Fumoto T.
Yagi K.

Journal of Geophysical Research １１４
（G０２０１７）

doi：１０．１０２９
／２００８JG００
０７７５

２００９

Ｂ２１ Atmospheric turbidity estimation from hourly global solar
radiation data under cloudless skies

Masaki Y.
Kuwagata T.
Ishigooka Y.

Journal of the Meteorological
Society of Japan

８７（５） ８４９―８６３ ２００９

Ｂ２１ Diurnal and seasonal variations in stomatal conductance of
rice at elevated atmospheric CO2 under fully open-air
conditions

Shimono H.
Okada M.
Inoue M.
Nakamura H.
Kobayashi K.
Hasegawa T.

Plant Cell and Environment ３３（３） ３２２―３３１ ２００９

Ｂ２１ Effects of temperature, solar radiation, and vapor-pressure
deficit on flower opening time in rice

Kobayashi K.
Matsui T.
Yoshimoto M.
Hasegawa T.

Plant Production Science １３（１） ２１―２８ ２００９

Ｂ２１ Rice plant response to long term CO2 enrichment: Gene
expression profiling

Fukayama H.
Fukuda T.
Masumoto C.
Taniguchi Y.
Sakai H.
Cheng W.
Hasegawa T.
Miyao M.

Plant Science １７７（３）２０３―２１０ ２００９

Ｂ２１ Air-lake interaction features found in heat and water
exchanges over Nam Co on the Tibetan Plateau

Haginoya S.
Fujii H.
Kuwagata T.
Xu J.
Ishigooka Y.
Kang S.
Zhang Y.

SOLA ５ １７２―１７５ ２００９

Ｂ２１ Precise estimation of hourly global solar radiation for
micrometeorological analysis by using data classification and
hourly sunshine

Masaki Y.
Kuwagata T.
Ishigooka Y.

Theoretical and Applied
Climatology

１００
（３―４）

２８３―２９７ ２００９

Ｂ２１ 気候変化がわが国におけるコメ収量変動に及ぼす影響の
広域評価

横沢正幸
飯泉仁之直
岡田将誌

地球環境 １４（２） １９９―２０６ ２００９

Ｂ２１ 植物の水吸収に着目して地上部と地下部の結びつきを考
える

村井（羽田野）麻理
櫻井淳子
桑形恒男

日本生態学会誌 ５９（１） ４３―５４ ２００９

Ｂ２２ Sclerotia of Typhula ishikariensis biotype B (Typhulaceae)
from Archaecological sites (4000 to 400 BP) in Hokkaido,
Northern Japan

Matsumoto N.
Hoshino T.
Yamada G.
Kawakami A.
Takada-Hoshino Y.

American Journal of Botany ９７（３） １―５ ２０１０

Ｂ２２ Effects of field-applied composted cattle manure and
chemical fertilizer on ammonia and particulate ammonium
exchanges at an upland field

Hayashi K.
Koga N.
Yanai Y.

Atmospheric Environment ４３（３５）５７０２―５７０７ ２００９

Ｂ２２ Vertical distribution and pools of microbial residues in
tropical forest soils formed from distinct parent materials

Moritz L. K.
Liang C.
Wagai R.
Kitayama K.
Balser T. C.

Biogeochemistry ９２
（１―２）

８３―９４ ２００９

Ｂ２２ Sequential density fractionation across soils of contrasting
mineralogy: evidence for both microbial- and mineral-
controlled soil organic matter stabilization

Sollins P.
Kramer M. G.
Swanston C.
Lajtha K.
Filley T.
Aufdenkampe A. K.
Wagai R.
Bowden R. D.

Biogeochemistry ９６
（１―３）

２０９―２３１ ２００９
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Ｂ２２ Organic carbon accumulation processes on a forest floor
during an early humification stage in a temperate deciduous
forest in Japan: Evaluations of chemical compositional
changes by 13C NMR and their decomposition rates from
litterbag experiment

Ono K.
Hirai K.
Morita S.
Ohse K.
Hiradate S.

Geoderma １５１
（３―４）

３５１―３５６ ２００９

Ｂ２２ Global estimations of the inventory and mitigation potential
of mathane emissions from rice cultivation conducted using
the 2006 Intergovernmental Panel on Climate Change
Guidelines

Yan X.
Akiyama H.
Yagi K.
Akimoto H.

Global Biogeochemical Cycles ２３（GB
２００２）

doi：１０．１０２
９／２００８GB０
０３２９９

２００９

Ｂ２２ Annual emissions of dissolved CO2, CH4, and N2O in the
subsurface drainage from three cropping systems

Minamikawa K.
Nishimura S.
Sawamoto T.
Nakajima Y.
Yagi K.

Global Change Biology １６（２） ７９６―８０９ ２００９

Ｂ２２ Assessment of the methane mitigation potentials of
alternative water regimes in rice fields using a process-based
biogeochemistry model

Fumoto T.
Yanagihara T.
Saito T.
Yagi K.

Global Change Biology １６（６） １８４５―１８５９ ２００９

Ｂ２２ Molecular cloning and expression analysis of genes related
to phosphatidic acid synthesis in Japanese pear leaves
inoculated with Venturia nashicola

Zheng Q. L.
Ishii H.

Journal of General Plant Pathology ７５（６） ４１３―４２１ ２００９

Ｂ２２ Seasonal shift in factors controlling net ecosystem
production in a high Arctic terrestrial ecosystem

Uchida M.
Kishimoto A.
Muraoka H.
Nakatsubo T.
Kanda H.
Koizumi H.

Journal of Plant Research １２３ ７９―８５ ２００９

Ｂ２２ Measurement of ammonia volatilization loss using a
dynamic chamber technique: A case study of surface-
incorporated manure and ammonium sulfate in an upland
field of light-colored Andosol

Hayashi K.
Hayakawa A.
Akiyama H.
Yagi K.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（４） ５７１―５８１ ２００９

Ｂ２２ Automated sampling system for long-term monitoring of
nitrous oxide and methane fluxes from soils

Akiyama H.
Hayakawa A.
Sudo S.
Yonemura S.
Tanonaka T.
Yagi K.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（３） ４３５―４４０ ２００９

Ｂ２２ Measurement of ammonia volatilization from flooded paddy
fields in Vietnam

Watanabe T.
Son T. T.
Hung N. N.
Truong N. V.
Giau T. Q.
Hayashi K.
Ito O.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（６） ７９３―７９９ ２００９

Ｂ２２ Airborne nitrogen load in Japanese and Chinese
agroecosystems

Hayashi K.
Yan X.

Soil Science and Plant Nutrition ５６（１） ２―１８ ２０１０

Ｂ２２ Soil ammonia-oxidizing bacterial communities in paddy rice
fields as affected by upland conversion history

Chu H.
Morimoto S.
Fujii T.
Yagi K.
Nishimura S.

Soil Science Society of America
Journal

７３（６） ２０２６―２０３１ ２００９

Ｂ２２ 観測の平均化時間がアンモニア性窒素フラックスの算定
値に及ぼす影響

林健太郎
古賀伸久
柳井洋介

大気環境学会誌 ４４（５） ２４８―２５４ ２００９

Ｂ２２ 農耕地からの温室効果ガス発生緩和策 八木一行 農業農村工学会誌・水土の知
(Journal of The Japanese Society
of Irrigation, Drainage and Rural
Engineering)

７８（１） ２１―２４ ２０１０

Ｂ２２ Nitrogen flow associated with food production and
consumption and its effect on water quality in Japan from
1961 to 2005

Shindo J.
Okamoto K.
Kawashima H.
Konohira E.

Soil Science and Plant Nutrition ５５（４） ５３２―５４５ ２００９

Ｂ２２ 北海道に分布する各種黒ボク土による硝酸イオンの吸着
が移動速度に及ぼす影響

三木直倫
松本武彦
加藤英孝

日本土壌肥料学雑誌 ８０（４） ３６５―３７８ ２００９

Ｃ１１ CO2/heat fluxes in rice fields: Comparative assessment of
flooded and non-flooded fields in the Philippines

Alberto M. C. R.
Wassmann R.
Hirano T.
Miyata A.
Kumar A.
Padre A.
Amante M.

Agricultural and Forest Meteorology １４９
（１０）

１７３７―１７５０ ２００９
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Ｃ１１ Foliage profiles of individual trees determine competition,
self-thinning, biomass and NPP of a Cryptomeria japonica
forest stand: A simulation study based on a stand-scale
process-based forest model

Toda M.
Yokozawa M.
Sumida A.
Watanabe T.
Hara T.

Ecological Modelling ２２０
（１８）

２２７２―２２８０ ２００９

Ｃ１１ Effect of warming and grazing on litter mass loss and
temperature sensitivity of litter and dung mass loss on the
Tibetan plateau

Luo C.
Xu G.
Chao Z.
Wang S.
Lin X.
Hu Y.
Zhang Z.
Duan J.
Chang X.
Su A.
Li Y.
Zhao A.
Du M.
Tang Y.
Kimball B.

Global Change Biology １６（５） １６０６―１６１７ ２００９

Ｃ１１ Practical estimation of evapotranspiration in rice cultivation
in Thailand

Polsan P.
Komori D.
Patamatamkul S.
Aoki M.
Kim W.

Hydrological Research Letters ３ ４１―４４ ２００９

Ｃ１１ Evaluation of optical satellite remote sensing for rice paddy
phenology in monsoon Asia using a continuous in situ
dataset

Motohka T.
Nasahara K. N.
Miyata A.
Mano M.
Tsuchida S.

International Journal of Remote
Sensing

３０（１７）４３４３―４３５７ ２００９

Ｃ１１ Applications of MODIS-visibｌe bands index, greenery ratio
to estimate CO2 budget of a rice paddy in Japan

Harazono Y.
Chikamoto K.
Kikkawa S.
Iwata T.
Nishida N.
Ueyama M.
Kitaya Y.
Mano M.
Miyata A.

Journal of Agricultural Meteorology
（農業気象）

６５（４） ３６５―３７４ ２００９

Ｃ１１ Soil CO2 concentrations and their implications in
conventional and no-tillage agricultural fields

Yonemura S.
Yokozawa M.
Shirato Y.
Nishimura S.
Nouchi I.

Journal of Agricultural Meteorology
（農業気象）

６５（２） １４１―１４９ ２００９

Ｃ１１ Modeling stomatal conductance and photosynthesis of a flag
leaf of wheat under elevated O3 concentration

Oue H.
Feng Z.
Pang J.
Miyata A.
Mano M.
Kobayashi K.
Zhu J.

Journal of Agricultural Meteorology
（農業気象）

６５（３） ２３９―２４８ ２００９

Ｃ１１ Soil organic matter and total nitrogen changing with
altitudes on the southern foot eastern Qilian mountains

Xue X.
Li Y.
Du M.
Liu A.
Zhang F.
Wang J.

Journal of Glaciology and
Geocryology

３１（４） ６４２―６４９ ２００９

Ｃ１１ The dynamic features of Alpine Potentilla fruticosa shrub
meadow vegetation reflectivity

Li Y.
Zhao X.
Wang Q.
Zhao L.
Du M.
Zhang F.

Journal of Mountain Science
（山地学報）

２７（３） ２６５―２６９ ２００９

Ｃ１１ Species richness and species composition of fungal
communities associated with cellulose decomposition at
different altitudes on the Tibetan Plateau

Hirose D.
Shirouzu T.
Hirota M.
Ohtsuka T.
Senga Y.
Du M.
Shimono A.
Zhang X.

Journal of Plant Ecology ２（４） ２１７―２２４ ２００９

Ｃ１１ Altitudinal variation of ecosystem CO2 fluxes in an alpine
grassland from 3600 to 4200 m

Hirota M.
Zhang P.
Gu S.
Du M.
Shimono A.
Shen H.
Li Y.
Tang Y.

Journal of Plant Ecology ２（４） １９７―２０５ ２００９
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Ｃ１１ Temperature sensitivity of nutrient release from dung along
elevation gradient on the Qinghai-Tibetan plateau

Xu G.
Chao Z.
Wang S.
Hu Y.
Zhang Z.
Duan J.
Chang X.
Su A.
Luo C.
Li Y.
Du M.

Nutrient Cycling in Agroecosystems ８７（１） ４９―５７ ２００９

Ｃ１１ Effects of litter quality and climate change along an
elevation gradient on litter mass loss in an alpine meadow
ecosystem on the Tibetan plateau

Xu G.
Hu Y.
Wang S.
Zhang Z.
Chang X.
Luo C.
Chao Z.
Su A.
Lin Q.
Li Y.
Du M.

Plant Ecology doi：１０．１００
７／s１１２５８－０
０９－９７１４－０

２００９

Ｃ１１ Analysis of the observation results of temperature and
precipitation over an Alpine mountain, the Lhasa river basin.

Xie J.
Liu J.
Du M.
Kang S.
Wang K.

Progress in Geography ２８（２） ２２３－２３０ ２００９

Ｃ１１ Remote sensing of tundra gross ecosystem productivity and
light use efficiency under varying temperature and moisture
conditions

Huemmrich K. F.
Gamon J. A.
Tweedie C. E.
Oberbauer S. F.
Kinoshita G.
Houston S.
Kuchy A.
Hollister R. D.
Kwon H.
Mano M.
Harazano Y.
Webber P. J.
Oechel W. C.

Remote Sensing of Environment １１４（３）４８１－４８９ ２００９

Ｃ１１ Use of the RothC model to estimate the carbon sequestration
potential of organic matter application in Japanese arable
soils

Yokozawa M.
Shirato Y.
Sakamoto T.
Yonemura S.
Nakai M.
Ohkura T.

Soil Science and Plant Nutrition ５６（１） １６８－１７６ ２０１０

Ｃ１１ Ammonia emission from a young larch ecosystem afforested
after clear-cutting of a pristine forest in northernmost Japan

Hayashi K.
Takagi K.
Noguchi I.
Fukuzawa K.
Takahashi H.
Fukazawa T.
Shibata H.
Fujinuma Y.

Water Air and Soil Pollution ２００ ３３－４６ ２００９

Ｃ１１ Relationship between the climate change and dust storm
occurrence in China

Du M.
Yonemura S.
Den H.
Shen Z.
Shen Y.

Journal of Arid Land Studies
（沙漠研究）

１９（１） １４９－１５２ ２００９

Ｃ１１ Observation of Effects of Tree Planting on Local Climate in
the Central Part of the Taklimakan Desert, China

Du M.
Chen H.
Lei J.
Xu X.
Li S.
He Q.

Journal of Arid Land Studies
（沙漠研究）

１９（１） ４９－５２ ２００９

Ｃ１１ Detection of foot and mouth disease virus in yellow sands
collected in Japan by real time polymerase chain reaction
(PCR) analysis

Shi F.
Yamada P.
Han J.
Abe Y.
Hatta T.
Du M.
Maki T.
Yoshikoshi H.
Wakimizu K.
Isoda H.

Journal of Arid Land Studies
（沙漠研究）

１９（３） ４８３－４９０ ２００９
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Ｃ１１ The features of microclimate and vegetation distribution on
the southern Lenglonglin, Qilian Mountains

Wang J.
Li Y.
Du M.
Wang Q.
Tnag Y.
Xue X.
Zhang F.
Wang S.

山地学報 (Journal of Mountain
Science)

２７（４） ４１８－４２６ ２００９

Ｃ１１ Observation of summer precipitation along an altitudinal
transect in southern slopes of Tanggula mountains

杜明遠
康世昌
王忠彦

水資源与水工程学報
(Journal of Water Resources &
Water Engineering)

２０（５） １４－１８ ２００９

Ｃ１１ Quantitative model of soil deposition rate constructed by
using 137Cs

Cui J.
Yang H.
Du M.
Wang Y.

水土保持通報 (Bulletin of Soil
Water Conservation)

２９（１） ９９－１０２ ２００９

Ｃ１１ Clonal growth characteristics of potentilla anserina in
transplanted experiment on vertical zone southern slope of
lenglong, Qilian mountains

李英年

王建雷

杜明遠

西北植物学報 (Acta Botanica
Boreali-Occidentalia Sinica)

２９（１０）２０７０－２０７５ ２００９

Ｃ１１ 天水田における渦相関法の相対誤差特性とデータ品質管
理への応用

金元植
小森大輔
趙在一

農業気象 (Journal of Agricultural
Meteorology)

６５（２） ２０１－２０７ ２００９

Ｃ１１ Cadimium purification and quantification using
immunochromatography

Sasaki K.
Yongvongsoontorn N.
Tawarada K.
Ohnishi Y.
Arakane T.
Kayama F.
Abe K.
Oguma S.
Ohmura N.

Journal of Agricultural and Food
Chemistry

５７ ４５１４－４５１９ ２００９

Ｃ１１ Promote analysis of silkworm 1. Fat body Kajiwara H.
Imamaki A.
Nakamura M.
Mita K.
Xia Q.
Ishizaka M.

Journal of Electrophoresis ５３ １９－２６ ２００９

Ｃ１１ Promote analysis of silkworm 2. Hemolymph Kajiwara H.
Imamaki A.
Nakamura M.
Mita K.
Xia Q.
Ishizuka M.

Journal of Electrophoresis ５３ ２７－３１ ２００９

Ｃ１１ Promote analysis of silkworm 3. Malpighian tube Kajiwara H.
Imamaki A.
Nakamura M.
Mita K.
Xia Q.
Ishizaka M.

Journal of Electrophoresis ５３ ３３－３８ ２００９

Ｃ１１ Host plant genome overcomes the lack of a bacterial gene
for symbiotic nitrogen fixation

Hakoyama T.
Niimi K.
Watanabe H.
Tabata R.
Matsubara J.
Sato S.
Nakamura Y.
Tabata S.
Li J.
Matsumoto T.
Tatsumi K.
Nomura M.
Tajima S.
Ishizaka M.
Yano K.
Imaizumi-Anraku H.
Kawaguchi M.
Kouchi H.
Suganuma N.

Nature ４６２
（２６）

５１４－５１７ ２００９

Ｃ１１ 米，土壌中のヒ素化合物の化学形態別分析に関する総説 馬場浩司 日本土壌肥料学雑誌 ８０（３） ２９７－３０３ ２００９
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Ｃ２１ Yield response of indica and tropical japonica genotypes to
soil fertility conditions under rainfed uplands in northern
Laos

Arai H.
Saito K.
Samson B.
Songyikhangsuthor K.
Homma K.
Shiraiwa T.
Kiyono Y.
Inoue Y.
Horie T.

Field Crops Research １１２
（２－３）

１４１－１４８ ２００９

Ｃ２１ FOSS4Gを用いた歴史的農業環境閲覧システムの構築 岩�亘典
デイビット S. スプレイグ
小柳知代
古橋大地
山本勝利

GIS-理論と応用 １７（１） ８３－９２ ２００９

Ｃ２１ Detection of yearly change in farming system in the
Vietnamese Mekong Delta from MODIS time-series imagery

Sakamoto T.
Cao P. V.
Kotera A.
Nguyen K. D.
Yokozawa M.

JARQ-Japan Agricultural Research
Quarterly

４３（３） １７３－１８５ ２００９

Ｃ２１ Investigation of possibility using PALSAR to monitor
changes in rice paddy fields

Ishitsuka N. Journal of Integrated Field Science ６ ２９－３６ ２００９

Ｃ２１ Analysis of rapid expansion of inland aquaculture and triple
rice-cropping areas in a coastal area of the Vietnamese
Mekong Delta using MODIS time-series imagery

Sakamoto T.
Cao P. V.
Kotera A.
Nguyen K. D.
Yokozawa M.

Landscape and Urban Planning ９２（１） ３４－３６ ２００９

Ｃ２１ Field radiometer with canopy pasture probe as a potential
tool to estimate and map psture biomass and mineral
components: a case study in the Lake Taupo catchment,
New Zealand

Kawamura K.
Betteridge K.
Sanches I. D.
Tuohy M. P.
Costall D.
Inoue Y.

New Zealand Journal of
Agricultural Research

５２ ４１７－４３４ ２００９

Ｃ２１ Agro-ecological interpretation of rice cropping system in
flood-prone areas using MODIS imagery

Sakamoto T.
Cao P. V.
Nguyen N. V.
Kotera A.
Yokozawa M.

Photogrammetric Engineering and
Remote Sensing

７５（４） ４１３－４２４ ２００９

Ｃ２１ Continuous monitoring of visible and near-infrared band
reflectance from a rice paddy for determining nitrogen
uptake using digital cameras

Shibayama M.
Sakamoto T.
Takada E.
Inoue A.
Morita K.
Takahashi W.
Kimura A.

Plant Production Science １２（３） ２９３－３０６ ２００９

Ｃ２１ Daytime and nighttime field spectral imagery of ripening
paddy rice for determining leaf greenness and 1000-grain
weight

Shibayama M.
Sakamoto T.
Homma K.
Okada S.
Yamamoto H.

Plant Production Science １２（３） ３０７－３１８ ２００９

Ｃ２１ 迅速測図をはじめとする各種地図の GIS解析による茨
城県南部における農村土地利用の時系列変化の研究

デイビッド・スプレイグ
岩�亘典

ランドスケープ研究 ７２（５） ６２３－６２６ ２００９

Ｃ２１ 黒ボク土および灰色低地土の深度別アンモニウム・硝酸
吸着等温パラメータの算出

遠藤明
三島慎一郎
神山和則

土壌の物理性 (Journal of Japan
Society of Soil Physics)

１１３ ２５－３０ ２００９

Ｃ２１ Analysis of spatial and temporal variation of soil organic
carbon budget in northern Kazakhstan

Takata Y. JARQ-Japan Agricultural Research
Quarterly

２０１０

Ｃ２１ Molecular characterisation of some species of Mylonchulus
(Nematoda: Mononchida) from Japan and comments on the
status of Paramylonchulus and Pakmylonchulus

Majid O.
Ahmad W.
Araki M.
Minaka N.

Nematology １１（３） ３３７－３４２ ２００９

Ｃ２１ Recent trends in phosphate balance nationally and by region
in Japan

Mishima S.
Endo A.
Khoyama K.

Nutrient Cycling in Agroecosystems ８６（１） ６９－７７ ２０１０

Ｃ２１ Nitrogen and phosphate balance on crop production in Japan
on national and prefectural scales

Mishima S.
Endo A.
Kohyama K.

Nutrient Cycling in Agroecosystems ８７（２） １５９－１７３ ２００９

Ｃ２１ Molecular cloning and linkage mapping of cryptochrome
multigene family in soybean

Matsumura H.
Kitajima H.
Akada S.
Abe J.
Minaka N.
Takahashi R.

The Plant Genome ２（３） ２７１－２８１ ２００９

Ｃ２１ 国・都道府県に存在する有機性廃棄物資源量と農耕地の
有機物受入れ量の推計

三島慎一郎
遠藤明
白戸康人
木村園子ドロテア

日本土壌肥料学雑誌 ８０（３） ２２６－２３２ ２００９
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中課題
番号 論文タイトル 著者名 掲載誌名 巻（号） ページ 発行年

Ｃ２１ １９９２年の農耕地分布に基づくデジタル農耕地土壌図の作
成

高田裕介
中井信
小原洋

日本土壌肥料学雑誌 ８０（５） ５０２－５０５ ２００９

Ｃ２１ Courtship songs of Chrysoperla nipponensis (Neuroptera:
Chrysopidae) delineate two distinct biological species in
Eastern Asia

Henry C. S.
Mochizuki A.
Nakahira K.
Haruyama N.
Nomura M.

Annals of The Entomological
Society of America

１０２（５）７４７－７５８ ２００９

Ｃ２１ A redescription of Euryarthrum hastigerum Holzschuh
(Coleoptera, Cerambycidae), with description of its new
relative from Kalimantan, Indonesia

Yoshitake H.
Niisato T.

Elytra ３７（１） １５５－１６３ ２００９

Ｃ２１ Blue mold of tomato caused by Penicillium oxalicum in
Japan

Umemoto S.
Odake Y.
Takeuchi T.
Yoshida S.
Tsushima S.
Koitabashi M.

Journal of General Plant Pathology ７５（５） ３９９－４００ ２００９

Ｃ２１ アブラナ科野菜根こぶ病の発病に及ぼす各種有機質資材
施用の影響

村上弘治
畔柳有希子
對馬誠也
宍戸良洋

土と微生物 ６３（１） ３－８ ２００９

Ｃ２１ 土壌微生物生態研究への回帰木解析の応用 包智華
對馬誠也

土と微生物 ６３（１） ３９－４３ ２００９

Ｃ２１ 赤かび病抵抗性の異なるコムギ2品種における赤かび病
発生とデオキシニバレノール蓄積に及ぼす感染時期の影
響

大場淳司
吉田重信
對馬誠也
生井恒雄

日本植物病理学会報 ７５（２） ９３－１０１ ２００９

Ｃ２１ 青枯病菌 Ralstonia solanacearum の分類の現状と課題 堀田光生
土屋健一

日本植物病理学会報 ７５（４） ２９７－３０６ ２００９

Ｃ２１ 重粘土汎用ほ場の作付け履歴と低水分領域の保水特性 足立一日出
吉田修一郎
大野智史
小原洋

農業農村工学会論文集 ２６３ ５７－６４ ２００９

Ｃ２１ 2008年に北海道で発生したヘリキスジノメイガの発生地
域と被害状況

三宅規文
吉松慎一
中尾弘志

北日本病害虫研究会報 ６０ ２２３－２２６ ２００９

Paternity analysis-based inference of pollen dispersal
patterns, male fecundity variation, and influence of flowering
tree density and general flowering magnitude in two
dipterocarp species

Tani N.
Tsumura Y.
Kado T.
Taguchi Y.
Lee S. L.
Muhammad N.
Ng K. K.
Numata S.
Nishimura S.
Konuma A.
Okuda T.

Annals of Botany １０４（７）１４２１－１４３４ ２００９

Soil carbon stock in typical grasslands in Japan Nakagami K.
Hojito M.
Itano S.
Kohyama K.
Miyaji T.
Nishiwaki A.
Matsuura S.
Tsutsumi M.
Kano S.

Grassland Science ５５（２） ９６－１０３ ２００９

中課題番号 課題名（詳しくは第�章を参照されたい）

Ａ１１

Ａ２１

Ｂ１１

Ｂ１２

Ｂ２１

Ｂ２２

Ｃ１１

Ｃ２１

無印

農業環境中における有害化学物質のリスク評価手法及びリスク管理技術の開発

外来生物及び遺伝子組換え生物の生態系影響評価とリスク管理技術の開発

農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性の解明

農業生態系機能の発現に関与する情報化学物質の解明

地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産に対するリスク評価

農業活動等が物質循環に及ぼす影響の解明

農業環境の長期モニタリングと簡易・高精度測定手法の開発

農業環境資源インベントリーの構築と活用手法の開発

該当する中課題なし

注１）中課題番号順に配列した。それぞれの課題名は以下のとおり。

注２）著者のうち当所に所属する者を太字で記載した。
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２．広報

（１）農業環境技術研究所が開催した研究会・シンポジウム

シンポジウム「ポストゲノム時代の害虫防除研究のあり方」（第１回）－昆虫ゲノム情報と総合的害虫管理技術 IPM－

開 催 日：平成２１年４月２４日

開催場所：秋葉原コンベンションホール

主 催：（独）農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所

参加者数：９５名

公開セミナー「アグリバイオ分野における知的基盤の今日と将来展望」（第１回）－GBIFと生物多様性情報の発信基

地としてのアグリバイオ知的基盤の新たな展開－

開 催 日：平成２１年７月１３日

開催場所：農林水産省農林水産技術会議事務局 筑波事務所２Ｆ 農林ホール

主 催：（独）農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所、（独）種苗管理センター

参加者数：１３０名

シンポジウム「ポストゲノム時代の害虫防除研究のあり方」（第２回）－次世代農薬への挑戦・抵抗性機構の解明と環

境調和型殺虫剤の開発－

開 催 日：平成２１年７月２４日

開催場所：秋葉原コンベンションホール

主 催：（独）農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所

参加者数：１２０名

第９回有機化学物質研究会および第２６回農薬環境動態研究会「水田から流出する農薬の水系への影響」

開 催 日：平成２１年９月９日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

参加者数：１８７名

シンポジウム「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発－革新的技術の農業現場での利用に向けて－」

開 催 日：平成２１年９月１０日

開催場所：農林水産省 講堂

主 催：農林水産省農林水産技術会議事務局、（独）農業環境技術研究所

参加者数：１７２名

女性研究者ロールモデル講演会

－フランスの女性科学者がワークライフバランスを保つための機会と制約－

開 催 日：平成２１年１０月７日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

主 催：（独）農業環境技術研究所

参加者数：４０人

（注）科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成事業」の一環として実施
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環境にやさしい農業技術説明会－温暖化を防止する水田の新たな水管理技術－

開 催 日：平成２１年１０月－平成２２年３月（注）この間に、７ヶ所の地域ブロックごとに開催

開催場所：山形県、茨城県、愛知県、新潟県、兵庫県、鳥取県、熊本県

主 催：（独）農業環境技術研究所

参加者数：１７４名（注）７ヶ所の合計

農業環境技術研究所研究成果発表会「地球温暖化と農林水産業－環境・食卓の現在と未来－」

開 催 日：平成２１年１１月５日

開催場所：東京国際フォーラム

主 催：（独）農業環境技術研究所

参加者数：３４１名

農業環境技術公開セミナー in滋賀

開 催 日：平成２１年１１月１７日

開催場所：ピアザ淡海、滋賀県農業技術総合振興センター他

主 催：（独）農業環境技術研究所、滋賀県

参加者数：７７名

シンポジウム「農業に有用な生物多様性の指標開発」（第２回）

開 催 日：平成２１年１１月１８日

開催場所：ベルサール九段

主 催：農林水産省農林水産技術会議事務局、（独）農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所

参加者数：２０６名

第１回新農業展開ゲノムプロジェクトシンポジウム－都道府県など試験研究機関との情報交換－

開 催 日：平成２１年１２月４日

開催場所：農林水産省

主 催：農林水産省農林水産技術会議事務局、（独）農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所

参加人数：１６５名

第２回新農業展開ゲノムプロジェクトシンポジウム－中国における遺伝子組換え作物の研究開発と商業化の展望－

開 催 日：平成２２年１月２１日

開催場所：農林水産省

主 催：農林水産省農林水産技術会議事務局、（独）農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所

参加人数：１６５名

第３回新農業展開ゲノムプロジェクトシンポジウム－ＥＵにおける遺伝子組換え作物と一般作物との共存研究の成果と

課題－

開 催 日：平成２２年２月１０日

開催場所：農林水産省

主 催：農林水産省農林水産技術会議事務局、（独）農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所

参加人数：９５名

農業環境技術研究所年報 平成２１年度３２



第２７回土・水研究会「食の安全、農業環境問題におけるトレードオフを克服する」

開 催 日：平成２２年２月２５日

開催場所：農林水産技術会議事務局筑波事務所２Ｆ農林ホール

主 催：（独）農業環境技術研究所

参加者数：２０８名

（２）刊行物一覧

平成２１年度中に当所が出版した刊行物は次のとおりである。

（３）情報：農業と環境（No．１０８～１１９）

＊「情報：農業と環境」は当所のホームページ（http://www.niaes.affrc.go.jp）に掲載している。

No.１０８（２００９．４．１）

・第２６回土・水研究会「窒素・リンによる環境負荷の削減に向けた取り組み」が開催された

・第２５回気象環境研究会「開放系大気 CO２増加（FACE）実験 －過去、現在、未来－」が開催された

・農業環境技術研究所連携推進会議が開催された

・農業環境技術研究所評議会が開催された

・NIAES Annual Report２００８（農業環境技術研究所 英文年報）が刊行された

・GMO情報： 一難去ってまた一難 米国ワタ害虫防除作戦の教訓

・報告書の紹介： 水中の有機合成化学物質の分析に関する４か国共同研究報告書

・本の紹介２６８： 生命 最初の３０億年

No.１０９（２００９．５．１）

・農業環境技術研究所の一般公開が開催された

・モデル結合型作物気象データベース（MeteoCrop DB）が公開された

・農業環境技術研究所の平成２１年度計画

・受賞： 藤井義晴： 植物のアレロパシーの研究で文部科学大臣表彰

・受賞： 守山 弘・松本公吉・原田直國・井手 任・山本勝利： 農村の生物多様性の理解増進で文部科学大臣表彰

・気候変動枠組条約（UNFCCC）第１４回締約国会合（COP１４）（２００８年１２月、ポーランド（ポズナン））参加報告

・中南米産植物のアレロパシー活性の現地調査と研究打合せ（２００９年１～２月、メキシコ、ペルー）報告

・GMO情報： メキシコ・トウモロコシ在来品種との交雑は生物多様性に与える重大な損害か？

・農林水産技術会議事務局「研究成果」シリーズの紹介（１３）：「農林水産生態系における有害化学物質の総合管理技

誌名・巻号等 発行年月 頁 数 発行部数

農業環境技術研究所年報 平成２０年度 ２１．１０ ７４ １，４００

NIAES Annual Report ２００９ ２１．１２ ７４ ８００

農業環境技術研究所報告 第２７号 ２２．３ １６０ ９５０

農環研ニュース No．８３ ２１．７ １２ １，６００

農環研ニュース No．８４ ２１．１０ １２ １，６００

農環研ニュース No．８５ ２２．１ １２ １，６００

農環研ニュース No．８６ ２２．３ １２ １，６００

研究成果情報 第２６集 ２２．３ ６３ １，５００

研究所パンフレット（和文） 標準版 ２２．３ ５，０００

研究所パンフレット（英文） 標準版 ２２．３ １，０００
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術の開発」

・本の紹介２６９： iPS細胞―世紀の発見が医療を変える

No.１１０（２００９．６．１）

・サマーサイエンスキャンプ２００９の開催

・農業環境技術研究所報告 第２６号が刊行された

・GMO情報：「明日の食卓」カリフォルニア大研究者夫妻の夢と当惑

・本の紹介２７０： 中国の水環境問題 －開発のもたらす水不足

・映画の紹介： キング・コーン －世界を作る魔法の一粒

・寄稿： 長ぐつをはいたニホンジカ

No.１１１（２００９．７．１）

・公開セミナー： GBIFと生物多様性情報の発信基地としてのアグリバイオ知的基盤の新たな展開（７月１３日 つ

くば）

・MARCOシンポジウム２００９： モンスーンアジアにおける農業環境問題と研究の課題（１０月５－７日 つくば）

・つくばちびっ子博士２００９の開催

・「双方向キャリア形成プログラム農環研モデル」（科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成」プログラム）

の開始

・ニュージーランドの外来植物問題から考える日本の将来

・研究成果情報 第２５集が刊行された

・国際情報：２１世紀の農業に課せられた課題－増産と環境と－

・GMO情報： 除草剤抵抗性雑草 正しく使えば問題なし

・論文の紹介： 放置された耕作地の炭素

・本の紹介２７１： 世界がわかる理系の名著

・肥料と環境： 農地から流れ出す窒素（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

・外来種：「違和感」を忘れずに（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

No.１１２（２００９．８．１）

・第９回有機化学物質研究会・第２６回農薬環境動態研究会「水田から流出する農薬の水系への影響」（９月９・１０日

つくば）

・公開セミナー「GBIFと生物多様性情報の発信基地としてのアグリバイオ知的基盤の新たな展開」（アグリバイオ

分野における知的基盤の今日と将来展望 第１回）が開催された

・IPCC排出係数にかかわる専門家会合（６月、チリ）

・第６回 日仏セミナー（６月、フランス）

・論文の紹介： ITの進展がもたらす新しい環境研究

・GMO情報： ヨーロッパの商業栽培事情－ドイツの中止、オーストリアの提案、スペインの現実

・本の紹介２７２： 地球環境４６億年の大変動史

・本の紹介２７３： 見えない巨大水脈 地下水の科学

・微生物： 未知の世界の生きものたち（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

・穂温推定モデル： 気温が高いと米が実らない？（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

No.１１３（２００９．９．１）

・MARCOシンポジウム２００９「モンスーンアジアにおける農業環境問題と研究の課題」（１０月５－７日 つくば）

参加登録を開始
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・シンポジウム「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」（９月１０日 東京）

・農林水産省消費・安全局農産安全管理課との連絡会が開催された

・農林水産省農村振興局農村環境対策室との連絡会が開催された

・つくばちびっ子博士２００９が実施された

・国際気象学・大気科学協会（IAMAS）ほか２００９年合同大会（MOCA−０９）（７月、カナダ）

・NCEASワーキンググループ会合「侵入昆虫の撲滅戦略構築へ向けた個体群生態学の応用」（７月、米国）

・新藤純子 物質循環研究領域上席研究員：２００９年度環境科学会学術賞を受賞

・八木一行 物質循環研究領域上席研究員： 第５４回日本土壌肥料学会賞を受賞

・論文の紹介： 温度変化に対する水田土壌中のメタン生産微生物群集の反応

・GMO情報： ボランティア―除草剤耐性作物もう一つの課題―

・本の紹介２７４： イワシと気候変動

・カドミ米： 田んぼのカドミウムを減らす（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

・昆虫の同定： この虫の名前はなに？（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

No.１１４（２００９．１０．１）

・研究成果発表会「地球温暖化と農林水産業－環境・食卓の現在と未来－」（１１月５日 東京）

・第７回環境研究機関連絡会成果発表会「自然と共生する社会をつくる」（１１月１１日 東京）

・第９回有機化学物質研究会・第２６回農薬環境動態研究会「水田から流出した農薬の水系への影響」が開催された

・シンポジウム「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」が開催された

・サマーサイエンスキャンプ２００９in 農環研が実施された

・国際シンポジウム「土壌有機物の動態－土地利用、管理形態、地球環境変動」（７月、米国）参加報告

・第８回世界大豆研究会議（８月、中国）参加報告

・報告書の紹介： 生態系と生物多様性の経済学 中間報告

・GMO情報： 最初の一歩と最後の一手、組換え植物の野外隔離ほ場試験

・本の紹介２７５： アジアの土壌汚染

・ヒガンバナ：ご先祖の知恵（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

・メタン：水田から出る温室効果ガス（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

No.１１５（２００９．１１．１）

・農環研サイエンスカフェ「容疑者Ｎの変身」（１１月１４日 つくば）

・農業環境技術公開セミナー in 滋賀「地球温暖化と水環境を考える」（１１月１７日 滋賀県大津市）

・シンポジウム「農業に有用な生物多様性の指標開発」（１１月１８日 東京）

・アグリビジネス創出フェア２００９（１１月２５－２７日 千葉市）

・国際会議「東アジアの陸域生態系における炭素窒素循環とその環境影響」が開催された

・MARCOシンポジウム２００９「モンスーンアジアにおける農業環境問題と研究の課題」が開催された

・女性研究者ロールモデル講演会が開催された

・清家伸康 有機化学物質研究領域主任研究員： 平成２１年度日本農学進歩賞を受賞

・加茂綱嗣 生物多様性研究領域主任研究員： 植物化学調節学会奨励賞を受賞

・石郷岡康史 大気環境研究領域主任研究員： 国際水田・水環境工学会論文賞を受賞

・国際植物栄養科学会議（８月、米国（サクラメント））

・論文の紹介：２００８年、日本のウシガエルにラナウイルスが発生

・GMO情報： Btコーン、ヨーロッパの仮想リスクと北米の現実問題

・本の紹介２７６： キリマンジャロの雪が消えていく

・農薬：毒？それとも薬？（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）
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・地名と農業：迅速測図と歴史的農業環境閲覧システム（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

No.１１６（２００９．１２．１）

・「農薬および POPsの土壌残留と食の安全に関する国際セミナー」が開催された

・研究成果発表会「地球温暖化と農林水産業－環境・食卓の現在と未来－」が開催された

・農環研サイエンスカフェ「容疑者Ｎの変身」が開催された

・永田 徹 元農業環境技術研究所 所長： 平成２１年秋の叙勲で瑞宝中綬章を受章

・村上（秋山）博子 物質循環研究領域主任研究員： 平成２１年度若手農林水産研究者表彰を受賞

・馬場浩司 主任研究員・山中武彦 主任研究員： 第２回農環研若手研究者奨励賞を受賞

・論文の紹介： 土壌溶液中カドミウムの化学形態分析法

・GMO情報： EUの誤算－ダイズに想定外の未承認トウモロコシ混入

・本の紹介２７７： ヒマラヤ世界－五千年の文明と壊れゆく自然

・土の中の微生物：さまざまな働きを利用する（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

・温室効果ガス：水田からのメタンが温暖化で増加（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

No.１１７（２０１０．１．１）

・第２７回土・水研究会「食の安全、農業環境問題におけるトレードオフを克服する」（２月２５日）

・佐々木農林水産大臣政務官が農業環境技術研究所を視察

・農林水産技術会議事務局「２００９年農林水産研究成果１０大トピックス」

・農業環境を巡る２００９年の重大ニュース

・第１回世界環境史会合（８月 デンマーク／スウェーデン）参加報告

・農地における生物多様性保全の最前線、イギリスにおける研究活動（２００８年９月～２００９年９月）

・本の紹介２７８： 黎明期のウイルス研究 ―野口英世と同時代の研究者たちの苦闘

・GMO情報： Btトウモロコシの害虫抵抗性管理対策 ～緩衝帯ルールと小口栽培制限～

・論文の紹介： リターの分解にともなう窒素放出パターンの予測

・農業環境技術発表会 in 滋賀「地球温暖化と水環境を考える」が開催された

・シンポジウム「農業に有用な生物多様性の指標開発」が開催された

・アグリビジネス創出フェア２００９が開催された

・農業生産者 NPO「田舎のヒロインわくわくネットワーク」との交流会が開催された

・つくば科学フェスティバル２００９が開催された

・冬の田んぼ：米粒と渡り鳥（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

・土の中の放射能：自然放射性物質と人工放射性物質（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

No.１１８ （２０１０．２．１）

・農業環境技術研究所「環境報告書２００９」を公表

・NIAES Annual Report２００９が刊行された

・論文の紹介： 気候モデルに使われるアルベド値の検証と葉の窒素濃度による推定手法の検討

・GMO情報： ウイルス病抵抗性パパイヤ、承認までの長い道のり

・本の紹介２７９： 世界食糧ショック－黒いシナリオと緑のシナリオ

・第５回アジア太平洋化学生態学会（APACE２００９）（１０月、米国）参加報告

・２００９年臭化メチルの代替技術と放出削減に関する国際研究集会（１１月、米国）参加報告

・第４回遺伝子組換え作物共存会議（GMCC０９）（１１月、オーストラリア）参加報告

・土壌侵食：土がなくなっていく（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

・残留分析：食品中の有害化学物質を調べる（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）
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No.１１９（２０１０．３．１）

・農業統計情報メッシュデータ閲覧システムを公開

・農環研ニュース No.８５の発行

・GMO情報： カルタヘナ議定書の宿題「責任と救済」－１０月名古屋採択に黄色信号

・本の紹介２８０： グリーン資本主義 －グローバル「危機」克服の条件

・本の紹介２８１： 排出取引 －環境と発展を守る経済システムとは

・本の紹介２８２： 地球変動研究の最前線を訪ねる

・MARCOシンポジウム２００９（ワークショップ２）のプロシーディングス（講演記録）の公開

・土壌呼吸： 土から発生する二酸化炭素（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

・オゾンホールと連作障害：アルコールが地球を守る？（常陽新聞連載「ふしぎを追って」）

（４）マスコミへの情報提供と報道

１）プレスリリース

年月日 件 名

２１．８．７ 【共同発表】シンポジウム「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」～革新的技術の農
業現場での利用に向けて～の開催について

２１．８．１８ 食料生産・消費に伴う環境への窒素流出と水質汚染の変化を推定するモデルを開発－将来の食料需給や農
業生産の変化が環境に与える影響の予測への利用が期待－

２１．８．２１ カドミウム高吸収イネ品種によるカドミウム汚染水田の浄化技術（ファイトレメディエーション）を開発
－新たな低コスト土壌浄化対策技術として期待－

２１．１０．１ ＭＡＲＣＯシンポジウム２００９「モンスーンアジアにおける農業環境問題と研究の課題」－アジアの農業に
共通する環境問題と研究開発を議論－

２１．１０．２１ 【共同発表】研究成果発表会「地球温暖化と農林水産業」の開催について

２１．１０．２６ 【環境研究機関連絡会】第７回環境研究機関連絡会成果発表会「自然と共生する社会をつくる」の開催に
ついて（お知らせ）

２１．１０．２６ 【共同発表】シンポジウム「農業に有用な生物多様性の指標開発」（第２回）の開催について

２１．１１．６ 【共同発表】第１回「新農業展開ゲノムプロジェクト」シンポジウムの開催について

２１．１１．１９ 微粉末活性炭タブレット（錠剤）による水浄化技術を開発－水中の有害化学物質の吸着・拡散防止がより
簡単・迅速・安全に－

２１．１２．１４ 【共同発表】第２回「新農業展開ゲノムプロジェクト」シンポジウムの開催について

２２．１．２６ 【共同発表】第３回「新農業展開ゲノムプロジェクト」シンポジウムの開催について

２２．２．９ 農業統計情報メッシュデータ閲覧システムを公開－１kmメッシュごとの農作物の栽培面積が一目でわか
る－
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２）個別取材一覧

取材日 報道日 件 名 取材機関 対応者

２１．４．１３
２１．４．１４

２１．４．１４ 固体発酵法について テレビ東京 北本 宏子
堀田 光生

２１．４．１７ 地方の報道
機関に配信

バイオエタノール生産のための固体発行方法について 共同通信社 北本 宏子
堀田 光生

２１．４．１７ ２１．４．２７
～５．２

一般公開会場でのインタビュー録画撮影（外来植物、歴
史的農業環境閲覧システム、土壌モノリス）

（財）研究学園都市コミ
ュニティケーブルサービ
ス

藤井 義晴
岩崎 亘典
大倉 利明

２１．４．３０ カドミウム汚染土壌の修復技術研究と日中間の研究交流 参議院環境委員会調査室 荒尾 知人

２１．５．１０
２１．５．１８

２１．６．２０ 静岡県掛川市に成立する茶草場の生物多様性について 朝日新聞 楠本 良延

２１．５．１１ ２１年７月
号

気候変化による世界の穀物生産への影響について 日経エコロジー 横沢 正幸

２１．５．１２ ２１．６．２５
２１．６．２６

外来植物の蔓延と土壌特性の関係について 朝日新聞 平舘俊太郎

２１．５．１４ 紫外線が農作物に及ぼす影響について 日本農業新聞 野内 勇
井手 任

２１．５．２９ ２１．５．２９ 研究所の仕事、女性研究員の実情など ラヂオつくば 大浦 典子

２１．６．３ 農薬の環境安全性について 日本テレビ 與語 靖洋

２１．６．５ ２１．８月号 水田の生物多様性について ソトコト 山本 勝利

２１．６．１０ 世界におけるカドミウムによる土壌汚染被害の状況につ
いて

ＮＨＫ国際放送局 荒尾 知人

２１．６．２２ ２１．６．２６ 水田でサギ類が採食するオタマジャクシの数について 朝日新聞 天野 達也

２１．６．２６ 除草剤抵抗性雑草について ＮＨＫ 與語 靖洋

２１．７．１４ ２１．８．１２ コメに及ぼす温暖化の影響について ＴＢＳ
「The NEWS」

長谷川利拡

２１．７．１４ ２１．８．１２ イネの生育・収量に及ぼす温暖化の影響について ＴＢＳ
「The NEWS」

長谷川利拡
酒井 英光

２１．７．２９ 関東のカワヒバリガイについて ㈱ザ・ファクトリー 伊藤 健二

２１．７．３０ ２１．１０．１ 研究者紹介 秋田県立大学 八木 一行

２１．７．３０
２１．８．４

２１．８．２０ 静岡県掛川市に成立する茶草場の生物多様性について 読売新聞 楠本 良延

２１．８．４ 地方の報道
機関に配信

コガタシマトビケラのマニュアルについて 共同通信社 横山 淳史
堀尾 剛

２１．８．６ 作物気象データベースと今年の冷夏の農作物への影響に
ついて

ＮＨＫ 吉本真由美

２１．８．２７ ２２．８．１４
２２．８．２１

生物はなぜ進化して来たのか？ なぜ、これほどの多様
性に溢れているのか？

アース・スピリット 三中 信宏
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取材日 報道日 件 名 取材機関 対応者

２１．９．１ 地球が寒冷化した場合の農業への影響 講談社 フライデー編
集部

桑形 恒男

２１．９．２ ２１．１１月号 水田の生物多様性について ソトコト 山本 勝利

２１．９．１８ 北海道で確認された新害虫ヘリキスジノメイガについて 日本農業新聞 吉松 慎一

２１．１０．２ ２１．１１．１７ 昆虫ゲノム研究を害虫防除にどのように生かすのか？
（アブラムシを例に）

朝日新聞 鈴木 健

２１．１０．１６ 東アジアにおける食料生産の変化と窒素による水質影響
について

（株）映像館 新藤 純子

２１．１０．２３ ２２．９．２１
２２．９．２８

国内で発見された遺伝子組換えナタネと在来種との交雑
について

朝日新聞 廉沢 敏弘

２１．１０．２６ ２１．１１．６
２１．１１．１３
２１．１１．２０
２１．１１．２７

バイオ燃料って何？ （株）青耕社（ＦＭ青森
番組制作会社）

北本 宏子

２１．１０．２６ ２１．１０．２９ 生分解性プラスティックを分解するカビの培養について 化学工業日報 小板橋基夫

２１．１０．２６
２１．１１．１０

２１．１１．１６ 糸状菌の生産する揮発性抗菌物質 化学工業日報 小板橋基夫

２１．１０．２７ ２１．１１．１７ 研究成果「ため池の多様なトンボ類を守るためには、池
の環境だけではなく、池の配置も重要です」について

毎日新聞 山中 武彦

２１．１０．２８ ２１．１０．３１ 農林水産省委託プロジェクト研究「農業に有用な生物多
様性の指標及び評価手法の開発」について

日本農業新聞
中部支部

田中 幸一

２１．１１．１２ 「２００９年夏季の低日照が水稲作況低下に影響」について ＮＨＫ報道局
科学文化部

西森 基貴

２１．１１．１６
～１２．３

２２．３月号 日本の管理されたランドスケープまたは二次的自然につ
いて

The Japan Journal 山本 勝利

２１．１１．１８ eDNAプロジェクト等について ＮＨＫ 對馬 誠也

２１．１１．１９ 食料生産と窒素負荷、水質に与える影響について ＮＨＫ報道局
科学文化部

新藤 純子

２１．１１．２５ ２１．１２．６ 温暖化による土壌の変化 日本経済新聞 谷山 一郎

２１．１２．１５ ２２．１．８ 活性炭タブレットによる水浄化方法の開発経緯及び展望 朝日新聞 殷 熙洙

２１．１２．２４ 海外の遺伝子組換え作物の栽培上の問題点などについて 朝日新聞
科学グループ

白井 洋一

２１．１２．２４ ２２．１．１４ 農林水産省委託プロジェクト研究「農業に有用な生物多
様性の指標及び評価手法の開発」について

朝日新聞
科学グループ

田中 幸一

２１．１２．２９ ２１．１．４ 土壌炭素蓄積について 信濃毎日新聞 谷山 一郎

２２．１．１３ ２２．２．２２ 重金属問題について 東京新聞生活部 西尾 隆

２２．１．２０ ２２．２．１０ 地球温暖化対策～温室効果ガス採取装置（ASGG）につ
いて

（環境新聞）
グリンブルー（株）

須藤 重人
秋山 博子

２２．１．２６ 日本農芸化学会２０１０大会前記者発表で「生イネホールク
ロップの固体発酵によるバイオエタノール変換効率」を
大会トピックの一つとして紹介

日本農芸化学会記者会
見

北本 宏子
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３）新聞記事

取材日 報道日 件 名 取材機関 対応者

２１．２．５ ２２．４月号 法人プロで実施している、鯉渕学園内人口湿地の水質浄
化機能について

Environmental
Intelligence Agency

阿部 薫

２１．２．５
～３．１６

２２．３月～
４月

趣味などパーソナルな部分と、専門分野や現在取り組ん
でいる研究、将来展望など

ラヂオつくば 岸本 文紅
赤羽 幾子
三中 信宏
星野 裕子

２２．２．９ ２２．２．１５ 農林水産省委託プロジェクト研究「農業に有用な生物多
様性の指標及び評価手法の開発」について

しんぶん赤旗 田中 幸一

２２．２．１８ ２２．３．４ 温暖化と大気 CO２濃度の上昇がイネ生産に与える影響に
ついて

朝日新聞 桑形 恒男
長谷川利拡

２２．３．２ ２２．３．４「温暖化影響総合予想プロジェクト」の成果について 朝日新聞 横沢 正幸

２２．３．１０ カドミウム対策の技術開発動向について （株）矢野経済研究所 荒尾 知人

２２．３．１５ ２２．３．１５ カワヒバリガイの現状について ＮＨＫ
科学文化部

伊藤 健二

２２．３．２９ ２２．５．５ 雑種タンポポについて ＮＨＫエディケーショ
ナルセンター

芝池 博幸

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２１．４．１ 不思議を追って－研究室の扉を開く－／春の風景 雑種タンポポの謎 常陽新聞

２１．４．３ イネ生育 温暖化の影響推定／気象データベース 農環研公開 科学新聞

２１．４．７ バイオエタノール固体発酵で生産／農環研が開発／バイオマスを原料に 化学工業日報

２１．４．８ 技術情報／気象データベースで稲の収量予測が可能に 農業共済新聞

２１．４．８ 不思議を追って－研究室の扉を開く－／外来種「違和感」を忘れずに 常陽新聞

２１．４．８ 有害物質メラミン／分解細菌を発見／農環研、処理剤に活用 日刊工業新聞

２１．４．９ 組み換えダイズ監視の目／国内原種への影響研究進む 朝日新聞

２１．４．９ ２１年度文部科学大臣表彰者は五部門で１１８件／
科学技術賞 研究部門（植物のアレロパシー研究、藤井）、科学技術賞 理
解増進部門（ミニ農村、守山、松本、原田、井手、山本）

日刊アグリ
リサーチ

２１．４．１０ メラミン分解微生物／農環研 土壌中から発見 科学新聞

２１．４．１４ 生きものたちのＳＯＳ／カントウタンポポ／外来種による雑種化脅威／在来
種減、見分けは困難／開発が生息環境奪う

福井新聞

２１．４．１５ 不思議を追って―研究室の扉を開く―／オゾンホールと連作障害 アルコー
ルが地球を守る？

常陽新聞

２１．４．１７ 在日華人／教訓得る／黄砂の解明「私がつなぎ役」 朝日新聞

２１．４．１７ 科学技術分野の文部科学大臣表彰／「科学技術賞」研究部門４７件 科学新聞

２１．４．２５ 昆虫ゲノム 防除に有効／生物資源研などシンポ 日本農業新聞
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日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２１．４．２７ もみ殻リサイクル／農薬の吸着資材に活用 常陽新聞

２１．５．７他 再生可能なお宝探し １／飼料用のイネからエタノール 岐阜新聞他（共
同通信社配信）

２１．５．８ 貴重植物生息 茶草場に確認 日本農業新聞

２１．５．１８ 農業環境技術研究所／微生物でメラミン分解／エコタウン事業進展に期待 東京新聞

２１．５．３０ 温室効果ガス削減 排出量取引推進へ／農水省が技術分科会 日本農業新聞

２１．６．１８ 病害虫図鑑／コブノメイガ／発生予察が最重要 日本農業新聞

２１．６．１８ アグリバイオ情報発信で公開セミナー 化学工業日報

２１．６．２０ 茶畑が守る自然の宝庫／周辺の採草地「茶草場」／絶滅危惧種も健在／静岡・
鹿児島に現存

朝日新聞

２１．６．２５ 国土改造で外来種が増殖／河川改修 水に浮く種有利に／土壌改良 酸性度
弱まり定着

朝日新聞

２１．６．２６ オタマジャクシ 空から／鳥か 空で餌を吐く姿目撃／気象か 竜巻の観測
なく、つむじ風説

朝日新聞

２１．７．５ 第１５回農作物病害虫防除フォーラム開く／「病害虫防除対策の革新的技術展
開に向けて」テーマに

新農林技術新聞

２１．７．９ 周年放牧 確立へ／プロジェクト立ち上げ／農業・食品産業総合研究機構 日本農業新聞

２１．７．１３ 次世代環境調和型農薬でシンポジウム 化学工業日報

２１．７．１８ バイオマス資源と低炭素社会探る／２２日から横浜で装置＆材料展 日本農業新聞

２１．８．１８ モンスーンアジア農業問題でシンポ／農環研が１０月 化学工業日報

２１．８．１９ 国・地域規模の窒素循環／農環研が推定モデル、日本の流出量減少傾向 化学工業日報

２１．８．２０ 「茶草場」に豊かな植生／研究者が注目 読売新聞

２１．８．２０ 病害虫図鑑／スクミリンゴガイ／幼苗期は浅水管理 日本農業新聞

２１．８．２２ 農環研がカドミ田対策／低コスト技術開発 日本農業新聞

２１．８．２４ カドミウム汚染水田を浄化／農業環境技術研など／高吸収イネによる新技術
開発

常陽新聞

２１．８．２４ カドミウム高吸収イネ利用／汚染水田浄化技術を確立／コスト大幅削減 世
界初実用目指す／農環研、三菱化学など

化学工業日報

２１．８．２４ カドミウム汚染／イネを使い水田浄化／農業環境研などコスト７分の１ 日経産業新聞

２１．８．２５ 食料生産の環境影響予測／河川に流出の窒素量で推計／農環研が新手法 日刊工業新聞

２１．８．２９ 水質汚染の変化を推定／農環研がモデル開発 日本農業新聞

２１．８．３１ イネ使い水田浄化／農環研が低コスト手法／カドミウム吸収 日刊工業新聞

２１．９．５ ポストゲノム時代の害虫防除研究のあり方／「次世代農薬への挑戦―抵抗性
機構の解明」で８氏講演

新農林技術新聞

２１．９．９他 トビケラで農薬毒性試験／農環研 新たな手法開発 中部経済新聞他
（共同通信社配信）

２１．９．１０ 落ち葉から土壌有機物へ／分解・変化の過程解明 化学工業日報
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日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２１．９．１０ ６研究機関・男女共同参画宣言を発表／つくばで合同シンポジウム 常陽新聞

２１．９．１１ 最新解析法を紹介／技術会議が土壌微生物シンポ 日本農業新聞

２１．９．１６ カドミ高吸収米でファイレメ開発／農環研等／客土コストの７分の１ 環境新聞

２１．９．１７ 農薬汚染対策技術／カボチャ殺虫剤向け確立／「ディルドリン手法」適用／
低吸収性品種など利用

化学工業日報

２１．９．２３ 農業環境技術研究所と農林水産技術会議がシンポジウム／土壌微生物相の解
析法確立 病害低減技術開発へ／微生物のＤＮＡを抽出 分析結果はデータ
ベース化

農業共済新聞

２１．１０．５ 第９回有機化学物質研究会・第２６回農薬環境動態研究会開催／「水田から流
出する農薬の水系への影響」テーマに／第２部・研究における取り組み

新農林技術新聞

２１．１０．７ 私たちが主役になる未来の農業を消さないで！／温暖化を想定した将来のコ
メ収量予測

日本農業新聞

２１．１０．７ 「地球温暖化と農林水産業」研究発表会 化学工業日報

２１．１０．２１ サイエンスカフェ「容疑者Ｎの変身」 化学工業日報

２１．１０．２５ 分類思考の世界 三中信宏／「種」は実存するか 読売新聞

２１．１０．２６ 温暖化テーマに研究成果発表会 日刊工業新聞

２１．１０．２６ 農水技術会議 廃止の危機／「研究の軽視・後退招く」 しんぶん赤旗

２１．１０．２８ コメの作柄低下要因／農環研・作物ＤＢ用い解析／低温から日照不足シフト 化学工業日報

２１．１０．２９ 生分解プラを強力分解／カビ生産酵素液の大量培養法めど／ほ場試験、来年
にも

化学工業日報

２１．１０．３１ 生物多様性条約締約国会議 名古屋開催まで１年／「指標」開発 研究急ぐ 日本農業新聞
中部版

２１．１１．３ 秋の受勲受賞者／農水省所管分（瑞宝中綬章受賞 永田徹元所長） 日本農業新聞

２１．１１．３ 秋の叙勲県内受章者 常陽新聞

２１．１１．６ 京都議定書削減目標／農地で炭素８．５％減／農水省発表会温暖化防止で試算 日本農業新聞

２１．１１．１０ 農環研サイエンスカフェ「容疑者Ｎの変身」 日本経済新聞

２１．１１．１０ 環境研究機関連絡会成果発表会 日本農業新聞

２１．１１．１２ 農業保全へ成果を発表／環境研究機関連絡会 日本農業新聞

２１．１１．１２ サイエンスカフェ「容疑者Ｎの変身」 茨城新聞

２１．１１．１３ 野茶研が温暖化研究会／減肥し温室ガス削減 日本農業新聞

２１．１１．１６ 抗菌物質産生する糸状菌／農環研が発見／揮発して拡散 作物病害に効果／
農薬、家庭製品に応用へ

化学工業日報

２１．１１．１７ ゲノム解読 カイコの次は？／国内外から注目／害虫防除に期待 朝日新聞

２１．１１．１７ 科学のまちから／農業環境技術研究所／トンボ生育に適した環境分析 毎日新聞

２１．１１．１７ 汚染土壌の浄化技術／カドミウムをイネ使い吸収 茨城新聞

２１．１１．１８ 民間、若手の優秀研究者表彰；農水省／農林水産技術会議会長賞 村上（秋山） 日本農業新聞

２１．１１．２０ 第１回「新農業展開ゲノムプロジェクト」シンポジウム 科学新聞
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日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２１．１１．２０ 活性炭タブレットで水浄化／有害化学物質を効果的に吸着／新技術を開発／
農環研など

常陽新聞

２１．１１．２０ 微粉末活性炭を錠剤化／農環研など 水質浄化技術を開発 化学工業日報

２１．１１．２２ 分類思考の世界／三中信宏著／「種は実在しない」圧倒的な主張 日本経済新聞

２１．１１．２４ 有害物質、素早く吸着／農環研 錠剤型の活性炭開発 日刊工業新聞

２１．１１．２５ 温暖化に対応する技術 最新の研究成果／㊦温室効果ガスの削減対策／簡易
耕起や有機物多投 土壌炭素の損失量低減

農業共済新聞

２１．１１．２６ 若手研究者 １１人を表彰／農学会／日本農学進歩賞 清家 日本農業新聞

２１．１１．２７ 微粉末活性炭タブレット 全国農業新聞

２１．１１．２９ 温暖化に対応する稲作技術探る／新潟でフォーラム 日本農業新聞

２１．１１．３０ 農業環境技術研究所／「活性炭」粉末 錠剤化に成功 毎日新聞

２１．１２．４ 微粉末活性炭を錠剤化／迅速安全 水浄化技術を開発 科学新聞

２１．１２．５ ＧＭ管理技術検討／農水省イネゲノムプロジェクト 日本農業新聞

２１．１２．６ 土壌に異変 温暖化の影／雑草増加の一因 CO２放出源にも 日本経済新聞

２１．１２．２０ 植物保護シンポジウム／気候変動と農業科学―植物保護を考える 新農林技術新聞

２１．１２．２２ ０９年の１０大農林水産研究成果 化学工業日報

２１．１２．３１ ０９年農林水産技術会議選定 光る研究成果 トップ１０／７位 カドミ汚染水
田を高吸収稲で浄化 安価に広い範囲処理

日本農業新聞

２２．１．４ 農地蓄える炭素１６％減／有機肥料の減少で／県内 同一面積当たり２５年前と
比較／「有機」手間と経費課題／県内農業 温暖化対策は急務

信濃毎日新聞

２２．１．６ 活性炭錠剤で汚染水を浄化／農環研などの研究チーム開発 読売新聞

２２．１．８ 「錠剤活性炭」で水浄化／農業環境技研で開発進む／粉末、まんべんなく分散 朝日新聞

２２．１．１４ 今年は国際生物多様性年／生物のすみ心地 数値化／都心の再開発計画に
“お墨付き”判定役は鳥やチョウ

朝日新聞

２２．１．１５ ０９年農林水産研究成果１０大トピックス／期待集める新技術⑦カドミ汚染、稲
で浄化－

全国農業新聞

２２．１．２１ ＥＵなど規制強化で使用可能な農薬減少／薬剤抵抗性の発達に懸念／日植防
がシンポジウム

化学工業日報

２２．１．２７ 日本植物防疫協会がシンポジウム／薬剤抵抗性を考える／農薬の連続使用を
避け各種防除法の導入を

農業共済新聞

２２．１．２９ ゲノムプロジェクトシンポジウム第３回「新農業展開ゲノムプロジェクト」 化学工業日報

２２．２．３ 注目される１０大成果㊦ ２００９年農林水産研究／カドミウム汚染水田を稲で浄
化する技術を開発

農業共済新聞

２２．２．５ 日植防シンポジウム「薬剤抵抗性を考える」開催／講演要旨 殺菌剤耐性菌
とその対策に関する国際動向：（独）農業環境技術研究所 石井英夫

新農林技術新聞

２２．２．１０ １㎞ごとに栽培面積データ表示／炭素蓄積量推定も可能／農環研がシステム
構築

化学工業日報
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４）テレビ・ラジオ等

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２２．２．１０ １キロ四方ごとに農作物の栽培面積など表示／データ閲覧システム公開／つ
くばの農業環境技研

常陽新聞

２２．２．１０ ［重要性高まる農業分野の温室効果ガス対策／農環研とグリーンブルーが共
同開発／ガス自動採取装置で高精度測定を／従来に比べ飛躍的な省力化と正
確性向上を実現／［座談会］秋山、須藤、谷（グリーンブルー社長）

環境新聞

２２．２．１１ 「冬を越す昆虫たちを探そう」 茨城新聞

２２．２．１３ 追跡２０１０茨城の水源／塩分をめぐる各種用水の水質基準１０／（水質と作物栽培） 常陽新聞

２２．２．１５ 今年は「国際生物多様性年」／生き物・環境と農業両立へ／指標生物 カエ
ル、クモ、トンボで計る

しんぶん赤旗

２２．２．１９ メッシュ地図で栽培情報 全国農業新聞

２２．２．２２ 身の回りの重金属子どもに影響は？／大気、水通し体内に／過剰摂取しなけ
れば害はなし

東京新聞

２２．２．２３ 農地をメッシュ化 閲覧システム公開／農環研 日本農業新聞

２２．３．４ コメづくり 温暖化に備え／CO２濃度の影響探る実験進む／「今世紀の中ご
ろ」収量１４％増／気温上昇続けば減る恐れも

朝日新聞

２２．３．５ 第２０回殺菌剤耐性菌研究会シンポジウム 新農林技術新聞

２２．３．６ 追跡２０１０茨城の水源／塩分をめぐる各種用水の水質基準１５／農環研 小河川
で付加要因究明

常陽新聞

２２．３．２０ 追跡２０１０茨城の水源／塩分をめぐる各種用水の水質基準１９／汎用化、田畑輪
換進む／各地で水質影響を調査

常陽新聞

２２．３．２４ 客土に替わる工法確立 急がれる「カドミ対策」／期待されるファイトレメ、
電気修復法／国内７５００ヘクタールの水田が新基準で対象か

環境新聞

２２．３．２７ 追跡２０１０茨城の水源／塩分をめぐる各種用水の水質基準２１／畑作地帯で高い
窒素・地下水集落成立期で相違

常陽新聞

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２１．４．１
２１．４．７

「おはよう日本」メラミンを分解する微生物発見 ＮＨＫ総合

２１．４．７ 「ＮＨＫラジオニュース」メラミンを分解する微生物発見 ＮＨＫラジオ第１

２１．４．１４ 「NEWS FINE！」新バイオ燃料に古来の技 テレビ東京

２１．４．２７
～５．２

「街の話題」第５０回科学技術週間（独）農業環境技術研究所 一般公開 （財）研究学園都市
コミュニティケーブ
ルサービス

２１．５．２９ 研究所の仕事、女性研究員の実状など ラヂオつくば

２１．８．１２ 「The NEWS」イネに及ぼす温暖化の影響 ＴＢＳ

２１．１１．６、
１３、２０、２７

「エネルギーコミュニケーション」バイオ燃料って何？ ＦＭ青森

２１．１１．２０ 「ニュースワイド茨城」水中の有害物質取り除く錠剤開発 ＮＨＫ水戸放送局
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３．一般向け行事及び来訪者

（１）一般向け行事

１）農業環境技術研究所で実施した行事

行 事 名：科学技術週間に伴う農業環境研究所一般公開「未来につなげよう 安全な農業と環境」

開 催 日：平成２１年４月１７日

来 訪 者：約１，０８０名

行 事 名：つくばちびっ子博士２００９－昆虫採集教室・農業環境インベントリー展示館見学－

開 催 日：平成２１年７月２２日（昆虫採集教室）

平成２１年７月２９日、８月１９日（農業環境インベントリー展示館見学）

参 加 者：２２３名（父兄除く小中学生）

行 事 名：サマー・サイエンスキャンプ２００９

開 催 日：平成２１年８月５日～８月７日

参 加 者：８名（高校生）

２）農業環境技術研究所外で実施した行事

行 事 名：科学技術週間に伴う農業環境研究所一般公開 企画展示

開 催 日：平成２１年４月１８日

開催場所：農林水産技術会議事務局筑波事務所

来 訪 者：約１，１７５名

行 事 名：農環研サイエンスカフェ「容疑者Ｎの変身」

開 催 日：平成２１年１１月１４日

開催場所：レストラン滝（つくばエキスポセンター内）

参 加 者：２５名

行 事 名：つくば科学フェスティバル２００９「活性炭で水をキレイにしてみよう」

開 催 日：平成２１年１２月１９日～２０日

開催場所：つくばカピオ

行 事 名：農環研イベント「冬を越す昆虫たちを探そう」

開 催 日：平成２２年２月２７日～２８日

開催場所：食と農の科学館

来 訪 者：１３１名

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２２．２．９
２２．３．９

「ニュース」「ＮＨＫニュース おはよう日本」農作物の作付状況の閲覧シス
テム開発

ＮＨＫ水戸放送局
ＮＨＫ総合

２２．３．１、
８、１５、２２

「リサーチ・エクスプレス」研究者や研究所の仕事の紹介 ラヂオつくば

２２．３．１５ 「首都圏ネットワーク」「首都圏ニュース８４」カワヒバリガイ関東で分布拡大 ＮＨＫ総合
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（２）その他の見学者・来訪者

平成２１年度は、一般見学等６２件９３８名を受け入れた。

年 月 件数 人数 年 月 件数 人数

平成２１年４月 ２ ６２ 平成２１年１０月 ５ ９２

５月 ５ ６０ １１月 ６ １２４

６月 ８ １２０ １２月 ３ ４

７月 １７ ２５７ 平成２２年１月 ２ ３１

８月 ８ １２０ ２月 ３ ２４

９月 １ ３０ ３月 ２ １４
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１．共同研究

（１）国内

平成２１年度は、共同研究契約にもとづく２６件の共同研究を実施した。相手先は公設試験研究機関２件、独立行政法人

７件、大学等７件、民間１２（延べ数）であった（相手先が複数の共同研究がある）。

（２）国外

ＭＯＵの下で次の機関と研究協力を実施した。

１）大韓民国農村振興庁国立農業科学院（旧農業科学技術院）：共同研究実施。合同検討会の開催。

２）中国科学院南京土壌研究所：JST戦略的国際科学技術協力推進事業の実施。

３）New Zealand’s foremost environmental research organization：共同研究実施。研究者の招聘。

４）ドイツ・ボン大学開発研究センター：研究者の招聘。

５）ペルーアマゾン研究所：生物系特定産業技術研究支援センターイノベーション創出基礎的研究推進事業「アレロ

ケミカルの探索と新規生理活性物質の開発」に基づく共同研究。研究者の交流（招へいと受入）。

６）ペルーラモリナ農業大学：生物系特定産業技術研究支援センターイノベーション創出基礎的研究推進事業「アレ

ロケミカルの探索と新規生理活性物質の開発」に基づく共同研究。研究者の交流（招へいと受入）。

韓国・アメリカ・ドイツの研究機関と「新規水質汚染物質に対する多成分残留分析法開発」について共同研究契約に

基づく４カ国共同研究を実施。

２．行政等からの要請による委員会等への専門家の派遣一覧

IV．研究・技術協力

主催者名 委員会名 役職

（社）日本環境測定分析協会 環境測定分析士委員会 委員

柏市 柏市緑の基本計画策定委員会 策定委員

静岡県浜松土木事務所 佐鳴湖浄化対策専門委員会 佐鳴湖浄化
対策専門委
員会委員

（社）日本草地畜産種子協会 循環型畜産の確立に向けた調査普及事業（環境に配慮した草地飼料畑の持続的
生産体系調査事業）における環境保全推進委員会

委員

農林水産省大臣官房環境バイオ
マス政策課

地球環境問題に関する有識者会議 委員

文部科学大臣、環境大臣 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律施行
規則第１０条の規定に基づき文部科学大臣及び環境大臣が意見を聞く学識経験者

学識経験者

つくば市 つくば市景観審議会 審議会委員

農林水産省大臣官房 食料・農業・農村政策審議会 専門委員

農林水産省生産局 今後の環境保全型農業に関する検討会 委員

農林水産省農林水産技術会議事務局 地球温暖化対策研究推進委員会 委員

千葉県 千葉県試験研究機関評価委員会環境研究センター課題評価専門部会 構成員

内閣府食品安全委員会事務局 食品安全委員会 専門委員

つくば市 つくば市環境審議会 審議会委員

（独）国際農林水産業研究センター 英文誌「JARQ」 編集委員
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主催者名 委員会名 役職

（社）日本下水道協会 「再生と利用」編集委員会 委員

（株）リバネス 宇宙種管理委員会 委員

富山県 富山県環境審議会専門部会 専門員

熊本県 荒尾市浦川流域化学物質汚染対策検討委員会 委員

環境省水・大気環境局 中央環境審議会 専門委員

農林水産省大臣官房環境バイオ
マス政策課

国際バイオ燃料基準検討会議 委員

文部科学大臣、環境大臣 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律施行
規則第１０条の規定に基づき文部科学大臣及び環境大臣が意見を聴く学識経験者

学識経験者

内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP/WCRP合同分科会 連携会員

内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP/WCRP合同分科会
GLP小委員会

小委員会委
員

内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP/WCRP合同分科会
MAHASRI小委員会

小委員会委
員

（独）種苗管理センター （独）種苗管理センター調査研究評価委員会 委員

東京農業大学大学院農学研究科 東京農業大学大学院農学研究科学位論文審査委員会 委員

（独）新エネルギー・産業技術総
合開発機構研究開発推進部

テーマ公募型事業に係わる申請書の事前書面審査（ピアレビュー） 審査員

農林水産省農村振興局 中山間地域等総合対策検討会 委員

大学共同利用機関法人人間文化
研究機構総合地球環境学研究所

平成２１年度総合地球環境学研究所研究プロジェクト（アラブ社会におけるなり
わい生態系の研究－ポスト石油時代に向けて－）

共同研究員

農林水産省大臣官房統計部 水稲の作柄に関する委員会 委員

OSGeo財団日本支部 ２００９年度 OSGeo財団日本支部総会、運営委員会 運営委員

国立大学法人東京大学地球観測
データ統融合連携研究機構

「データ統合・解析システム」研究開発推進委員会 委員

農林水産省大臣官房統計部
（（財）リモート・センシング技術
センター受託）

「水稲作付面積調査における衛星画像活用事業」に係る検討委員会 委員

農林水産省大臣官房環境バイオ
マス政策課

農林水産業における排出量取引の国内統合市場の試行的実施等推進検討会 検討会委員

農林水産大臣、環境大臣 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律施行
規則第１０条の規定に基づき農林水産大臣及び環境大臣が意見を聴く学識経験者

学識経験者

（財）日本植物調節剤研究協会 緑地管理除草剤薬効薬害試験委員会 専門調査員

農林水産省農林水産技術会議事
務局、環境省自然環境局

平成２１年度生物多様性影響評価検討会 委員

北海道環境生活部 平成２１年度エゾシカ保護管理検討会 委員

北海道環境生活部 渡島半島地域ヒグマ保護管理計画見直し検討会 委員

文部科学省高等教育局 大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会） 専門委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

「第１種使用規程承認組換え作物栽培実験指針」検討会 委員

（独）農業・食品産業技術総合研究
機構九州沖縄農業研究センター

農研機構交付金プロジェクト研究「水稲および牛の病原ウイルス媒介昆虫の海
外飛来現象の解明と飛来予測技術の開発」評価会議

評価委員

環境省水・大気環境局 中央環境審議会 専門委員

（財）資源・環境観測解析センター PALSAR（フェイズドアレイ方式Ｌバンド合成開口レーダ）データ利用委員会 委員

農林水産省経営局（北海道農業
共済組合連合会受託）

衛星画像を活用した損害評価方法の確立検討会 検討委員
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主催者名 委員会名 役職

（独）日本原子力研究開発機構 施設利用協議会 専門委員

（財）電力中央研究所環境科学研
究所

環境省アドバイザリーボード会合（Ba-０８６）－平成２１年度 アドバイザー

（独）宇宙航空研究開発機構
（学校法人東海大学情報技術セ
ンター受託）

地球環境変動観測ミッション（GCOM）総合委員会 委員

内閣府食品安全委員会（（株）東
レリサーチセンター受託）

平成２１年度内閣府食品安全委員会事務局委託業務「農薬等のポジティブリスト
制度における対象外物質の食品健康影響評価に関する情報収集調査」

アドバイザー

青森県（（財）環境科学技術研究
所受託）

放射性物質形態別移行調査検討委員会 委員

青森県（（財）環境科学技術研究
所受託）

微量元素葉面挙動調査検討委員会 委員

農林水産省生産局 農作物野生鳥獣被害対策アドバイザー アドバイザー

滋賀県農政水産部 滋賀県農業・水産業温暖化対策検討委員会 委員

内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・ＷCRP合同分科
会 iLEAPS小委員会

委員

全国環境研究協議会酸性雨広域
大気汚染調査研究部会

全国環境研究協議会酸性雨広域大気汚染調査研究部会 有識者

（社）日本環境測定分析協会 環境測定分析士試験・認定委員会 試験・認定委員

国営事業管理委員会（農林水産
省関東農政局農村計画部）

環境に係る情報協議会 委員

（独）国立環境研究所 地球温暖化研究検討会（温暖化研究者フォーラム） 委員

農林水産省農村振興局 国営造成施設の管理体制に係る検討委員会 委員

環境省水・大気環境局 ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会参画、ダイオキシン類環境測
定調査精度管理状況確認助言

（参画）

（財）高輝度光科学研究センター 利用研究課題審査委員会分科会 分科会レフェ
リー

農林水産省生産局 土壌炭素の貯留に関するモデル事業よる土壌炭素貯留にかかる助言、指導、技
術検討会

委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局筑波事務所

平成２１年度数値情報ワーキンググループ 委員

農林水産省生産局
（日本工営（株）東京支店受託）

平成２１年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会統括主査・主査会
議及び審査分科会

主査

農林水産省農村振興局（（財）日
本気象協会首都圏支社受託）

気候変動に伴う農地に関する影響評価調査検討会 委員

（独）農業・食品産業技術総合研
究機構農業者大学校

平成２１年度農業者大学校講義 講師

茨城県農林水産部 神栖市有機ヒ素汚染対策に係る検討会 委員

（独）日本学術振興会 特別研究員等審査会及び国際事業委員会 専門委員、書
面審査員

環境省（三菱 UFJリサーチ＆
コンサルティング（株）受託）

平成２１年度温室効果ガス排出量算定方法検討会農業分科会 委員

農林水産省（（財）残留農薬研究
所受託）

「農薬の後作物残留調査事業」検討委員会 委員

国際かんがい排水委員会日本国
内委員会

国際かんがい排水委員会（ICID）日本国内委員会 委員

農林水産省（三菱 UFJリサーチ
＆コンサルティング（株）受託）

平成２１年度農地基盤における炭素貯留手法検討委員会 委員
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主催者名 委員会名 役職

農林水産省消費・安全局
（（社）農林水産航空協会受託）

「平成２１年度有機リン系農薬の散布による周辺環境影響調査事業」事業推進検
討委員会

委員

（独）宇宙航空研究開発機構
（（財）リモート・センシング技
術センター受託）

衛星データ利用推進委員会 委員

（独）国立環境研究所 「九州北部地域における光化学越境大気汚染の実態解明」に係る客員研究員 客員研究員

農林水産省林野庁（（財）林業科
学技術振興所受託）

平成２１年度森林吸収源インベントリ情報整備事業（林地への窒素施肥、石灰散
布の実態把握等）に関する委員会

委員

環境省地球環境局 平成２１年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会（生態影響分科会） 検討員

（独）農業・食品産業技術総合研
究機構北海道農業研究センター

農研機構交付金プロジェクト研究「広域連携栽培試験による温暖化適応型水稲
栽培シナリオの提示」評価会議

評価委員

（独）農業・食品産業技術総合研
究機構北海道農業研究センター

農研機構交付金プロジェクト研究「農業生産からの温室効果ガス発生量の低減
方法の開発」評価会議

評価委員

環境省水大気環境局土壌環境課 平成２１年度農用地土壌技術的事項検討会 委員

（独）国立環境研究所 平成２１年度水産動植物登録保留基準の運用・高度化検討委員会 委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局筑波事務所

農林水産研究情報総合センター科学技術計算システム利用促進委員会 委員

農林水産省（（財）日本水土総合
研究所受託）

平成２１年度基盤整備における農地土壌への炭素貯留に関する検討委員会 委員

農林水産省（（社）農林水産先端
技術産業振興センター受託）

「産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業」研究推進会議 研究推進会
議委員

環境省環境保健部（日本エヌ・
ユー・エス（株）受託）

平成２１年度新規 POPs等研究会 委員

（独）国際農林水産業研究セン
ター

独立行政法人国際農林水産業研究センター中期計画評価会議分科会 専門評価委
員

環境省（（国）東京農工大学受託） 環境省平成２１年度農用地土壌環境調査手法等検討調査（検討・解析）検討会 委員

農林水産省（（株）三菱化学テク
ノリサーチ受託）

「平成２１年度遺伝子組換え農作物海外実態調査」に係る委員会 委員

農林水産省（全国土地改良事業
団連合会受託）

土地改良事業換地等対策調査検討委員会 委員

環境省（（財）日本環境衛生セン
ター酸性雨研究センター受託）

平成２１年度酸性沈着の生態系影響評価ワーキンググループ 委員

環境省（（財）日本環境衛生セン
ター酸性雨研究センター受託）

平成２１年度大気モニタリングデータ総合解析ワーキンググループ 委員

（独）日本原子力研究開発機構 博士研究員に係る研究業績評価委員会 博士研究員研
究業績評価委
員会委員

環境省（三菱 UFJリサーチ＆
コンサルティング（株）受託）

平成２１年度森林等の吸収源問題に関するワーキング・グループ 委員

（独）宇宙航空研究開発機構
（（株）建設技術研究所受託）

食糧安全保障分野の地球観測衛星利用研究会 委員

大学共同利用機関法人人間文化
研究機構総合地球環境学研究所

平成２１年度総合地球環境学研究所研究プロジェクト（モンスーンアジア地域にお
ける稲作・畜産活動の大気環境負荷の研究～宇宙からの人間活動ウォッチング～）

共同研究員

環境省（（財）自然環境研究セン
ター受託）

平成２１年度農薬による陸域生態リスク評価手法確立調査 検討委員

大学共同利用機関法人人間文化研
究機構総合地球環境学研究所長

平成２１年度総合地球環境学研究所研究プロジェクト（東南アジアにおける食・
農リスク適応型の流域圏設計）

共同研究員

農業環境技術研究所年報 平成２１年度５０



主催者名 委員会名 役職

（独）新エネルギー・産業技術総
合開発機構（（国）山口大学工学
部受託）

「新エネルギー技術研究開発／バイオマスエネルギー高効率転換技術開発（先
導技術開発）」研究推進委員会

委員

環境省水・大気環境局 中央環境審議会 専門委員

国土交通省都市・地域整備局公
園緑地・景観課（（財）都市緑化
技術開発機構受託）

植生回復による CO２吸収量算定手法に関する検討委員会 委員

環境省地球環境局（（社）国際環
境研究協会受託）

平成２１年度地球環境研究企画委員会第１研究分科会事前評価専門部会 委員

農林水産省（（財）日本冷凍食品
検査協会受託）

平成２１年度生物検査実施手法検討調査委託事業 検討委員

全国土地改良事業団体連合会 平成２１年度農業農村整備優良地区コンクール選定審査会 委員

国土交通省国土技術政策総合研
究所

特定外来生物（植物）検討委員会 委員

（独）国際協力機構 中華人民共和国持続的農業技術研究開発計画（第２期－環境に優しい農業技術
開発及び普及）にかかる国内支援委員会

委員

（独）国際農林水産業研究セン
ター

独立行政法人国際農林業研究センター任期付研究職員採用試験審査 生産環境領
域外部審査
委員

（国）お茶の水女子大学 学位論文審査委員会 委員

環境省（三菱 UFJリサーチ＆
コンサルティング（株）受託）

平成２１年度温室効果ガス排出量算定方法検討会森林等の吸収源分科会 委員

（独）農林水産消費安全技術セン
ター

独立行政法人農林水産消費安全技術センター肥料等技術検討会 検討委員

IIASA日本委員会 IIASA（国際応用システム分析研究所）日本委員会 総会委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局（（社）農林水産技術情報協
会受託）

農林水産省競争的資金平成２２年度「新たな農林水産政策を推進する実用技術開
発事業」の公募における書面審査

専門評価委
員

（独）日本原子力研究開発機構 任期付研究員研究業績評価委員会 任期付研究員
研究業績評価
委員会委員

（独）農業・食品産業技術総合研
究機構生物系特定産業技術研究
支援センター

イノベーション創出基礎的研究推進事業に係る書類審査（第一次書類審査） 書類審査専
門委員

（独）森林総合研究所 独立行政法人森林総合研究所遺伝子組換え生物等第一種使用等業務安全委員会 委員

（独）農業生物資源研究所 平成２１年度独立行政法人農業生物資源研究所第１種使用規程承認遺伝子組換え
作物の使用に関する業務安全委員会

委員

人事院人材局 平成２１年度国家公務員採用Ⅰ種試験 理工Ⅳ（農芸化学） 専門委員

人事院人材局 平成２１年度国家公務員採用Ⅰ種試験 農学Ⅰ（農学） 専門委員

人事院人材局 平成２２年度国家公務員採用Ⅰ種試験 理工Ⅳ（農芸化学） 専門委員

人事院人材局 平成２２年度国家公務員採用Ⅰ種試験 農学Ⅰ（農学） 専門委員

（独）日本学術振興会 国際事業委員会書面審査員 書面審査員

（独）日本学術振興会 科研費委員会専門委員 専門委員

（独）農林水産消費安全技術セン
ター

平成２１年度 ISO／TC 34／SC 16・GMO規格作業部会 検討委員

（独）森林総合研究所 森林吸収源インベントリ整備事業（枯死木、リター、土壌等の炭素蓄積量の把
握）検討会

検討委員
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３．海外機関との連携

国際研究コンソーシアムの構築

農業環境問題の解決に向けアジア地域の国際連携が重要性を増していること、また、本研究所がイニシアチブをとり

つつアジアの農業環境研究を推進していくため、１０月につくば市において、モンスーンアジア農業環境研究コンソーシ

アム（MARCO）シンポジウム２００９「モンスーンアジアにおける農業環境問題と研究の課題」を開催した。このシンポ

ジウムには、２６カ国から４４５人が参加し、重金属汚染問題、地球温暖化問題、農業生態系と生物多様性の問題などにつ

いて、全体会議やワークショップの場で３日間にわたり活発な議論や情報交換がなされた。

国際研究機関や研究者との共同研究、連携強化

国際会議の開催、MOUに基づく国際共同研究、JSPS等の制度などによって、海外機関から８２人の研究者の受入を行

った。本研究所の海外からの研究者の受け入れは、年間２０～５０人程度で年次変動が大きいが、平成２１年度はMARCO

シンポジウムにより、特に多数の研究者を受け入れた。また、国際的人材育成のため３人を、所内派遣制度、JSPS等

の制度に基づいて、長期在外研究に派遣するなど国際研究機関等への研究者の派遣を実施した。また、新たに２件の

MOUを締結した。

海外の研究機関と共催で、国際会議「東アジアの陸域生態系における炭素窒素循環とその環境影響」及び「農薬及び

POPsの土壌残留と食の安全に関する国際セミナー」の２件の国際会議、セミナーを海外で開催し、研究情報の交換を

行った。

また、国際協力機構（JICA）に協力し、本研究所において、海外の研究者等に農業環境保全のための技術の研修を

実施している。平成２１年度は「窒素・リンによる環境負荷の削減に向けた取組」等１１件の研修を行った。

主催者名 委員会名 役職

（独）農林水産消費安全技術セン
ター

平成２１年度肥料等技術検討会 検討委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局筑波事務所

平成２１年度農学情報資源システム運営会議 委員

環境省自然環境局（特定非営利
活動法人バードリサーチ）

平成２１年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業シギ・チドリ類解析ワー
キング検討会

委員

（財）日本農業研究所 第２４回（平成２１年度）日本農業研究所賞選考委員会 委員
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４．受入研究員等一覧

制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

ＪＳＰＳ特別研究員 物質循環研究領域 １ 筑波大学農学研究科
PD

２０．４．１～
２３．３．３１

農耕地における地下浸透水への溶存温室効果ガス排
出量を決定する要因の解明

生物多様性研究領域 １ 北海道大学大学院農学
研究科 PD

２１．４．１～
２３．３．３１

社会性ハダニにおける攻撃性の異なる２型の分化・
維持機構の解明

ＪＳＰＳ外国人特別研究員 大気環境研究領域 １ 中国科学技術院南京土
壌研究所

２１．７．１～
２３．６．３０

大気 CO２増加に対する水稲成長応答の品種間差異の
メカニズムの解明

ＪＳＰＳ外国人招聘研究者 大気環境研究領域 １ 国際イネ研究所 ２１．６．１５～
２１．１１．１５

夜温上昇が水稲の器官形成と収量に及ぼす影響の解
明

理事長 １ オランダ ワーヘニン
ゲン大学

２１．３．２～
２１．４．９

「自然管理農業」のエコシステムサービスに関する
比較研究

大気環境研究領域 １ 中国科学院地理科学資
源研究所

２２．３．１１～
２２．５．８

日中連携によるアジア陸域生態系炭素循環研究の推
進

ＪＩＣＡ日系研修生 生物多様性研究領域 １ サンパウロ大学 ２１．１０．１３～
２１．１２．１１

Brachiaria属植物のアレロパシー作用の検証と作用
物質の同定に関する手法の習得

ＪＳＰＳサマー・プログラ
ム外国人研究者

農業環境インベント
リーセンター

１ University of Kansas ２１．６．２３～
２１．８．２４

ウインターインスティテ
ュート研究生

土壌環境研究領域 １ Gwangju Institute of
Science and Technology

２２．１．８～
２２．２．１８

受入研究員 生物生態機能研究領域 １ 野菜茶業研究所 ２１．４．８～
２３．３．３１

eDNAプロジェクトにおけるデータの比較解析

物質循環研究領域 １ United State Department
of Agriculture, Agricul-
tural Research Service
(USDA-ARS)

２１．６．１６～
２１．８．１５

OECDフェローシップによる共同研究

生物多様性研究領域 １ Landcare Research New
Zealand Ltd.

２１．６．２４～
２１．７．１

ランドケアリサーチと農環研のMOUに基づく共同
研究および研究打合せ及び調査

生態系計測研究領域 １ International Geo-
information Sciences
and Earth Observation

２１．６．２７～
２１．７．４

衛星画像等を用いた作物生産性の広域評価

生物多様性研究領域 １ Center for Chemical
Ecology, The Pennsyl-
vania State University

２１．７．１～
２１．７．１１

「新規生理活性物質の単離同定と作用機構の検証」
共同研究打合せ・講演

大気環境研究領域 １ 国際イネ研究所 ２１．７．１２～
２１．１０．９

気温と大気湿度の組み合わせが、イネの乾物生産お
よびその分配に及ぼす影響の解明

生物多様性研究領域 １ ワルシャワ大学遺伝子バ
イオテクノロジー研究所

２１．９．１～
２１．１０．３

DNAマイクロアレイを用いたアレロケミカルが植
物遺伝子に及ぼす影響の検証

有機化学物質研究領域 ４ 韓国水資源公社 ２１．９．７～
２１．９．１８

水中における POPsの多成分一斉分析、試料採取法・
分析法の検討

土壌環境研究領域 １ 中国科学院土壌研究所 ２１．１０．１～
２１．１２．２７

土壌汚染様式と重金属の存在形態との関係解明

生物多様性研究領域 １ Natural Environment
Research Council, UK

２１．１０．１８～
２１．１０．２４

アジア・太平洋昆虫学会議における「機能的農業生
物多様性」の講演

生物多様性研究領域 １ Malaysian Agricultural
Resarch and Develop-
ment Institute

２１．１０．１８～
２１．１０．２４

アジア・太平洋昆虫学会議における「機能的農業生
物多様性」の講演

生態系計測研究領域 １ International Geo-
information Sciences
and Earth Observation

２１．１２．７～
２１．１２．１１

共同研究「宇宙利用プログラム」に関する協議打合
せ

物質循環研究領域 １ 中国科学院南京土壌研
究所

２２．１．１０～
２２．２．１０

「日本と中国の農業生態系流域における窒素循環お
よびその水質に及ぼす影響に関する比較研究」にお
ける物質循環モデルの比較検討

有機化学物質研究領域 １ 中国科学院南京土壌研
究所

２２．１．１２～
２２．３．３１

有機ヒ素分解菌を用いた有機ヒ素分解・無機化能向
上

物質循環研究領域 ２ Malaysian Meteorologi-
cal Department

２２．２．２０～
２２．２．２４

「東アジアにおける生態系の酸性化・窒素流出の集水
域モデルによる予測に関する研究」ワークショップ

IV．研究・技術協力 ５３



制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

受入研究員 物質循環研究領域 １ Forest Research and
Development Bureau,
Thailand

２２．２．２０～
２２．２．２４

「東アジアにおける生態系の酸性化・窒素流出の集水
域モデルによる予測に関する研究」ワークショップ

物質循環研究領域 １ Environmental Research
and Training Center,
Thailand

２２．２．２０～
２２．２．２４

「東アジアにおける生態系の酸性化・窒素流出の集水
域モデルによる予測に関する研究」ワークショップ

物質循環研究領域 １ Silviculture Research
Division, Royal Forest
Department, Thailand

２２．２．２０～
２２．２．２４

「東アジアにおける生態系の酸性化・窒素流出の集水
域モデルによる予測に関する研究」ワークショップ

生物多様性研究領域 １ 近畿大学農学部 ２２．２．２２～
２２．２．２５

空間統計解析の演習とデータ解析の実演（タバココ
ナジラミと植物ウイルス CCYVの発生パターンと
地理的要因の特定）

物質循環研究領域 １ 北海道大学大学院農学
研究科

２２．２．２２～
２２．２．２６

硝酸塩中の窒素、酸素安定同位体自然存在比による
物質循環評価に関する分析、検討

生物多様性研究領域 １ The University of Man-
chester

２２．２．２８～
２２．３．９

「農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法の開
発」打合せ、現状調査

物質循環研究領域 ２ King Mongkut’s Univ.
of Technology thonburi,
Thailand

２２．３．２１～
２２．３．２６

「タイにおける低炭素排出型エネルギー技術戦略シ
ナリオ研究」成果・計画検討

依頼研究員 物質循環研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２１．４．１３～
２２．３．２０

水稲アポプラスト液中のアスコルビン酸の定量

有機化学物質研究領域 １ 長崎県農林技術開発セ
ンター

２１．７．１～
２１．８．３１

残留農薬分析による水稲栽培の周辺環境調査

物質循環研究領域 １ 山形県農業総合研究セ
ンター

２１．７．２０～
２１．１０．２０

非栽培期間における稲わらの分解の測深に関わる技
術の基礎的な要因

物質循環研究領域 １ 河北農業大学資源環境
学院（中国）

２１．８．２４～
２２．２．２０

農耕地からの温室効果ガス発生の計測

農業環境インベント
リーセンター

１ 長野県南信農業試験場 ２１．９．２０～
２１．１２．２０

イチゴ葉上に生息する微生物を利用したイチゴの環
境負荷軽減型防除技術の開発

農業環境インベント
リーセンター

１ 宮城県農業・園芸総合
研究所

２１．９．２８～
２１．１２．２５

生物農薬施用及び化学合成農薬との併用における葉
上微生物相の動態解明

物質循環研究領域 １ 河北農業大学資源環境
学院

２２．２．２１～
２２．８．２２

農耕地からの温室効果ガス発生の計測

有機化学物質研究領域 １ 新潟大学教育研究院自
然科学系

２２．３．１～
２２．３．１２

難分解性化合物分解細菌の迅速集積・単離法の技術
移転

技術講習生 有機化学物質研究領域 １ 鳥取大学農学部 ２１．４．１～
２１．６．３０

難分解性化合物分解細菌の迅速集積・単離法

生物多様性研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．４．１～
２１．６．３０

土壌微生物の遺伝子発現解析手法の習得

有機化学物質研究領域 １ 東京農工大学大学院工
学府

２１．４．１～
２２．３．３１

飼料イネを栽培した水田から流出する農薬等環境負
荷物質の評価法習得

有機化学物質研究領域 １ 東京農工大学大学院工
学府

２１．４．１～
２２．３．３１

圃場表面流出水中の農薬等環境負荷物質の排水路を
利用した浄化法の評価法習得

生物多様性研究領域 １ 東京都市大学大学院環
境情報学研究科

２１．４．１～
２２．３．３１

オニグルミとニセアカシアにおけるアレロパシー活
性の検定及びアレロケミカルの単離・同定法の習得

生物多様性研究領域 １ 東京農工大学大学院連
合農学研究科

２１．４．１～
２２．３．３１

被覆植物のアレロパシー活性の検定と他感物質の単
離・同定法の習得

生物多様性研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２１．４．１～
２２．３．３１

草原性植物相の調査、刈取播種試験手法等の習得、
GISを用いた土地利用解析手法の習得

生物生態機能研究領域 １ （社）地域資源循環研究
所

２１．４．１～
２２．３．３１

セルラーゼによるソフトセルロース糖化の効率化

生物多様性研究領域 １ 東京農業大学大学院農
学研究科

２１．４．６～
２１．１２．２８

アレロパシー活性の検定と他感物質の単離・同定法
の習得

有機化学物質研究領域 １ 横浜国立大学大学院環
境情報研究学府

２１．４．６～
２２．３．３１

大気中 PCBの分析法の習得

生物多様性研究領域 １ 東京農業大学大学院農
学研究科

２１．４．６～
２２．３．３１

アレロパシー活性の検定と他感物質の単離・同定法
の習得

生物多様性研究領域 ２ 東京都市大学環境情報
学部

２１．４．１０～
２２．３．３１

ヒガンバナのアレロパシーの検定法の習得
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制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

技術講習生 生物多様性研究領域 １ 北海道大学地球環境科
学研究院

２１．４．１７～
２１．６．３０

閉鎖系における虫媒植物の訪花実験

生物生態機能研究領域 １ 東北大学大学院生命科
学研究科

２１．４．２０～
２１．４．２１

線虫の飼育方法の習得

大気環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．４．２０～
２２．３．３１

複雑ネットワーク理論による生態系構造の解析手法
の習得

生物多様性研究領域 １ 千葉大学大学院園芸学
研究科

２１．４．２８～
２２．３．３１

緑化植物のアレロパシーの検索とアレロケミカルの
同定方法の習得

土壌環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．５．１～
２２．３．３１

土壌中の一次鉱物および粘土鉱物のＸ線回折法によ
る同定

土壌環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．５．１～
２２．３．３１

ICP機器分析技術の習得

土壌環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．５．１～
２２．３．３１

炭素および窒素安定同位体比測定応用技術の習得

大気環境研究領域
物質循環研究領域

２ 茨城大学理学部 ２１．５．２０～
２２．３．３１

農業系における物質循環にかかわる分析（ガス分析、
土壌分析）項目の習得

生態系計測研究領域 １ 東京農業大学大学院農
学研究科

２１．５．２１～
２２．３．２０

衛星データにおける研修

生物多様性研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．５．２５～
２２．２．１８

アレロケミカルの単離・同定法の習得

生物生態機能研究領域 ２ 東京理科大学大学院理
工学研究科

２１．６．１～
２２．３．３１

バイオサーファクタントの植物病原菌に対する影響
の評価

生物多様性研究領域 １ 鹿児島大学大学院連合
農学研究科

２１．６．８～
２１．７．３

アレロパシー物質の単離・同定方法の習得

生物多様性研究領域 ２ PMAS Arid Agriculture
University

２１．６．１８～
２２．５．１１

アレロパシー活性の検定、植物からのアレロケミカ
ルの単離・同定法の習得

大気環境研究領域 １ 静岡県立大学環境科学
研究所

２１．６．２２～
２２．３．３１

水田生態系での環境測定およびガス測定の習得

大気環境研究領域 １ 京都大学大学院農学研
究科

２１．７．１～
２２．３．３１

土壌の違いによる微量ガスの吸着速度と様々な環境
要因の関係の実験的調査解析、地表面における微量
ガス交換メカニズムの解明

大気環境研究領域 ２ 岡山大学大学院環境学
研究科

２１．８．３～
２１．８．３１

水田の炭素収支の観測手法

土壌環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．８．２４～
２１．１１．６

ICP-Massによるカドミウムの測定

生物生態機能研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．９．１～
２２．３．３１

土壌微生物の土壌における遺伝子発現解析手法の習
得

農業環境インベント
リーセンター

１ 種苗管理センター ２１．９．１～
２２．３．３１

細菌のゲノム解析

大気環境研究領域 １ 岡山大学環境理工学部 ２１．９．１０～
２２．３．２５

土壌有機物動態モデルの改良

有機化学物質研究領域 １ 山形大学農学部 ２１．９．２８～
２２．３．３１

土壌中アトラジン分析法の習得

生物多様性研究領域 １ 宮崎大学大学院農学研
究科

２１．１０．１３～
２１．１０．３０

遺伝解析技術の習得

生物多様性研究領域 １ 宮崎大学農学部 ２１．１０．１３～
２１．１０．３０

遺伝解析技術の習得

農業環境インベント
リーセンター

１ 宮城県古川農業試験場 ２１．１０．２６～
２１．１０．２９

水稲および麦類に褐変症状を引き起こす細菌類の見
分け方と同定方法の習得

生態系計測研究領域 １ 京都大学大学院理学研
究科

２１．１０．２７～
２１．１１．１３

GPSデータを GISに取り込む手法及び GIS・リ
モートセンシング解析技術の習得

物質循環研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．１１．１２～
２２．３．３１

土壌中の腐植物質等の元素（Ｃ、Ｎ、Ｈ）の定量分
析

物質循環研究領域 １ 岡山大学環境理工学部 ２１．１２．１４～
２１．１２．１８

干拓地内水路の硝酸性窒素安定同位体比の測定およ
び結果解析

MARCO招聘研究員 １ 農業生物資源研究所 ２１．１．５～
２１．１０．５

MARCOシンポジウム２００９

IV．研究・技術協力 ５５



制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

MARCO招聘研究員 １ Comenius University in
Bratislaba, Slovak Rep.

２１．１０．１～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ 中国科学技術院南京土
壌研究所

２１．１０．１～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Wageningen University,
The Netherland

２１．１０．３～
２１．１０．１１

MARCOシンポジウム２００９

１ 九州大学名誉教授 ２１．１０．４～
２１．１０．７

MARCOシンポジウム２００９

１ China Agricultural
University

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ China Agricultural
University

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ Ecole Centrale de Lyon,
France

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ Ha Noi University of
Agricultre, Viet Nam

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ Swiss Federal Institute
of Technology

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ Taiwan Banana
Research Institute

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ University of
Cambridge, UK

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ University of Florida,
USA

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ University of Gronin-
gen, The Netherland

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ University of Hong
Kong, China

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ University of Malaya ２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ University of
Oklahoma, USA

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ University of
Peradeniya, Sri Lanka

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ Agriculture and
Agri-Food Canada

２１．１０．４～
２１．１０．８

MARCOシンポジウム２００９

１ Bangladesh Rice
Reseach Institute

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ College of Bioresources
and Agriculture, Taiwan

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Cornell University, USA ２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Ferdowsi University of
Mashhad, Iran

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Mine Reclamation Corpo-
ration Coal Center, Korea

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Office of Science for Land
Development, Thailand

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Pohang University of
Science and Technol-
ogy, Korea

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Research Centre for Eco
-Environmental Sci-
ences, China

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Rothamsted Reseach
Center, UK

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ University of the Philip-
pines

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９
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制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

MARCO招聘研究員 １ 中国科学技術院南京土
壌研究所

２１．１０．４～
２１．１０．９

MARCOシンポジウム２００９

１ Department of Agricul-
ture Research, Myanmar

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

１ Indian Agricultural
Reseach Institute

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

１ National Taiwan
University

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

１ Rice Research & Develop-
ment Institute, Sri Lanka

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

１ Sri Lanka Council for Ag-
ricultural Research Policy

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

１ Texas A&M University
Systems, USA

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

１ Wageningen University,
The Netherland

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

１ Yangtze University,
China

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

１ エジプト ベニスエフ
大学

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

２ オーストラリア連邦科
学産業研究機構

２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

３ 国際イネ研究所 ２１．１０．４～
２１．１０．１０

MARCOシンポジウム２００９

２ French Agricultural Re-
search Center for Inter-
national Development

２１．１０．４～
２１．１０．１１

MARCOシンポジウム２００９

１ Wageningen University
and Research Centre

２１．１０．５～
２１．１０．７

MARCOシンポジウム２００９

１ University of Bonn ２１．１０．５～
２１．１０．７

MARCOシンポジウム２００９

１ National Academy of Ag-
ricultural Science, Korea

２１．１０．５～
２１．１０．７

MARCOシンポジウム２００９

１ Charles Sturt University,
Australia

２１．１０．６～
２１．１０．１１

MARCOシンポジウム２００９

教育研究研修生 物質循環研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２１．４．１～
２２．２．２８

（連携講座エコロジーセイフティ学）

有機化学物質研究領域 ２ 東京農業大学大学院農
学研究科

２１．４．１～
２２．３．３１

（農芸化学）

生態系計測研究領域 １ 東京農業大学大学院農
学研究科

２１．４．１～
２２．３．３１

（農学）

農業環境インベント
リーセンター

１ 東京農業大学大学院農
学研究科

２１．６．１～
２２．３．３１

（農学）

生態系計測研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２１．１２．１～
２２．３．３１

（農学）

インターンシップ 生物生態機能研究領域 １ 筑波大学生命環境学群 ２１．７．２１～
２１．７．３１

生物多様性研究領域 １ 信州大学農学部 ２１．８．２４～
２１．８．２８

生態系計測研究領域 １ 宇都宮大学農学部 ２１．８．２４～
２１．９．４

物質循環研究領域 ３ 早稲田大学創造理工学
部

２１．８．２４～
２１．９．４

生物多様性研究領域 １ 京都大学大学院地球環
境学舎

２１．９．２８～
２１．１２．２５

物質循環研究領域 １ 酪農学園大学酪農学部 ２２．２．１５～
２２．３．１９

IV．研究・技術協力 ５７



５．大学との連携

（１）連携大学院及び連携講座

筑波大学及び東京農業大学と、連携大学院方式による教育研究協力に関する協定を結んでいる。また、東京大学大学

院農学生命科学研究科とは、連携講座（エコロジカル・セイフティー学）に関する協定を結んでいる。このような大学

との包括的協力協定等に基づき、平成２１年度には、教授、准教授及び講師等として４６名を派遣した。

連携講座及び教育研究協力に関する協定に基づき、教育研究研修生として７名（筑波大学１名、東京農業大学５名、

東京大学１名）の大学院生を受け入れ、研究と論文作成の指導を行った。

連携推進協定に基づき、豊橋技術科学大学と連携・協力を推進し、実務訓練学生１名を受け入れた。

（２）（財）農民教育協会鯉淵学園

鯉淵学園との間に締結した「環境保全・循環型農業の実証研究」に関する教育研究協力に関するMOUに基づいて、

当所から客員研究員１４名を派遣して講義を実施し、実証ほ場での試験・研究を継続した。

（３）大学への委託

受託研究プロジェクトについては大学へ５５件を委託するとともに、１件の研究課題を受託した。

（４）インターンシップ

インターンシップ実施規程により、８名（早稲田大学３名、筑波大学、信州大学、宇都宮大学、京都大学、酪農学園

大学各１名）の学生を研究業務体験に受け入れた。

６．依頼同定、分析及び技術相談

行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、研究所が有する高度な専門的知識が必要とされ他の機関では実施が困難な昆

虫及び植物の分析・鑑定（１６件）を実施するとともに、農業環境に係る様々な技術相談（３００件以上）に対応した。

制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

豊橋技術科学大学実務訓練
学生

大気環境研究領域 １ 豊橋技術科学大学エコ
ロジー工学課程

２２．１．８～
２２．２．２４

特任研究員 農業環境インベント
リーセンター

１ 国立遺伝学研究所 ２１．５．１～
２２．３．３１

産業・理科教育教員派遣研
修

生物生態機能研究領域 １ 青森県立名久井農業高
等学校

２１．８．１～
２１．１０．３１

生分解性プラスチック分解酵母の特定方法と培養技
術の習得について

農業環境技術研究所年報 平成２１年度５８



１．機構

第Ⅱ期中期計画におけるミッションを重点的かつ効率的に推進するために、平成１８年４月に組織再編を行った。研究

組織は、各専門分野の研究者が集まる研究領域およびセンターを設け、基本単位を大型化し、第Ⅱ期中期計画に基づく

研究課題を推進するために、研究課題毎にリサーチプロジェクト（RP）を設けた。

組織図（平成２２年１月１日現在）

２．人事

（１）役職員数

１）役員の状況

定数：４人（理事長１、理事１、監事２）

２）職員の状況

平成２２年１月１日現在の常勤職員数は１７１名である。

V．総 務

理事長 研究統括主幹

理事 企画戦略室

監事 連携推進室

広報情報室

研究技術支援室

研究情報システム専門役

安全管理専門役

業務統括主幹

総務管理室

財務管理室

研究コーディネータ

大気環境研究領域

物質循環研究領域

土壌環境研究領域

有機化学物質研究領域

生物多様性研究領域

生物生態機能研究領域

生態系計測研究領域

農業環境インベントリーセンター

監査室

リサーチプロジェクト（RP）

有機化学物質リスク評価RP

重金属リスク管理RP

外来生物生態影響RP

遺伝子組換え生物生態影響RP

水田生物多様性RP

情報化学物質生態機能RP

気候変動影響RP

温暖化緩和策RP

栄養塩類リスク評価RP

温暖化モニタリングRP

化学分析・モニタリングRP

農業空間情報RP

農業環境情報・指標RP

環境資源分類RP

５９



（２）人材育成に係る研修

種別 研修名 受講者数 実施機関 研修期間

所

内

研

修

平成２１年度 新規採用者研修 ２（独）農業環境技術研究所 ４月１日～６日、５月１１日、
５月１８日 全６日間

農環研 統計 GIS研修 延べ２０９（独）農業環境技術研究所 ５月～１２月まで
全７回

平成２１年度 簿記検定試験のための学習
会

２（独）農業環境技術研究所 ５月１３日～１１月１３日
毎週１回 全２７回

放射線障害防止のための教育訓練 ３０（独）農業環境技術研究所 ５月２２日

新規ネットワーク利用者講習会 ２０（独）農業環境技術研究所 ７月１４日、１６日、１月
１２日 各３回

知的財産に関する講習会 ３７（独）農業環境技術研究所 ７月２４日

科学英語研修 ２８（独）農業環境技術研究所 ９月４日

薬品管理システムに関する説明会 ５０（独）農業環境技術研究所 ９月８日

科研費説明会 ４０（独）農業環境技術研究所 ９月２４日

職長研修 １（独）農業環境技術研究所 １０月１９日～２０日、２３日

平成２１年度 人事評価の評価者訓練研修 ６（独）農業環境技術研究所 １１月１９日

メンター研修 １５（独）農業環境技術研究所 １２月１１日

平成２１年度 コンプライアンス研修 ４７（独）農業環境技術研究所 １２月１７日

グループウエア講習会 １９（独）農業環境技術研究所 １月１２日

ネットワークセキュリティ研修 ８０（独）農業環境技術研究所 ３月１２日

派

遣

研

修

平成２１年度第３２回英語研修 ３ 文部科学省 研究交流セ
ンター

４月～１２月まで
全３０回

平成２１年度 管理者研修 １（独）農研機構 ５月２５日～２７日

平成２１年度農林水産関係研究リーダー研
修

３ 農林水産技術会議事務局 ５月２７日～２９日

平成２１年度 チーム長研修 １（独）農研機構 ６月２４日～２６日

平成２１年度農林水産関係若手研究者研修 ３ 農林水産技術会議事務局 ７月２９日～３１日

平成２１年度公文書館等職員研修会 ２（独）国立公文書館 ９月１日～２日

第４回関東地区評価能力向上研修〈応用
編〉指導者養成コース

１ 人事院関東事務局 ９月８日

第６回関東地区評価能力向上研修〈ロー
ルプレイ編〉指導者養成コース

１ 人事院関東事務局 ９月３０日

平成２１年度農林水産関係中堅研究者研修 ３ 農林水産技術会議事務局 １０月１４日～１６日

平成２１年度農研機構「短期集合研修（数
理統計）」（応用編）

１（独）農研機構 １１月１６日～２０日

平成２１年度英語研修
Winter English Class

２ 文部科学省 研究交流セ
ンター

１月～３月まで
全１０回
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（３）受賞・表彰

平成２１年度文部科学大臣表彰科学技術賞（平成２１年４月１４日）

（研究部門）

藤井 義晴（生物多様性研究領域）

「植物のアレロパシー現象とその作用物質の解明に関する研究」

（理解増進部門）

守山 弘（元農業環境技術研究所 環境管理部）

松本 公吉（研究技術支援室）

原田 直國（元農業環境技術研究所 生物環境安全部）

井手 任（生物多様性研究領域）

山本 勝利（生物多様性研究領域）

「ミニ農村の創造・展示による農村の生物多様性の理解増進」

平成２１年度環境科学会学術賞（平成２１年９月１０日）

新藤 純子（物質循環研究領域）

「人間活動に伴う窒素のフローと環境影響に関する研究」

種別 研修名 受講者数 実施機関 研修期間

講

習

会

情報公開・個人情報保護制度の運用及び
文書等の管理に関する研修会

１ 総務省 関東管区行政評
価局

４月７日

防災管理新規講習会 １（財）日本防火協会 ４月１５日

「行政管理講座」－情報公開・個人情報保
護制度と公文書管理－

１（財）行政管理研究セン
ター

７月２３日～２４日

職員相談員実務研修会 １（財）日本人事行政研究所 ９月２５日

非常勤職員雇用の人事実務研修会 １（財）日本人事行政研究所 ９月２９日

平成２１年度「計量管理報告及び供給当事
国別管理報告等の記載容量講習会（初級
コース）」

１（財）核物質管理センター １０月１日～２日

健康教室「メタボリックシンドローム～
いまいちど学びなおしてみましょう～」

５０（独）農業環境技術研究所 １０月１６日

第２８回政府出資法人等内部監査業務講習
会

１ 会計検査院 １１月９日～１３日

第２０回消費税中央セミナー １ 全国関税会連合会 １１月２５日

救命講習会 ３０（独）農業環境技術研究所 １１月２７日

安全運転講習会 １０ 農林水産技術会議事務局
筑波事務所

１２月３日

安全教育（刈払い機作業管理者） ３ 日立建機講習センター １月８日

レファレンス業務講習会 １ 農林水産技術会議事務局
筑波事務所

１月１５日

平成２１年度資質向上講習（エネルギー管
理者）

１（財）省エネルギーセン
ター

３月３日

自衛消防業務講習 ５ 日本消防安全センター 随時
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平成２１年度植物化学調節学会奨励賞（平成２１年１０月２９日）

加茂 綱嗣（生物多様性研究領域）

第８回日本農学進歩賞（平成２１年１１月２５日）

清家 伸康

「農耕地に残留する POPsの動態解明とリスク低減化技術の開発」

平成２１年度（第５回）若手農林水産研究者表彰（平成２１年１１月２５日）

秋山 博子（物質循環研究領域）

「農耕地における温室効果ガス発生推定および削減に関する研究」

Life Time Achievement Award（International Allelopathy Foundastion）（平成２１年１２月２２日）

藤井 義晴（生物多様性研究領域）

平成２１年度農環研若手研究者奨励賞（平成２１年１２月１日）

馬場 浩司（有機化学物質研究領域）

「カドミウム及びヒ素の分析法に関する研究」

山中 武彦 （生物多様性研究領域）

「農業環境に生息する多様な昆虫相の発生パターン解析」

平成２１年度永年勤続者表彰（起算日：平成２１年４月１日）

（３０年以上）

廉澤 敏弘（広報情報室）

松本 公吉（研究技術支援室）

阿部 勝男（研究技術支援室）

若林 浩徳（研究技術支援室）

木方 展治（土壌環境研究領域）

三輪 哲久（生態系計測研究領域）

（２０年以上）

齋藤 貴之（連携推進室）

吉田 敦子（広報情報室）

岡田 利之（研究技術支援室）

荒尾 知人（土壌環境研究領域）

鈴木 健（生物多様性研究領域）

山本 勝利（生物多様性研究領域）

藤井 毅（生物生態機能研究領域）

北本 宏子（生物生態機能研究領域）
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（４）叙勲

平成２１年秋の叙勲（平成２１年１１月１１日）

永田 徹（元農業環境技術研究所長）

瑞寶中綬章

高齢者叙勲

高橋 保夫（元農業環境技術研究所 生理遺伝部）（平成２１年６月１日）

瑞寶小綬章

酒井隆太郎（元農業環境技術研究所 病理昆虫部）（平成２１年８月１日）

瑞寶小綬章

死亡叙勲

山田 忠男（元農業環境技術研究所 資材動態部）（平成２１年１１月９日）

瑞寶雙光章
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３．会計
（１）財務諸表

貸借対照表
（平成２２年３月３１日）

（単位：円）
資産の部
Ｉ 流動資産

現金及び預金 ６８６，７０７，８９２
前払費用 ２０５，２００
未収収益 ３２，１７８
未収金 ８９，５８７，５６４
流動資産合計 ７７６，５３２，８３４

� 固定資産
１ 有形固定資産

建物 ８，６０５，８４６，８７０
減価償却累計額 －２，６７３，７４４，９２７
減損損失累計額 －９２，２１８，３７５ ５，８３９，８８３，５６８

構築物 １，５９４，９７６，０４２
減価償却累計額 －４４１，５０９，７４０
減損損失累計額 －４，０３８，９４６ １，１４９，４２７，３５６

車両運搬具 １４，０２２，０７２
減価償却累計額 －１０，５９３，６７０ ３，４２８，４０２
減価償却累計額 －２，４５９，７８４，００８ ６０２，４８９，５１０

土地 ２５，２００，０００，０００
有形固定資産合計 ３２，８９１，６１８，３８３

２ 無形固定資産
特許権 ２，２６１，７４２
ソフトウェア １５，５８９，０１６
電話加入権 １，１２７，７００
工業所有権仮勘定 １１，９５０，７１０
無形固定資産合計 ３０，９２９，１６８
固定資産合計 ３２，９２２，５４７，５５１
資産合計 ３３，６９９，０８０，３８５

負債の部
� 流動負債

運営費交付金債務 ４６１，７７３，６６１
研究業務未払金 ２３７，５０７，９７４
未払金 ４２，７１６，５３３
未払消費税等 ３，１６３，６００
預り金 １１，５２８，９５１
その他流動負債 ８７９，２１０
流動負債合計 ７５７，５６９，９２９

� 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 ７１４，６６３，８９６
資産見返補助金等 ５０６，１８７
資産見返寄付金 １７，１９７，２１６
資産見返物品受贈額 １４０，５３０，１０２
工業所有権仮勘定見返運営費交付金 １１，９５０，７１０ ８８４，８４８，１１１
固定負債合計 ８８４，８４８，１１１
負債合計 １，６４２，４１８，０４０

純資産の部
� 資本金

政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４
資本金合計 ３４，３５３，２６９，５２４

� 資本剰余金
資本剰余金 １，７３２，６１７，２６１
損益外減価償却累計額 －３，７６０，４７７，４１２
損益外減損損失累計額 －９７，２８２，７２１
損益外固定資産除売却差額 －３０６，８８９，３４１
資本剰余金合計 －２，４３２，０３２，２１３

� 利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 ４２，０２４，８８２
積立金 ８３，４１４，４９４
当期未処分利益 ９，９８５，６５８
（うち当期総利益） （ ９，９８５，６５８）
利益剰余金合計 １３５，４２５，０３４
純資産合計 ３２，０５６，６６２，３４５
負債純資産合計 ３３，６９９，０８０，３８５
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損益計算書

（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

（単位：円）
経常費用
研究業務費

給与、賞与及び諸手当 １，２５５，３６８，３８１
法定福利費・福利厚生費 １９４，３４６，２７１
退職金 ５７，５０７，８８５
その他人件費 ３１６，２５０，９１６
外部委託費 １，１６０，７８７，０３１
研究材料費 ５９，４９２，６７３
賃借料 ９，７３８，２３１
減価償却費 ２１７，２１３，７８９
保守・修繕費 ２９４，５６６，６２８
水道光熱費 １９８，３９４，１９２
旅費交通費 ８８，９２５，４７９
消耗品費 ２２１，５１３，４７９
備品費 ６２，６７５，９４９
諸謝金 ９，０８４，２８１
支払手数料 ９３３，２１１
国等返却予定機器費 １，３１２，５００
図書印刷費 ９２，０００，００４
その他業務経費 ２３，６３０，７６７ ４，２６３，７４１，６６７

一般管理費
役員報酬 ４０，０１９，０２８
給与、賞与及び諸手当 １６６，６７１，７２３
法定福利費・福利厚生費 ３２，０２０，８８６
退職金 １２，０１９，８７５
その他人件費 １３，２４４，６４３
賃借料 １，４４４，１４７
減価償却費 ６，２９１，４７９
保守・修繕費 ３０，７３４，１０４
水道光熱費 １１，８６７，５８２
旅費交通費 ２，３５０，６００
消耗品費 １０，３４６，８４３
備品費 ２，６５７，８６０
諸謝金 ８，７６３，４５０
支払手数料 １，３０３，２２６
その他管理経費 ９，７４４，７７６ ３４９，４８０，２２２

雑損 １，４２６，２６３
経常費用合計 ４，６１４，６４８，１５２

経常収益
運営費交付金収益 ２，７４９，１６９，１９８
補助金等収益 １７２，５９５，５０８
事業収益

手数料収入 １７，４４７
その他事業収入 ９００，９６６ ９１８，４１３

受託収入
政府受託収入 １，３２６，７９４，３５９
その他受託収入 １７６，８８９，２５６ １，５０３，６８３，６１５

資産見返負債戻入 １８２，９７９，５６２
雑益 ２，８９９，１６１
経常収益合計 ４，６１２，２４５，４５７

経常損失 ２，４０２，６９５

臨時損失
固定資産除却損 ２３，２５３，７６９
固定資産売却損 ９４３，３９６ ２４，１９７，１６５

臨時利益
資産見返負債戻入 ３，９８３，８２１
固定資産受贈益 １１，０７２，４２５ １５，０５６，２４６

当期純損失 １１，５４３，６１４
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ２１，５２９，２７２
当期総利益 ９，９８５，６５８
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キャッシュ・フロー計算書

（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）
（単位：円）

行政サービス実施コスト計算書

（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）
（単位：円）

� 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 －２，２３１，２５９，２８４

人件費支出 －２，２２３，３５９，５９９

科学研究費等支出 －６７，０１０，０７７

その他の業務支出 －７１，０８５，８８５

運営費交付金収入 ３，１５４，７５１，０００

受託収入 １，６４９，０２５，７７９

補助金等収入 １５１，５６７，９９９

科学研究費等収入 ７１，９２２，５００

その他業務収入 ３，３１７，３０９

業務活動によるキャッシュ・フロー ４３７，８６９，７４２

� 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 －３１０，０７５，９１１

無形固定資産の取得による支出 －４，９４０，９９１

施設費による収入 ８２，７４０，０００

有形固定資産の売却による収入 ５８，７４０

投資活動によるキャッシュ・フロー －２３２，２１８，１６２

� 資金増加額 ２０５，６５１，５８０

� 資金期首残高 ４８１，０５６，３１２

� 資金期末残高 ６８６，７０７，８９２

� 業務費用

（１）損益計算書上の費用

研究業務費 ４，２６３，７４１，６６７

一般管理費 ３４９，４８０，２２２

雑損 １，４２６，２６３

臨時損失 ２４，１９７，１６５ ４，６３８，８４５，３１７

（２）（控除）自己収入等

事業収益 －９１８，４１３

受託収入 －１，４８８，４８７，００７

資産見返寄付金戻入 －５，５２２，１４２

雑益 －２，８９９，１６１

臨時利益 －１５，０５６，２４６ －１，５１２，８８２，９６９

業務費用合計 ３，１２５，９６２，３４８

� 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 ６９９，４６１，０５６

損益外固定資産除却相当額 １０，８２９，０９０

過年度損益外固定資産除却相当額 －８，８４６，７５１ ７０１，４４３，３９５

損益外減価償却等相当額合計 ７０１，４４３，３９５

� 損益外減損損失相当額 ５８，００９，４０１

� 引当外賞与見積額 －８，８８５，９７３

� 引当外退職給付増加見積額 ９２，１７５，０９２

� 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 ４５０，１０６，６９４ ４５０，１０６，６９４

Ⅶ 行政サービス実施コスト ４，４１８，８１０，９５７

農業環境技術研究所年報 平成２１年度６６



重要な会計方針

平成２２年３月３０日に「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」」が改訂されておりますが、改訂

後の「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」」のうち、第８０の規定については当事業年度より適

用しております。

また、当事業年度より、「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」の一部改訂

について（平成２２年４月 総務省行政管理局 財務省主計局 日本公認会計士協会）を適用しております。

１．運営費交付金収益の計上基準

運営費交付金を財源とする全ての業務について、費用進行基準を採用しておりますが、これは当法人は研究開発を

主な業務としており、中期計画及びこれを具体化する年度計画において、業務毎に予定コストを算出すること、予定

された成果の達成度を定量的に把握することが困難であり、また業務毎の予算の費消割合が必ずしも期間に対応して

いないためです。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５～５０年

構築物 ５～５０年

車両運搬具 ５～８年

工具器具備品 ２～１５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額とし

て資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

賞与については、運営費交付金から財源措置がなされるため、賞与にかかる引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当期末の引当外賞与見積額から前期末の

引当外賞与見積額を控除して計算しております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職する役職員につい

て、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額から、退職者にかかる前期

末退職給付見積相当額を控除して計算しております。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２２年３月末利回りを参考に１．３９５％で計算しております。

６．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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貸借対照表の注記事項

（１）運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額は、１２７，３８１，７５７円になっております。

（２）運営費交付金から充当されるべき退職一時金見積額は、１，７２５，６６７，３４９円になっております。

キャッシュ・フロー計算書の注記事項

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、現金及び預金となっております。

行政サービス実施コスト計算書の注記事項

政府出資等の機会費用は、計上利率：１．３９５％（決算日における１０年もの国債（新発債）利回り）を適用し、｛（（期首

政府出資金３４，３５３，２６９，５２４円－資本剰余金１，７４３，０８１，１６６円）＋（期末政府出資金３４，３５３，２６９，５２４円－資本剰余金

２，４３２，０３２，２１３円））／２｝×１．３９５％で計上しております。

行政サービス実施コストに準ずる費用関係

独立行政法人会計基準第２４の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次のとおりです。

筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 １７２，２４０，２７３円

金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

資金運用は短期的な預金に限定し、資金調達は運営費交付金で実施事業の財源として手当てしているため、資金調

達は行っていません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

主に、取引先への役務の提供に係る対価の未収額である未収金は、入金までの期間は短期であります。

主に取引先からの役務の提供に係る対価の未払額及び消費税の未払額である未払金は、支払までの期間は短期であ

ります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

未収金について財務管理室が取引先の入金状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理する

ことにより、リスクの低減を図っております。

②流動性リスクの管理

未払金について、財務管理室が適時収支計画を作成・更新し、預金残高を管理することにより、流動性リスクの低

減を図っております。

金融商品の時価等に関する事項

平成２２年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）負債に計上されているものは、（）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

（１）現金及び預金、（２）未収金、（３）研究業務未払金、（４）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

（１）現金及び預金 ６８７ ６８７ －

（２）未収金 ９０ ９０ －

（３）研究業務未払金 （２３８） （２３８） －

（４）未払金 （４３） （４３） －
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減損会計に係る注記事項

減損を認識した固定資産

減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 （単位：円）

注）帳簿価額は平成２１年度期首における帳簿価額であります。

注）種類の「建物等」には、建物付属設備を含んでおります。

減損の認識に至った経緯

� 第１便所については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成２１年度ほ場関連施設部会で使用意

向が検討され、使用者が無いことから、減損を認識しております。

� 第２便所については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成２１年度ほ場関連施設部会で使用意

向が検討され、使用者が無いことから、減損を認識しております。

� 第３便所については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成２１年度ほ場関連施設部会で使用意

向が検討され、使用者が無いことから、減損を認識しております。

� 第４便所については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成２１年度ほ場関連施設部会で使用意

向が検討され、使用者が無いことから、減損を認識しております。

� 無影日長自動制御温室については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成２０年度に整理合理化

計画に伴い保有資産の利用調査を行った結果、実験機器設備の故障のため正常な稼働ができない状態にあるこ

とから減損の兆候が認められたためです。

減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の固定資産ごとの内訳

（単位：円）

回収可能サービス価額

回収可能サービス価額については、これらの施設全て、撤去及び閉鎖処分を予定しているため備忘価額（１円）をも

って算出しております。

資産名称 用途 種類 場所 帳簿価額 減損額

�第１便所 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 ８３１，１６１ ８３１，１５０

�第２便所 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 １，０９２，２００ １，０９２，１９０

�第３便所 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 １，０７４，２８９ １，０７４，２７９

�第４便所 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 １，２０１，０９２ １，２０１，０８２

�無影日長自動制御温室 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 ５３，８１０，７１８ ５３，８１０，７００

資産名称 種類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

�第１便所 建物等 － ８３１，１５０

�第２便所 建物等 － １，０９２，１９０

�第３便所 建物等 － １，０７４，２７９

�第４便所 建物等 － １，２０１，０８２

�無影日長自動制御温室 建物等 － ５３，８１０，７００
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利益の処分に関する書類

（単位：円）

附 属 明 細 書

（１） 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８７特定の償却資産の減価
に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

� 当期未処分利益 ９，９８５，６５８

当期総利益 ９，９８５，６５８

� 利益処分額 ９，９８５，６５８

積立金 ９，９８５，６５８

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定
資産（償
却費損益
内）

建物 ４７９，３９７，１２１ ６５，５５５，８５２ ０ ５４４，９５２，９７３ １６０，０３３，５５５ ３８，１８３，８８５ ０ ０ ０ ３８４，９１９，４１８

構築物 ４３，４４０，５８８ ４８，６７０，５８３ ０ ９２，１１１，１７１ １５，４３２，８７１ ５，５３４，８６１ ０ ０ ０ ７６，６７８，３００

車両運搬具 １４，０２４，９５２ １，４６３，６６０ １，４６６，５４０ １４，０２２，０７２ １０，５９３，６７０ １，４４７，７６４ ０ ０ ０ ３，４２８，４０２

工具器具備品 ２，０６４，７６８，３３１ ９４，８１３，６１０ １１，８５１，４５２ ２，１４７，７３０，４８９ １，６３９，０９４，８３７ １６７，８５４，３０７ ０ ０ ０ ５０８，６３５，６５２

建設仮勘定 ９４５，０００ ０ ９４５，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

計 ２，６０２，５７５，９９２ ２１０，５０３，７０５ １４，２６２，９９２ ２，７９８，８１６，７０５ １，８２５，１５４，９３３ ２１３，０２０，８１７ ０ ０ ０ ９７３，６６１，７７２

有形固定
資産（償
却費損益
外）

建物 ８，０２１，８１３，７４４ ７９，３４８，５００ ４０，２６８，３４７ ８，０６０，８９３，８９７ ２，５１３，７１１，３７２ ５４６，４８８，２２１９２，２１８，３７５ ０５８，００９，４０１ ５，４５４，９６４，１５０

構築物 １，５０２，８６４，８７１ ０ ０ １，５０２，８６４，８７１ ４２６，０７６，８６９ １１９，５９７，７５７ ４，０３８，９４６ ０ ０ １，０７２，７４９，０５６

工具器具備品 ９１６，９２７，１７６ ０ ２，３８４，１４７ ９１４，５４３，０２９ ８２０，６８９，１７１ ３３，３７５，０７８ ０ ０ ０ ９３，８５３，８５８

計 １０，４４１，６０５，７９１ ７９，３４８，５００ ４２，６５２，４９４ １０，４７８，３０１，７９７ ３，７６０，４７７，４１２ ６９９，４６１，０５６９６，２５７，３２１ ０５８，００９，４０１ ６，６２１，５６７，０６４

非償却資
産

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０２５，２００，０００，０００

その他有形
固定資産 ９７，６８１，５４７ ０ １，２９２，０００ ９６，３８９，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９６，３８９，５４７

計 ２５，２９７，６８１，５４７ ０ １，２９２，０００ ２５，２９６，３８９，５４７ ０ ０ ０ ０ ０２５，２９６，３８９，５４７

有形固定
資産合計

建物 ８，５０１，２１０，８６５ １４４，９０４，３５２ ４０，２６８，３４７ ８，６０５，８４６，８７０ ２，６７３，７４４，９２７ ５８４，６７２，１０６９２，２１８，３７５ ０５８，００９，４０１ ５，８３９，８８３，５６８

構築物 １，５４６，３０５，４５９ ４８，６７０，５８３ ０ １，５９４，９７６，０４２ ４４１，５０９，７４０ １２５，１３２，６１８ ４，０３８，９４６ ０ ０ １，１４９，４２７，３５６

車両運搬具 １４，０２４，９５２ １，４６３，６６０ １，４６６，５４０ １４，０２２，０７２ １０，５９３，６７０ １，４４７，７６４ ０ ０ ０ ３，４２８，４０２

工具器具備品 ２，９８１，６９５，５０７ ９４，８１３，６１０ １４，２３５，５９９ ３，０６２，２７３，５１８ ２，４５９，７８４，００８ ２０１，２２９，３８５ ０ ０ ０ ６０２，４８９，５１０

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０２５，２００，０００，０００

建設仮勘定 ９４５，０００ ０ ９４５，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他有形
固定資産 ９７，６８１，５４７ ０ １，２９２，０００ ９６，３８９，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９６，３８９，５４７

計 ３８，３４１，８６３，３３０ ２８９，８５２，２０５ ５８，２０７，４８６ ３８，５７３，５０８，０４９ ５，５８５，６３２，３４５ ９１２，４８１，８７３９６，２５７，３２１ ０５８，００９，４０１３２，８９１，６１８，３８３

無形固定
資産

特許権 ６１７，２９５ １，９９５，８９２ ０ ２，６１３，１８７ ３５１，４４５ １９７，１２２ ０ ０ ０ ２，２６１，７４２

ソフトウェア １１１，７６８，３０４ ０ ２，０７６，９００ １０９，６９１，４０４ ９４，１０２，３８８ １０，２８７，３２９ ０ ０ ０ １５，５８９，０１６

電話加入権注） １，１２７，７００ ０ ０ １，１２７，７００ ０ ０ ０ ０ ０ １，１２７，７００

工業所有権仮勘定 ９，６８２，０３６ ４，３０１，０７８ ２，０３２，４０４ １１，９５０，７１０ ０ ０ ０ ０ ０ １１，９５０，７１０

計 １２３，１９５，３３５ ６，２９６，９７０ ４，１０９，３０４ １２５，３８３，００１ ９４，４５３，８３３ １０，４８４，４５１ ０ ０ ０ ３０，９２９，１６８

注）記載した額は、過年度に計上した減損損失累計額１，０２５，４００円を控除した額となっております。
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（２） 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

（３） 積立金の明細

（単位：円）

（４）目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

（５） 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金
政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

計 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

資本剰
余金

運営費交付金 ２，２６０，１００ ０ ０ ２，２６０，１００

施設整備費補助金 １，６４８，９６２，６６１ ７９，３４８，５００ ０ １，７２８，３１１，１６１ 施設費による資産取得

政府承継 ２，０４６，０００ ０ ０ ２，０４６，０００

計 １，６５３，２６８，７６１ ７９，３４８，５００ ０ １，７３２，６１７，２６１

損益外減価償却累計額 －３，０６４，５８０，１１２ －６９９，４６１，０５６ －３，５６３，７５６ －３，７６０，４７７，４１２ 出資財産（建物及び構築物）の
一部除却に伴う減

損益外減損損失累計額 －６８，８２４，９６８ －５８，００９，４０１ －２９，５５１，６４８ －９７，２８２，７２１ 出資財産（建物）の一部除却に伴
う減

損益外固定資産除売却差額 －２６２，９４４，８４７ －４３，９４４，４９４ ０ －３０６，８８９，３４１

計 －３，３９６，３４９，９２７ －８０１，４１４，９５１ －３３，１１５，４０４ －４，１６４，６４９，４７４

差引計 －１，７４３，０８１，１６６ －７２２，０６６，４５１ －３３，１１５，４０４ －２，４３２，０３２，２１３

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

前中期目標期間繰越積立金 ６３，５５４，１５４ ０ ２１，５２９，２７２ ４２，０２４，８８２ 「目的積立金の取崩の明細」参照

通則法４４条１項積立金 ６４，０２３，３６３ １９，３９１，１３１ ０ ８３，４１４，４９４ 前期未処分利益分

計 ６４，０２３，３６３ １９，３９１，１３１ ０ ８３，４１４，４９４

区 分 金 額 摘 要

前中期目標期間繰越積立金取崩額 減価償却費相当額 ２１，５２９，２７２ 前中期目標期間中に自己財源で取得した固定資産
に係る減価償却費相当額

計 ２１，５２９，２７２

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高運営費
交付金
収益

資産見返
運営費
交付金

建設仮勘定
見返運営費
交付金

工業所有権
仮勘定見返
運営費交付金

資本
剰余金

小計

平成２０年度 ２３６，６４７，９６７ － ２３２，５０７，５５１ ４，１４０，４１６ ０ ０ ０ ２３６，６４７，９６７ ０

平成２１年度 － ３，１５４，７５１，０００ ２，５１６，６６１，６４７ １７２，０１４，６１４ ０ ４，３０１，０７８ ０ ２，６９２，９７７，３３９ ４６１，７７３，６６１

合 計 ２３６，６４７，９６７ ３，１５４，７５１，０００ ２，７４９，１６９，１９８ １７６，１５５，０３０ ０ ４，３０１，０７８ ０ ２，９２９，６２５，３０６ ４６１，７７３，６６１
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

① 平成２０年度交付分

② 平成２１年度交付分

（３）運営費交付金債務残高の明細

区 分 金 額 内 容

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ２３２，５０７，５５１ ○平成２０年度中の人件費、前払費用、契約済繰越分及び施設維持経費等

資産見返運営費交付金 ４，１４０，４１６

工業所有権仮勘定見返
運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ２３６，６４７，９６７

会計基準第８１第３項による振替額 ０

合 計 ２３６，６４７，９６７

区 分 金 額 内 容

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ２，５１６，６６１，６４７ ①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：２，５１６，６６１，６４７円

イ）資産購入の額：１７２，０１４，６１４円（うち固定資産 １７１，４１８，６７２円、特許権 ５９５，９４２円）

ウ）特許出願に係る弁理士費用：４，３０１，０７８円

資産見返運営費交付金 １７２，０１４，６１４

建設仮勘定見返運営費
交付金 ０

工業所有権仮勘定見返
運営費交付金 ４，３０１，０７８

資本剰余金 ０

計 ２，６９２，９７７，３３９

会計基準第８１第３項による振替額 ０

合 計 ２，６９２，９７７，３３９

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成２０年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ 平成２１年度において全額収益化

計 ０

平成２１年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

４６１，７７３，６６１ 運営費交付金債務残高は以下の理由により、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌年度に繰り越し
たものであります。
① 平成２２年度で実行予定の施設維持等の経費に充当するため 事業費 １３２，２８４，５５４円
② 平成２１年度において退職予定者が当初計画数を下回ったため 人件費 ３２９，４８９，１０７円

なお、その他中期計画で予定した当年度に実施すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、業
務未達成による運営費交付金債務の繰越額はありません。 当期債務残高につきましては、翌事業年度にお
いて該当項目支出時に収益化する予定であります。

計 ４６１，７７３，６６１
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（６）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：円）

（７）補助金等の明細

（単位：円）

（８）役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

区分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘要
建設仮勘定見返施設費 資本剰余金 その他

施設費 ７９，３４８，５００ ０ ７９，３４８，５００ ０

計 ７９，３４８，５００ ０ ７９，３４８，５００ ０

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 数 支 給 額 支 給 人 員 数

役 員
（３４４）
３９，６７５

（１）
３

（０）
０

（０）
０

職 員
（３１４，６２６）
１，４２２，０４０

（１８１）
１７１

（０）
６９，５２７

（０）
４

合 計
（３１４，９７０）
１，４６１，７１５

（１８２）
１７４

（０）
６９，５２７

（０）
４

区 分 当期交付額

左の会計処理内訳

摘要建設仮勘定
補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

農業生産地球温暖化総合対策事業補助金 １６２，６０５，０４８ ０ ０ ０ ０ １６２，６０５，０４８

科学技術総合推進費補助金 １０，５３６，４６０ ０ ５４６，０００ ０ ０ ９，９９０，４６０

合 計 １７３，１４１，５０８ ０ ５４６，０００ ０ ０ １７２，５９５，５０８

※注記 １．支給の基準
役員に対する支給の基準は、役員給与規程及び役員退職手当支給規程によっております。
職員に対する支給の基準は、職員給与規程及び職員退職手当支給規程によっております。

２．職員の給与支給人員数は、１２ケ月の平均支給人員数によっております。
３．非常勤役員・非常勤職員については、（ ）書き外数で記載しております。
４．千円未満の端数は切り捨てて記載しております。
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（２）決算報告書

（単位：円）

（３）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１）予算配分方針

業務運営における運営費交付金については、業務の見直し及び効率化を進め、事業費は前年度比で一般管理費３％、

業務経費１％以上の削減、人件費は５年間で５％以上の削減を行うことを基本とし、これらの効率化等を実施しつつ、

平成２１年度計画の効果的・効率的な達成を図った。

予算配分については研究所の予算・管理運営委員会において包括的な協議を行い決定している。平成２１年度について

は、所内における競争的研究資金と位置づけられる研究推進費の活用により競争的環境の熟成を図った。また、平成２１

年３月に決定した「平成２１年度運営費交付金予算配分方針」に基づき、研究課題の重点化に向けた点検結果に沿って交

付金の重点配分等を行った。具体的には、研究推進費のうち、小課題強化経費及び新設の小課題間連携強化費を重点化

の内容に即した研究に配分した。

なお、平成２２年３月には、同様に「平成２２年度運営費交付金予算配分方針」を決定している。

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額 備 考

収 入

運営費交付金 ３，１５４，７５１，０００ ３，１５４，７５１，０００ ０

施設整備費補助金 ７９，６７９，０００ ７９，３４８，５００ －３３０，５００ 執行残額相当額の減

農業生産地球温暖化総合対策事業補助金 ０ １６２，６０５，０４８ １６２，６０５，０４８ 農業生産地球温暖化総合対策
事業補助金交付による増

科学技術総合推進費補助金 ０ １０，５３６，４６０ １０，５３６，４６０ 科学技術総合推進費補助金交
付による増

受託収入 ９３１，４６４，０００ １，５０３，６８３，６１５ ５７２，２１９，６１５ 受託研究契約額の増

諸収入 ２，９０８，０００ ３，８７６，３１４ ９６８，３１４ 自動車保険金等受入による増

計 ４，１６８，８０２，０００ ４，９１４，８００，９３７ ７４５，９９８，９３７

支 出

業務経費 ８６４，３９５，０００ ９５７，７８９，０５６ ９３，３９４，０５６ 研究施設修繕費の増

施設整備費 ７９，６７９，０００ ７９，３４８，５００ －３３０，５００ 執行残額

農業生産地球温暖化総合対策事業補助金 ０ １６１，２７２，０９５ １６１，２７２，０９５ 農業生産地球温暖化総合対策
事業補助金支出による増

科学技術総合推進費補助金 ０ ８，１０４，９７０ ８，１０４，９７０ 科学技術総合推進費補助金支
出による増

受託経費 ９３１，４６４，０００ １，４８８，０７０，５０７ ５５６，６０６，５０７ 受託研究契約額の増

試験研究費 ８３８，３１８，０００ １，４２３，２７６，１８７ ５８４，９５８，１８７ 試験研究費の増

管理諸費 ９３，１４６，０００ ６４，７９４，３２０ －２８，３５１，６８０ 管理諸費の減

一般管理費 ３５８，４３１，０００ ２７０，１０６，７８０ －８８，３２４，２２０ 受託費充当による光熱水費の
減、及び管理事務費等の減

人件費 １，９３４，８３３，０００ １，７２１，６５５，８６２ －２１３，１７７，１３８ 退職手当支給者の減等

計 ４，１６８，８０２，０００ ４，６８６，３４７，７７０ ５１７，５４５，７７０

※差額の計算方法
収入については、決算額－予算額で計上しております。
支出については、決算額－予算額で計上しております。

※損益計算書との集計区分の相違の概要
支出の区分のうち農業生産地球温暖化総合対策事業補助金、科学技術総合推進費補助金及び受託経費は、損益計算書における研究業

務費に含まれております。
支出の区分のうち人件費は、損益計算書における研究業務費と一般管理費に含まれております。
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２）外部資金の獲得

競争的研究資金の年間応募スケジュールの周知、研究資金獲得に対する研究者のインセンティブ付与、外部講師によ

る科学研究費補助金の応募説明会等により、積極的な応募を奨励し、中期目標の達成に有効な外部資金の獲得を図った。

３）自己収入増加

平成１８年度から、依頼研究員の受入、分析・鑑定について対価を徴収することとしており、平成２１年度はそれぞれ４１５

千円（依頼研究員等受入）及び１７千円（分析・鑑定）となった。知的財産権実施料収入については、新規の許諾があり

２３４千円となった。

なお、民間等との共同研究を推進するため平成２０年度に創設した資金提供型共同研究制度について平成２２年４月に３

件の契約を行った。また、本研究所では、自己収入増加に向け、外部からの寄付を積極的に受け入れることとし、その

ための規程を整備するとともに、本研究所のWebサイトで寄付の募集記事を掲載している。

４）経営管理体制

平成２１年度において、随意契約見直し計画に基づき一般競争入札に取組み一般入札件数は５６件となった。（平成２０年

度４９件）。一方、随意契約の総件数は２４１件であったが、このうち２２０件は競争的資金等受託研究の再委託契約であり、

事前に国等による審査が行われ実質的な競争性は保たれていると考えられる。また、企画競争・公募を行ったものが２

件、不落随意契約が７件となっている。これらを除いた１２件は、水道やガス供給事業者あるいは電子ジャーナルの購読

契約等の供給者が限定されており、他に供給可能となる者が存在せず、真にやむを得ない随意契約と考えられる。

一般競争入札や企画競争としたにもかかわらず、１者応札・１者応募となっている事例が散見される事態も生じてい

ることから、平成２１年７月に「１者応札・１者応募に係る改善方策」を公表し対応策について検討を行い、公告期間の

延長や入札参加資格、仕様書の見直し等に取り組んだ。また、平成２１年１１月１７日の閣議決定「独立行政法人の契約状況

の点検・見直しについて」に基づき外部有識者を含む契約監視委員会を設置し、平成２０年度における随意契約、１者応

募・１者応札、１者以上の応札ではあるが９０％以上の落札率となった契約等について点検・見直しを実施し主務大臣に

報告した。

予定価格の作成についても、平成２１年７月に契約事務取扱規程の一部改正を実施し、書面による作成が省略できる基

準を国の基準と同額とした。

なお、平成１９年１２月に策定した「随意契約見直し計画」と、その後のフォローアップ、「１者応札・１者応募に係る

改善方策」、その他の契約に係る情報は本研究所Webサイトで公表している。

（掲載 URL）http://www.niaes.affrc.go.jp/dadmini/choutatsu/choutatsu.html

５）経費の節約等

当期中期目標期間終了年度における経費について、前中期目標期間の最終年度に比べて業務経費５％、一般管理経費

１５％を削減することとしている。

業務経費は９５７，７８９千円（前年度比５７，８４９千円増（６．４％増））となった。これは、新規の施設整備や安全管理対策に

要する経費が増加したこと等による。業務経費の前年度比は、こうした各年度の事情により年度変動があり、平成２１年

度については増加しているが、平成１８～２０年度は低い水準に抑制しているため、平成１８～２１年度の累計は３，７００，１９３千

円であり、毎年度１％減で推移した場合の水準（３，７０５，８８３千円）と同程度となっている。

一般管理費は２７０，１０７千円（前年度比５０，９１０千円減（１５．９％減））となった。これは、光熱水費に占める割合が最も大

きい電気料金について、これまでに進めてきた空調設備や電気器具の省電力対策に加え、料金単価の引き下げ、冷夏に

よる夏季の電力使用量の低下などにより、大きく削減が図られたこと等による。また、管理事務費等については、引き

続き印刷用紙の両面使用など節約執行を行っている。

経費全般では、旅費の支出基準の見直しを実施し、日当、宿泊費等の調整を実施することにより経費削減に努めてい

るが、一方で事務量の増加が発生しているため、事務処理の効率化が課題となっている。

６）施設整備等

平成２１年度には、施設整備費補助金により微生物生態実験棟空調設備改修を実施した。また、契約差額による残額が

発生したことから、老朽化により漏水が発生しているアイソトープ実験棟の屋上防水の修繕を実施し、効率的な予算執

行を図った。

運営費交付金による計画的修繕の４年目として前年に引き続き研究本館の空調設備の一部改修を行った。この空調設

備改修にあたってはインバータ制御機器への更新を行い、省エネ化と運転経費の削減を図った。また、前年に引き続き

研究本館の照明器具の省電力対策として、居室の一部についてインバータ方式への改修を実施した。

V．総 務 ７５



平成２１年度予算及び決算

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 備 考

収入

運営費交付金 ３，１５５ ３，１５５

施設整備費補助金 ８０ ７９

農業生産地球温暖化総合対策事業補助金 － １６３

科学技術総合推進費補助金 － １１

受託収入 ９３１ １，５０４

諸収入 ３ ４

計 ４，１６９ ４，９１５

支出

業務経費 ８６４ ９５８

施設整備費 ８０ ７９

農業生産地球温暖化総合対策事業補助金 － １６１

科学技術総合推進費補助金 － ８

受託経費 ９３１ １，４８８

試験研究費 ８３８ １，４２３

管理諸費 ９３ ６５

一般管理費 ３５８ ２７０

人件費 １，９３５ １，７２２

計 ４，１６９ ４，６８６

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）施設整備費補助金の予算額に対する差額は、割当内示（予算）に対し、額確定による執行済み額であり、繰越額は発生していない。
注）受託収入決算額の内訳は、次のとおりである。
（１）受託研究収入 １，４８７百万円 （平成２０年度 １，６５４百万円）
�政府受託研究収入 １，３２７百万円 （平成２０年度 １，５１８百万円）
�その他の受託研究収入 １６０百万円 （平成２０年度 １３６百万円）

（２）政府外受託出張収入 ２百万円 （平成２０年度 ２百万円）
（３）その他受託収入 １５百万円 （平成２０年度 １４百万円）
注）受託収入及び受託経費が予算額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。
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平成２１年度収支計画及び決算

（単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

費用の部 ４，２０８ ４，６３９

経常費用 ４，２０８ ４，６１５

人件費 １，９３５ １，７２２

業務経費 ８１３ ７５９

農業生産地球温暖化総合対策事業補助金 － １６１

科学技術総合推進費補助金 － ８

受託経費 ９０１ １，４７２

一般管理費 ３５８ ２６９

減価償却費 ２０１ ２２４

雑損 － １

臨時損失 － ２４

収益の部 ４，１９６ ４，６２７

運営費交付金収益 ３，１０３ ２，７４９

補助金等収益 － １７３

諸収入 ３ ４

受託収入 ９３１ １，５０４

資産見返負債戻入 １５９ １８３

臨時利益 ０ １５

純損失 １２ １２

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ２０ ２２

総利益 ７ １０

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）受託収入及び受託経費が計画額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。
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平成２１年度資金計画及び決算

（単位：百万円）

（４）固定資産等

１）有形固定資産 ２）無形固定資産

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

資金支出 ４，１６９ ５，５９４

業務活動による支出 ４，００７ ４，５９３

投資活動による支出 １６１ ３１５

次年度への繰越金 － ６８７

資金収入 ４，１６９ ５，５９４

前年度からの繰越金 － ４８１

業務活動による収入 ４，０８９ ５，０３１

運営費交付金による収入 ３，１５５ ３，１５５

受託収入 ９３１ １，６４９

補助金等収入 － １５２

その他の収入 ３ ７５

投資活動による収入 ８０ ８３

施設整備費補助金による収入 ８０ ８３

区 分 数 量

建 物
建 面 積 ２９，６６５ｍ２

延べ面積 ５８，１６６ｍ２

構 築 物 －

車 両 運 搬 具 ７点（リース車両２台を除く）

工 具 器 具 備 品 ９１３点（国返却予定機器２２点除く）

土 地 建物敷地 ２０６，３４９ｍ２

水 田 ４２，９５０ｍ２

畑 １４９，６７０ｍ２

そ の 他 １７１，８９７ｍ２

計 ５７０，８６６ｍ２

立 木 竹
樹 木 ２，２６３本

立 木 ４３１ｍ３

区 分 数 量

ソ フ ト ウ ェ ア ５５点

電 話 加 入 権 ２９回線

工業所有権仮勘定 ４６件

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）受託収入及び業務活動による支出が計画額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。

（平成２２．３．３１現在） （平成２２．３．３１現在）
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（５）特許等一覧表

１）国内

出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｓ６３．８ １９０６５６６号 ９，１１－ドデカジェニルブチレートと９，１１－ドデカジエ
ニルヘキサノエートを成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
長嶺 将昭
金城美恵子

Ｈ７．２ Ｈ２０．８ 沖縄県

Ｓ６３．９ １６６１０５３号 植物生育培地水分制御法 久保田 徹
岩間 秀矩
加藤 英孝
遅沢 省子

Ｈ４．５ Ｈ２０．９

Ｓ６３．９ １７７８７１１号 （Z）－７－ドデセルニアセタートと（Z）－９－ドデセニルア
セタートを有効成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
川崎建次郎
北村 実彬

Ｈ５．８ Ｈ２０．９

Ｓ６３．１０ １８５５３８９号 土壌病害防除・植物成長促進剤 小林 紀彦
飯島 宏一

Ｈ６．７ Ｈ２０．１０

Ｈ２．１２ ２８５１４４３号 シバツトガの配偶者行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．１１ Ｈ２２．１２ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ３．４ ２６０００９０号 宿主ベクター系 福本 文良
佐藤 守
美濃部侑三

Ｈ９．１ Ｈ２３．４

Ｈ４．１ ２７７９０９０号 シバツトガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．１ ２７９３７３６号 芝生害虫の配偶行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．６ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．３ ２７７９０９３号 ヨトウガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．３ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．１０ ２６７４６７８号 ３次元自由曲面設計装置 竹澤邦夫 Ｈ９．７ Ｈ２４．１０

Ｈ７．４ ２７２０３７８号 チャバネアオカメムシの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
高木 一夫
守屋 成一
藤家 梓
福田 寛
大平 喜男
津田 勝男
山中 正博
堤 隆文
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．１１ Ｈ２７．４ 千葉県
福岡県
信越化学（株）
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出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｈ７．４ ２６５４５１４号 ナカチャコガネの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
本間 健平
大泰司 誠
柿崎 昌史
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．５ Ｈ２７．４ 北海道
信越化学（株）

Ｈ７．９ ２７４１７４６号 新規土壌凝集剤 高橋 義明
櫻井 泰弘
牧野 知之

Ｈ１０．１ Ｈ２７．９

Ｈ８．３ ２９８７４２２号 薬剤の放出制御・抑制方法およびその資材 小原 裕三
石井 康雄

Ｈ１１．１０ Ｈ２８．３

Ｈ８．７ ３１６３３７７号 スルホキシド化合物及びそれを用いた植物成長阻害剤 藤井 義晴
原田 二郎
平舘俊太郎
佐野 禎哉
大東 肇
平井 伸博

Ｈ１３．３ Ｈ２８．７

Ｈ８．１１ ２８３８２００号 カラム内濃縮が可能な毛細管電気泳動を誘導結合プラ
ズマに接続するためのインターフェース及び接続方法

山崎 慎一
梅 二文

Ｈ１０．１０ Ｈ２８．１１

Ｈ９．２ ３０３０３７０号 土壌中の有機汚染物質を分解する分解菌の集積方法及
びそれを用いた分解菌の単離方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１２．２ Ｈ２９．２ 東洋電化工業（株）

Ｈ９．２ ３０９９０５８号 新規植物成分及びそれを含有する植物成長阻害剤 平舘俊太郎
箭田 浩士
杉江 元
藤井 義晴

Ｈ１２．８ Ｈ２９．２

Ｈ１０．２ ２８８４５１１号 タイワンレンギョウの新規植物成分及びそれを含有す
る植物成長阻害剤

平舘俊太郎
中嶋 直子
箭田 浩士
藤井 義晴

Ｈ１１．２ Ｈ３０．２

Ｈ１０．５ ２９０４４３２号 土壌中の有機塩素系化合物を好気的に分解する分解
菌、その分解菌の集積又は単離方法及びその分解菌を
保持する分解菌保持担体

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１．３ Ｈ３０．５ 高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１０．１１ ３０５１９２０号 土壌の病害抑止性の評価方法 横山 和成
松本 直幸

Ｈ１２．４ Ｈ３０．１１

Ｈ１１．６ ３７７３４４９号 単離した分解菌の集積方法及びその集積方法により得
られた分解菌の保持担体、その分解菌保持担体を利用
する汚染土壌回復又は地下水汚染防止の方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１８．２ Ｈ３１．６ 高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１１．９ ３２３１７４４号 病原性が低い紫紋羽病菌菌株分離株 V-70およびそれ
を含む紫紋羽病防除剤

松本 直幸
岡部 郁子
須崎 浩一
吉田 幸二
植竹ゆかり

Ｈ１３．９ Ｈ３１．９ 生物系特定産業技術
研究推進機構

Ｈ１３．１ ３５９４９０５号 病原性低下因子を含む白紋羽病菌分離株Ｗ３７０ 松本 直幸
岡部 郁子
植竹ゆかり
荒川 征夫
中村 仁

Ｈ１６．９ Ｈ３３．１ 生物系特定産業技術
研究推進機構

Ｈ１４．６ ４１６８１３０号 リゾプス属糸状菌のポリガラクツロナーゼおよびポリ
ガラクツロナーゼ遺伝子

吉田 重信
鈴木 文彦
月星 隆雄
對馬 誠也
篠原 弘亮

Ｈ２０．８ Ｈ３４．６

Ｈ１４．９ ４０１４９８８号 モミガラ成形炭粉末を利用した水稲用農薬の系外流出
防止システム

高木 和広
高梨誠三郎

Ｈ１９．９ Ｈ３４．９ 高木和広
（株）欣膳

Ｈ１５．７ ４３６３６２４号 新規農薬分解菌と複合微生物系による農薬分解法 高木 和広
原田 直樹

Ｈ２１．８ Ｈ３５．７ 興和（株）
高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１５．８ ４３９５７１２号 農薬分解菌及びそれを用いた浄化方法 高木 和広
原田 直樹

Ｈ２１．１０ Ｈ３５．８ 興和㈱
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２）外国

出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｈ１５．１２ ３９３７０１９号 微生物保存用分散媒及び微生物保存用容器 西山 幸司
篠原 弘亮

Ｈ１９．４ Ｈ３０．１２

Ｈ１５．１２ ４３３２６２５号 微量液体連続霧化機構による標準ガス発生装置（発明
届名称：微量液体連続霧化装置及びこれを利用した標
準ガス発生装置）

小原 裕三
遠藤 正造

Ｈ２１．７ Ｈ３５．１２

Ｈ１６．２ ４１１６９７５号 汚染土壌の浄化方法 牧野 知之
菅原 和夫
高野 博幸
神谷 隆
佐々木宏太

Ｈ２０．４ Ｈ３６．２ 太平洋セメント（株）

Ｈ１６．６ ４４１０６２０号 殺虫剤抵抗性ワタアブラムシを識別するためのＰＣＲ
プライマー

鈴木 健 Ｈ２１．１１ Ｈ３６．６ 鈴木 健

Ｈ１６．８ ４４１５１０６号 植物成長調節剤、桂皮酸誘導体化合物、及びその製造
方法

平舘俊太郎
荒谷 博
藤井 義晴

Ｈ２１．１２ Ｈ３６．８

Ｈ１６．９ ４１１６９８８号 重金属汚染土壌の浄化方法 牧野 知之
菅原 和夫
高野 博幸
神谷 隆
佐々木宏太

Ｈ２０．４ Ｈ３６．９ 太平洋セメント（株）

Ｈ１７．３ ４４０６６９４号 大気ガスの測定方法及び装置 須藤 重人 Ｈ２１．１１ Ｈ３７．３

Ｈ２０．９ ４４３６４２６号 土壌還元消毒方法、土壌還元消毒剤、土壌湿潤化消毒
方法、土壌湿潤化消毒剤および土壌消毒剤潅注システ
ム

小原 裕三 Ｈ２２．１ Ｈ３９．４ 日本アルコール産業
（株）
千葉県

出願年月 特許・出願番号 特許名 発明者 出願国 取得年月 消滅年月 共同出願

Ｓ６３．３ １３１１４３４号 リゾキシン 佐藤 善司
松田 泉
野田 孝人
奥田 重信
岩崎 成夫
古川 淳
小林 久芳

カナダ Ｈ４．１２ Ｈ２１．１２

Ｈ５．１ ８２４２５号 形質転換されたイネ縞葉枯ウィル
ス抵抗性イネおよびその製造方法

鳥山 重光
早川 孝彦
朱 亜峰

台湾 Ｈ９．３ Ｈ２４．１１

Ｈ４．１２ ２５５４７４号 韓国 Ｈ１２．２ Ｈ２４．１２

Ｈ４．１２ ９２１１５１７７．２号 中国 Ｈ１１．３ Ｈ２４．１２

Ｈ５．３ ６５９０５７５号 ３次元自由曲面設計装置 竹澤 邦夫 アメリカ Ｈ１５．７ Ｈ２５．３

Ｈ１１．６ 特願１０－２００１－
７００１６６２号

単離した分解菌の集積方法及びそ
の集積方法により得られた分解菌
保持担体、その分解菌保持担体を
利用する汚染土壌回復又は地下水
汚染防止の方法

高木 和広
吉岡 祐一

韓国 農環研
高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１１．６ 特願０９／７４４９９６
号

アメリカ

６５６９３３３号 土壌回復及び土壌水の汚染防止 アメリカ Ｈ１５．５ Ｈ３１．６

Ｈ１１．８ ６４５１５８０号 土壌処理のため多孔質材に有機汚
染物質を分解する分解菌を集積す
る方法

高木 和広
吉岡 祐一

アメリカ Ｈ１４．９ Ｈ３１．８ 農環研
高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１８．１ ２５３１１８２号 複合分解菌集積保持体及びその製
造方法、新規細菌、並びに汚染環
境の浄化方法及びその装置

高木 和広
原田 直樹
吉岡 直樹

カナダ 農環研
高木和広
興和Ｈ１８．１ ２００６２００１７３号 オーストラリア

Ｈ１８．１ １１／３３５，６８６号 アメリカ

Ｈ２１．９ １２／５６１，０７８

７，６２９，１５９ 有機塩素系殺虫剤 PCNBに対す
る分解能を有するノカルディオイ
デス FERM BP-10405

アメリカ Ｈ２１．１２ Ｈ３８．１１

＊他に出願中のものが４４件。

＊他に出願中のものが１件。
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４．図 書

平成２１年度における受入れ図書・資料数およびサービス件数は次のとおりです。

（１）受入図書・資料数

（２）サービス件数

区 分 購入 寄贈 計

単行書
（冊）

和 ２５５ ３２６ ５８１

洋 １４０ １８８ ３２８

資料
（冊）

和 ０ ５７８ ５７８

洋 ０ １０３ １０３

雑誌
（種）

和 ７３ ６７６ ７４９

洋 １８３ １０５ ２８８

対 象 機 関 レファレンス
文献複写

依頼 提供

農林水産省およびその所管する独立行政法人 １１ ３５０ ８４５

そ の 他 の 機 関 ９ ２４４ ２０７

計 ２０ ５９４ １，０５２
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交通案内図

独立行政法人 農業環境技術研究所

茨城県つくば市観音台３－１－３

電話 ０２９－８３８－８１４８（代表）

ウェブサイト http://www.niaes.affrc.go.jp/





平成２２年１０月３０日 発行

農業環境技術研究所年報
（平成２１年度）

茨城県つくば市観音台３－１－３

独 立 行 政 法 人 農 業 環 境 技 術 研 究 所
電話 ０２９－８３８－８１９２（広報情報室）
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